
事業数

149

18

57

14

28

266

事業数

219

17

10

1

19

266

（注）この評価は、基本的に令和元年度末目標値に対する現時点での達成状況であるが、単年度で完結する事業（例：毎年度開催する講座など）について
は、単年度ごとの達成状況等を評価している。

A 計画目標に対し、現時点で８割以上達成している。

B 計画目標に対し、現時点で５割以上８割未満達成している。

C 計画目標に対し、現時点で２割以上５割未満達成している。

D 計画目標に対し、現時点で２割未満達成している。

評価対象外 （目標値を定めないもの、すでに終了した事業、令和元年度新規事業、平成30年度実績なし等）

合　　　　　　　計

５　地域全体で子どもと子育て家庭を支える環境づくり 66　～　74

合　　　　　　　計

≪令和元年７月25日現在≫

目標に対する評価 令和元年度末目標値達成基準

２　子どもの「生きる力」をはぐくむ教育環境づくり 37　～　46

３　喜びと安心感をもって産み育てることができる環境づくり 47　～　59

４　子育てと仕事の両立を支援する環境づくり 60　～　65

「静岡市子ども・子育て支援プラン」平成30年度進捗状況一覧表 

施策目標 ページ数

１　子どもの心身の健やかな育ちを支える環境づくり １　～　36
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№
再掲
か所

事　業　概　要 令和元年度末目標値
平成30年度
決算額（千円）

平成30年度
取組内容・成果

進捗
状況

評価 課題等 担当課

1
2-1
4-1

子ども未来課
幼保支援課
こども園課

2
2-1
4-1

認定こども園
等の整備★

待機児童を解消するとともに認定こど
も園を普及するため、認定こども園等
の定員拡大、新設、認定こども園へ
の移行等のために必要な施設整備の
ための費用を補助します。

認定こども園移行支援：定
員増783人
認定こども園等の新設：定員
増1,270人
既存保育施設：定員増381
人
小規模保育事業等の新設：
定員増552人

443,526

認定こども園移行支援：定
員増9人
認定こども園等の新設：定員
増90人
既存保育施設：定員増10人
小規模保育事業等の新設：
定員増132人

Ａ

平成30年度の整備目標には
達しなかったが、概ね計画通
りに施設整備を実施したこと
により、30年４月に続き、31
年４月も待機児童ゼロを達
成した。

令和２年度から始まる次期
計画の中で、量の見込みを
適切に推計し、必要に応じて
施設整備を継続実施してい
く。

子ども未来課

3
2-1
4-1

認定こども園
等の運営★

市立こども園において質の高い教育・
保育を提供するとともに、子どものため
の教育・保育給付の円滑な支給等を
図り、私立園における質の高い教育・
保育を確保します。

認定こども園数　130園程度

（幼保支援課分）
市立こども園
2,638,091

私立こども園等
12,196,826

（こども園課分）
1,646,773

市立こども園、待機児童園、
病児病後児保育室における
教育・保育の実施及び施設
の維持管理を図るとともに、
国が定めた単価に基づき、私
立こども園等に対して、適正
に給付費を支弁した。

市立：62園（こども園56、特
例保育施設（山間地）３、待
機児童園３園）
私立：141園（こども園43、保
育所60、小規模36、事業所
内2）

Ａ

市立こども園、待機児童園
及び私立園における教育・保
育を目標どおり実施するととも
に、国が定めた単価に基づ
き、適正に給付費を支弁する
ことにより、質の高い教育・保
育を提供した。

保育教諭等の人材不足
子ども未来課
幼保支援課
こども園課

4

1-5
2-1
3-3
4-1

幼児期の教
育・保育の負
担の軽減★

認定こども園等における幼児期の教
育・保育に係る保育料について所得
に応じた金額に設定し、低所得世帯
の負担を軽減します。また、保育料の
算定に当たっては、未婚・非婚のひと
り親についても税法上の寡婦とみなし
て保育料を算定することにより、経済
的負担を軽減します。

希望していた事業が利用でき
なかった理由として、「利用料
が高い」と回答した割合の減
少（5.1%　H25ニーズ調査）
（継続実施）

みなし寡婦軽減措置
6世帯:172

多子世帯への軽減措置拡大
646世帯：42,807
第２子：14,310
第３子：28,497

平成27年度の取組を更に拡
大し、第２子を半額、第３子
以降無償（ひとり親世帯は第
２子以降無償）とする減額措
置の適用における、第何子か
を決定する際の算定対象と
なるお子様の年齢制限等を
撤廃するに当たり、国の規定
より適用対象世帯の範囲を
拡大して実施した。
対象世帯：646世帯

Ａ
目標どおり事業を実施し、利
用者の負担軽減に寄与し
た。

（特になし） 幼保支援課

施策目標１「子どもの心身の健やかな育ちを支える環境づくり」
基本施策１「子どもの健やかな心身をはぐくむための支援」　

重点事業

認定こども園、幼
稚園、保育所等に
おける教育・保育
★

事　業　名

全ての子どもに質の高い幼児期の教育・保育を提供できるよう、第5章の計画に沿って教育・保育の量の確保と質の向上に取り組みます。

1
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№
再掲
か所

事　業　概　要 令和元年度末目標値
平成30年度

決算額（千円）
平成30年度

取組内容・成果
進捗
状況

評価 課題等 担当課

施策目標１「子どもの心身の健やかな育ちを支える環境づくり」
基本施策１「子どもの健やかな心身をはぐくむための支援」　

事　業　名

5 2-1
私立学校振興
補助金交付事
業

教育の振興及び児童生徒の保護者
の経済的負担の軽減を図るため、市
内の私立幼稚園、小学校、中学校
及び高等学校に補助金を交付しま
す。

交付申請のあった学校法人
（私立幼稚園、小・中・高等
学校）に対して適正に補助を
行う。

131,993

学校法人が設置する私立学
校に対し、教材等の購入経
費の一部を補助した。
28園　27校

Ａ 目標どおり事業を実施した。 （特になし） 幼保支援課

6 2-1
幼稚園就園奨
励費補助金交
付事業

私立幼稚園に通う園児の保護者に
対し、入園料及び保育料の一部を補
助金として交付します。

市内全私立幼稚園及び市
外の対象者在園の全私立幼
稚園で実施

511,009

対象者在園の全ての私立幼
稚園で、入園料・保育料の
一部を補助金として交付し
た。

Ａ
目標どおり事業を実施し、利
用者の負担軽減に寄与し
た。

（特になし） 幼保支援課

7

気楽に親子でスポーツをする機会をつ
くり、子どもの健全な心身の育成と向
上心を高めるとともに、同世代の親の
交流を図ることを目的として、各体育
館、運動場、プール等を利用し、指
定管理者主催によるスポーツ教室を
開催します。

教室の継続実施
―

（指定管理料に含む）

各体育館・総合運動場で実
施
〇体育館
　開催回数　    658回
　参加組数　  2,012組
〇総合運動場
  開催回数         70回
　参加組数　　　 75組

Ａ 目標どおり事業を実施した。
より多くの親子に参加してもら
えるよう、教室の内容や周知
方法を検討する。

スポーツ振興
課

8

子どもを地域ぐるみで育て、健全な心
身の発育を促すため、清水エスパルス
と協働し、市内認定こども園等にサッ
カーコーチが訪問し、サッカーやボール
遊びによる運動教室を実施します。

実施か所　約130園
参加園児　4,000人

―
（清水エスパルス交流事業補

助金4,500の一部）

実施予定か所　126園
参加予定園児　3,678人

Ａ 目標どおり事業を実施した。 （特になし）
スポーツ交流
課

9

生涯を通じた健康づくりが継続される
よう、基本的な生活習慣や食習慣の
確立を目指して食育の普及啓発を
行います。

食育推進会議の開催
食育普及啓発事業の実施
食育応援団事業の実施

402

①食育推進会議１回開催
②食育普及啓発事業10回
実施
③食育応援団依頼件数66
件

Ａ 目標どおり事業を実施した。

食育応援団等を通じて食育
の普及啓発を実施している
が、若い世代や働き盛り世代
に対する普及啓発が思うより
進んでいないため、より効果
的なPR活動を行う必要があ
る。

健康づくり推
進課

10

規則正しい食習慣のすすめ、おやつ
の内容と適量、食事における悩み等
のテーマに基づき、紙芝居やエプロン
シアターを取り入れた講話と調理体
験、試食を行います。

９センターで継続実施
開催予定回数　20回以上
参加者率　定数に対して
70％以上

11,028

25回開催　157組参加

参加者率　49.5％
（目標の７割以上達成）

B

調理体験や講義を通して、
家庭でも取り組める食育を伝
えることができた。
キャンセルが多かったこともあ
り、参加者数が減少した。

葵区・清水区で１回限りに条
件を設定していたことに加え、
幼児の体調不良等によるキャ
ンセルが多かった。健診時に
来所者全員への案内や、児
童館等でのチラシ配布、参加
条件の緩和を検討する。

葵区健康支
援課
駿河区健康
支援課
清水区健康
支援課

食育推進事業

おやこ食育教室の
開催

関連事業

Ｊリーグアカデミーエ
スパルス巡回スポー
ツ教室の開催

親子参加型教室
等の開催

2
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№
再掲
か所

事　業　概　要 令和元年度末目標値
平成30年度

決算額（千円）
平成30年度

取組内容・成果
進捗
状況

評価 課題等 担当課

施策目標１「子どもの心身の健やかな育ちを支える環境づくり」
基本施策１「子どもの健やかな心身をはぐくむための支援」　

事　業　名

11

歩いて行ける身近な場所において、
子どもの遊び場や地域住民の健康
運動の場となる公園等を計画的に整
備します。

H27～H31　街区公園整備
数
19公園（延べ 395公園）

264,058

街区公園整備数　４公園
用地取得件数　１件
委託実施件数　２件
工事実施件数　４件

Ａ
おおむね予定通り事業を実
施したが、一部地元調整に
時間を要した。

関係機関や、地元調整に時
間を要することが多い。

公園整備課

12

就学前の子どもに対して、絵本の読
み聞かせ等による人権教育を行い、
命の尊さや友達と仲良くする心をはぐ
くみ、一人ひとりが生きる喜びを感じる
教育を行います。

園数：59園
人数：5,855人（※累積値）

179

園数　３園
　　　人数　215人
累計　園数　61園
　　　人数　6,961人

Ａ

目標どおり事業を実施した
（目標設定当初以降に開設
した園を追加実施したため、
園数が目標を超えている）。

対象としていた私立保育園に
おいて、１回ずつの事業が完
了したため、今後の事業対象
とする園の検討が必要。

福祉総務課

13

市内認定こども園等を訪問し、寸劇
による犬とのふれあい方を学んだり、犬
猫とふれあうことにより、幼児が犬に咬
まれる事故の防止を図るとともに、命
の尊さ、動物愛護精神を養います。

開催回数２回
参加人数100人

―
開催回数１回
参加人数１８人

Ｄ
開催回数、参加人数ともに
目標を達成できなかった。

市内の認定こども園等に対
し、今まで以上に、ふれあいワ
ンワン教室の情報を周知する
必要がある。

動物指導セン
ター

14
消防隊が市内認定こども園等を訪問
し、花火の遊び方をはじめとする火災
予防教育を実施します。

実施回数100回
述べ8,500人

198
実施回数109回
計7,709人

Ａ
事故等の防止に努め、安全
に実施することができた。

雨天時の対応等の見直し。 予防課

15

火災予防教育の一環として、市内各
幼年消防クラブ員が集まり、運動会
形式のイベント（救急搬送リレー等）を
実施します。

２回実施
延べ1,500人参加

76
実施回数３回
計1,252人

Ａ
葵区、駿河区及び清水区大
会にて盛大に実施することが
できた。

・雨天時の対応等の見直し。
・他事業（こども園及び消防）
との日程調整が必要。

予防課

16

読み聞かせ初心者の保護者を対象と
した読み聞かせ講座で、読み聞かせ
の大切さ、絵本の選び方・与え方の
話やわらべ歌・手遊び、赤ちゃん絵本
の読み聞かせの実演をします。

市内全図書館で実施 84
全12館にて49回実施し、524
人が参加した。

Ａ
全館で実施し、好評であっ
た。

52回予定したが、参加者が
なく３回実施できなかった。

中央図書館

17

各保健福祉センターで行われる6か月
児育児相談において、おすすめの絵
本などが入ったブックスタートパックを
メッセージを添えて渡します。

市内全保健福祉センターで
実施

5,264
全保健福祉センターにて180
回実施し、4,431組が参加し
た。

Ａ 目標どおり事業を実施した。 ボランティアスタッフの確保。 中央図書館

18

ブックスタート事業のフォローアップとし
て、保健福祉センターで行われる1歳
6か月児健康診査において実施しま
す。

市内全保健福祉センターで
実施

485

城東、藁科、北部、東部、南
部、長田、清水、蒲原保健
福祉センターにて106回実施
し、3,579組が参加した。

Ａ
平成30年度から東部保健福
祉センターでの実施ができるよ
うになった。

未実施の大里保健福祉セン
ターで開催できるよう、スペー
スの確保が必要。

中央図書館

街区公園等の整
備

人権教育事業

「あつまれ！ちびっ
こ消防隊」の実施

ハローベビー　赤
ちゃんのための読み
聞かせ講座の開催

ふれあいワンワン教
室の開催（動物愛
護教室の開催）

花火教室の開催

ブックスタート事業

ブックステップ事業

3
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№
再掲
か所

事　業　概　要 令和元年度末目標値
平成30年度

決算額（千円）
平成30年度

取組内容・成果
進捗
状況

評価 課題等 担当課

施策目標１「子どもの心身の健やかな育ちを支える環境づくり」
基本施策１「子どもの健やかな心身をはぐくむための支援」　

事　業　名

257

新たに保育補助者を雇用することで、
保育士の業務負担を軽減し、保育
士の離職防止を図ることで、保育環
境の向上と施設の円滑な運営を図
る。

保育補助者を雇用した施設
に対し適正に補助を行う。

11,130

新たに保育補助者を雇用し
た私立こども園・保育所等に
対し雇上げに係る経費を助
成した。
13園（こども園3、保育所4、
小規模6）

Ａ 目標どおり事業を実施した。 （特になし） 幼保支援課
保育補助者雇上
強化事業費（H30
新規）

4
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No
再掲
か所

事　業　概　要 令和元年度末目標値
平成30年度

決算額（千円）
平成30年度

取組内容・成果
進捗
状況

評価 課題等 担当課

19

1-5
2-3
4-1
5-2
5-3

子ども未来課
教育総務課

20

1-5
2-3
4-1
5-2
5-3

放課後児童ク
ラブの運営★

保護者が就労等により昼間家庭にい
ない児童の健全な育成を目的に、小
学校や児童館等に専用室を設けて、
家庭に代わる遊びや生活の場を提供
します。また、準備ができたところから、
順次、午後7時までの延長に取り組
みます。

175室の運営
※受入可能人数　6,064人

719,008
市内78か所（157室）での児
童クラブ運営を実施した。

Ａ

令和元年5月1日時点での入
会決定者数は5,396名であ
り、待機児童数は86名であっ
た（前年に比べ、入会決定者
322名増、待機児童87名
減）。

受託者との連携強化による
効果的な事業運営の推進。

子ども未来課

21

2-3
4-1
5-2
5-3

放課後児童ク
ラブの整備★

平成31年度のニーズ量に対応できる
よう平成27年度から5年間で順次拡
充していきます。

整備後クラブ室数　175室 332,772
市内16か所（22室、665名
分）の児童クラブ整備を実施
した。

Ａ

令和元年5月1日時点での入
会決定者数は5,396名であ
り、待機児童数は86名であっ
た（前年に比べ、入会決定者
322名増、待機児童87名
減）。

適切な手法・内容による整備
事業の推進。

子ども未来課

22

1-5
2-3
4-1
5-2
5-3

放課後子ども
教室推進事業
★

市立小学校の全児童を対象とし、全
小学校に順次整備を進めます。放課
後に小学校の施設を利用して、各種
体験活動や地域の人・異学年の児
童との交流、学習支援などの活動
を、地域の方と共に行います。様々な
活動や学びを通して、子ども達の自
主性や社会性、創造性をはぐくみま
す。

市立小学校全86校で放課
後子ども教室を開設し、事業
を実施する。

44,676

①新規校11校を加えた44校
で放課後子ども教室を実施
した。
②運営スタッフのスキル向上
のための研修会を年２回実
施した。

Ｂ

放課後子ども教室実施校
数、スタッフ研修回数とも目
標値を達成することが出来
た。参加児童の満足度も目
標値を概ね達成しており、安
心・安全で充実した子どもの
居場所として機能していると
考えられる。

安全管理や事故対応に不安
がないようにする必要があるた
め、スタッフ研修会を区ごとに
開催し、安全管理や児童へ
の接し方等の技能を高め、事
故を未然に防止する。

教育総務課

23

2-3
4-1
5-2
5-3

放課後児童ク
ラブと放課後子
ども教室の一
体的実施★

全ての児童が参加できるように、同一
の小学校敷地内等で放課後児童ク
ラブと放課後子ども教室を一体的に
（一体型又は連携型により）実施しま
す。

69校での実施 ―

放課後子ども教室新規開設
校11校全校で、総合的な放
課後児童対策として、放課
後児童クラブとの一体型実施
を開始した。

Ｂ

目標どおり事業を実施した。
新規開設時のノウハウを活用
し、児童クラブや学校との連
携方策等を進めたことにより、
今後、新規に開設を希望す
る学校は増えており、一定の
成果を上げている。

児童クラブ一体型では、児童
クラブ支援員との連絡協力体
制に差が見られるため、「放
課後児童対策事業運営委
員会」で、連携協力体制や
「共通プログラム」の充実に向
けた協議を継続し、事業の円
滑な運営につなげる。また、
今後の事業拡大に向け、両
事業所管課での連絡調整や
現場への伝達を密に行う。

子ども未来課
教育総務課

施策目標１「子どもの心身の健やかな育ちを支える環境づくり」　
基本施策２「子どもの健全育成促進と自立への支援」　

事　業　名

重点事業

放課後子ども対策
★

共働き家庭等の「小１の壁」の解消を図るとともに、次代を担う人材を育成するため、全ての児童が放課後等を安全・安心に過ごすことができ、多様な体験・活動を行うことができるよう、第５章の計画に沿っ
て放課後児童クラブ及び放課後子ども教室の拡充や、一体的実施に取り組みます。

5



6

No
再掲
か所

事　業　概　要 令和元年度末目標値
平成30年度

決算額（千円）
平成30年度

取組内容・成果
進捗
状況

評価 課題等 担当課

施策目標１「子どもの心身の健やかな育ちを支える環境づくり」　
基本施策２「子どもの健全育成促進と自立への支援」　

事　業　名

24

1-5
2-3
3-3
4-1
5-2
5-3

放課後児童ク
ラブの利用者
負担の軽減★

低所得世帯、ひとり親家庭、多子世
帯などの放課後児童クラブの利用を
必要とする家庭が、経済的理由によ
り利用できないことのないよう、世帯の
所得の状況や、同時に入会している
兄弟姉妹の数に応じて、保護者負担
金を軽減します。

利用料が高いから利用してい
ない人の割合の減少（4.1%
H25ニーズ調査）（継続実施）

36,251
1,052人に対して負担軽減を
行った。

Ａ
対象者の経済的負担軽減に
寄与した。

事務の効率化を図る必要が
ある。

子ども未来課

25

2-3
4-1
5-2
5-3

民間放課後児
童クラブへの運
営費等補助★

市民の多様なニーズに応えるととも
に、保護者負担を軽減するため、民
間事業者による児童クラブの運営に
対し、その費用の一部を補助します。

民間児童クラブ補助クラブ数
10クラブ
※利用者数　200人

38,771
民間事業者６団体に対して、
運営費補助を行った。

Ａ
民間児童クラブ運営の参入
を促進した。

民間活力を利用し、より待機
児童数の減少につなげる必
要がある。

子ども未来課

26 子ども未来課

27 1-5 児童館の運営

地域における児童健全育成の拠点と
して、子どもの健康を増進し、情操を
豊かにするため、各種教室や読み聞
かせ、クラブ活動など児童に健全な遊
びを提供します。

市内12館で実施
小型児童館（６館）
児童センター（６館）

222,451
市内11館の児童館運営を継
続実施し、新たに1館の運営
を開始した。

Ａ

平成30年度末時点での運営
館数は12館であり、令和元
年度末の目標値に達してい
る。

指定管理者等との連携強化
による効果的な事業運営の
推進。

子ども未来課

28 児童館の整備

市域全体の均衡や地域性、地域の
児童数などを勘案し、現在、配置さ
れていない清水南部地区及び北部
地区に新たに整備します。

1館
※三保羽衣児童館

102,900

清水南部地区児童館の建
設工事等完了した。また、清
水北部地区児童館建設に
向け、設計業務等に着手し
た。

Ａ

清水南部地区児童館の供
用を平成30年9月に開始し、
計画どおり事業を進めること
ができた。

効果的・効率的な施設運営
を見据えた整備事業の推
進。

子ども未来課

29

市内小学生とその保護者を対象に、
身近な消費生活や食品に関する問
題等様々なテーマに基づく実験や講
義を実施し、消費生活に関する知識
の普及を図ります。

小学生とその保護者を対象と
して年1回実施

13

小学生とその保護者を対象と
し、災害時でも日常でも役立
つ「ポリ袋調理法」やローリン
グ・ストックによる無駄のない
非常食の備蓄、美味しい食
べ方について学ぶ教室を１回
開催した。
参加者数　９組19人

Ｂ

日常でも自分のことのみなら
ず、周囲の人や社会、将来
のことを考えて生活できる「消
費者市民」としての意識の芽
生えや自覚の発達を促すこと
ができた。

広報について、チラシの配布
だけでは夏休みの他の講座に
紛れて行き届かなかった可能
性もあるので、フェイスブックへ
の掲載など、多様な広報を
並行して行うことも必要であ
る。

生活安心安
全課

30

中学生を対象に、男女がお互いの
「性と生」を尊重し合い、豊かな人間
関係を築くことを目的とした学校出前
講座を実施します。

年７回程度実施 85
中学校８校で全８回実施し
た。

Ａ 目標どおり事業を実施した。
学校のニーズに応じた多様な
テーマの設定。

男女参画・多
文化共生課

31

中学生～大学生といった若年層に対
して、お互いを尊重する関係を築ける
よう、デートＤＶ防止の啓発を進めま
す。

女性会館事業（指定管理事
業）において毎年度継続実
施。

―
（指定管理料に含む）

市内県立高校１校619人に
対し、デートDV防止講座を
実施した。

Ａ 目標どおり事業を実施した。
締め切り日を設け、全校生
徒ができる学校を優先する。

男女参画・多
文化共生課

地域における児童健全育成の拠点として、引き続き子どもに健全な遊びを提供するとともに必要な整備を進めます。
児童館での体験・
交流

関連事業

親子消費者教室

学校出前講座「豊
かなセクシュアリ
ティ」（中学生対
象）

若者を対象としたＤ
Ｖ防止対策の実施

6
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No
再掲
か所

事　業　概　要 令和元年度末目標値
平成30年度

決算額（千円）
平成30年度

取組内容・成果
進捗
状況

評価 課題等 担当課

施策目標１「子どもの心身の健やかな育ちを支える環境づくり」　
基本施策２「子どもの健全育成促進と自立への支援」　

事　業　名

32

男女共同参画に関する副読本を作
成し、市内中学校に配付します。
（～H29度）中学生用男女共同参画
副読本「『男女共同参画って何!?』世
界でたった一人のわたし」の作成
（H30～）中学生用男女共同参画副
読本「人と人とのよりよい関係をつくる
ために」と、「市内相談機関一覧・
LGBTについて」を作成

生徒用7,150部、指導者用
467部程度作成

292

生徒用(教師用を含む)6,800
冊作成し、配布を行った。
※全市立中学と希望があっ
た私立中学校、計50校に配
布

Ａ
目標値の作成部数には及ば
ないが、目標値の９割以上
達成できた。

時代に見合った内容の刷
新。

男女参画・多
文化共生課

33

今後ますますの増加が予想される外
国人住民と日本人とが、お互いの文
化を理解し共生できる社会を目指
し、国際感覚・多文化共生意識醸
成のために国際理解講座を開催しま
す。

講座の理解度（講座受講者
アンケートの満足度平均）
80％以上

38

こども園・幼稚園長会でのPR
を３回実施し、依頼のあった
園へ英語・中国語国際交流
員を派遣した。平成30年度
は、英語・中国語合わせて84
回の実施、受講生満足度は
100％。

Ａ 目標どおり事業を実施した。
園の要望に応じた講座の実
施。

男女参画・多
文化共生課

34

市民が自ら体験することを通して身近
な科学に親しみ、科学への関心を高
める場を提供することにより、市民の
創造力及び感性の向上に寄与しま
す。

年間来館者数：250,000人
196,580

(指定管理料のみ)
年間来館者数：245,951人 Ａ

企画展実施期間中の来館
者数は好調だったものの、４
～５月の来館者数が例年よ
り少なかったため、目標を達
成できなかった。

平成29年度、平成30年度に
新たに設置した展示物を積
極的にPRし、展示物を活用
した事業展開を図るなど来館
者の確保に努める。

文化振興課

35
市内生涯学習施設において、乳幼
児・小中学生及びその保護者を対象
に、各種講座を実施します。

無人館・山間地を除く32館
全ての生涯学習施設で子ど
もや親子を対象とした講座を
実施

―
（指定管理料の一部）

無人館・山間地を除く32館
全ての生涯学習施設で子ど
もや親子を対象とした講座を
実施。

Ａ

生涯学習施設において、乳
幼児・小中学生及びその保
護者を対象に幅広いジャンル
の講座を実施した。

今後もライフステージに応じた
テーマや、幅広い分野の講座
を実施する。

生涯学習推
進課

36

「子どもの夢教育」や心身の育成強
化に重点を置き、ホームタウンを支え
る青少年の健全育成を図るため、
様々なスポーツを通して地域や各種
団体が協働し、本市の特性を活かし
た子どもサポート事業を実施します。

エスパルス教育サポート事業
「エスパルスドリーム教室」
市内小学校15校で実施

324
実施校数　　7校（14クラス）
参加人数　　計321人

Ａ

授業を実施する学生の確保
の関係で、実施数を減らさざ
るを得ず７校の実施となった。
実施した学校へのアンケート
では、授業を受けてエスパルス
が好きになった児童は72％で
目標の９割となった（目標：授
業を受けてエスパルスが好きに
なった児童の割合80％）。

①授業単元（「速さ」、「体の
つくり」）とのつながりがより深く
なるように授業内容の見直し
を行い、学校が求める授業内
容との整合を図るとともに、児
童がより楽しめる内容の検討
を図る。
②授業を実施する学生の確
保に向けた大学との調整及
び実施体制の見直し。

スポーツ交流
課

生涯学習の推進

ホームタウン次世代
育成プロジェクト事
業

中学生向け男女
共同参画副読本
の作成

国際理解講座

静岡科学館る・く・
る運営事業

7
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No
再掲
か所

事　業　概　要 令和元年度末目標値
平成30年度

決算額（千円）
平成30年度

取組内容・成果
進捗
状況

評価 課題等 担当課

施策目標１「子どもの心身の健やかな育ちを支える環境づくり」　
基本施策２「子どもの健全育成促進と自立への支援」　

事　業　名

37

サッカーを通して友情の輪を広げ、技
術、体力、精神面での成長の場とな
るよう、小学生を対象としたサッカー大
会を開催します。

男女合わせて288チームが参
加し大会を開催

9,669

第32回大会
H30.8.12～16
参加チーム　288チーム（男子
256チーム、女子32チーム）
選手3,656人、監督コーチ延
べ1,149人、大会運営ボラン
ティア延べ5,000人

Ａ 目標どおり事業を実施した。
会場運営を行う育成会等の
地域ボランティアの減少

スポーツ交流
課

38

子どもがプロスポーツを身近に体感で
きる機会を創出し、将来の夢や希望
を抱くきっかけとなるよう青少年の健全
育成を図るため、市内全小中学生を
ホームゲームに招待する。

市内全小中学校をホーム
ゲームに招待する。

毎年５校程度選手によるチ
ケット贈呈を行う

―
（清水エスパルス交流事業補

助金4,500の一部）

【配布実績】
・小学校91校34,471人
・中学校55校18,362人
【チケット贈呈（選手訪問）】
・３校

Ａ 目標どおり事業を実施した。

小中学生招待事業の参加
者がなかなか増加しないた
め、申込方法の変更や対象
試合の増加も含めエスパルス
と協議していく。

スポーツ交流
課

39

清水エスパルスと連携し、夢に向かっ
て生きる子どもたちの成長をサポート
し、子育てで繋がる地域コミュニティの
推進を図るために、子育て関連事業
を実施します。

清水エスパルスと連携した子
育て関連事業の実施

―

・エスパルスオリジナルベビース
タイ計5,200枚配布
・親子ふれあい運動教室5回
実施

Ａ 目標どおり事業を実施した。
スタイ配布事業の継続に向け
た民間企業協賛の確保

スポーツ交流
課

40
全国大会に出場する選手が所属す
る団体に対して、補助金を交付しま
す。

補助金交付の継続実施 5,786 164件交付 Ａ
申請のあった団体に対して補
助金を交付し、全国大会へ
の出場を支援した。

・制度認知度の向上
・交付申請数の増加

スポーツ振興
課

41

スポーツチャンバラ少年少女が目指す
全国大会を開催し、誰もが自由にそ
して安全に楽しめる生涯スポーツとし
てスポーツチャンバラの普及、啓発を
図ります。なお、礼儀を学び青少年の
健全育成と健康であかるいまちづくり
に寄与します。

大会の継続実施 1,100
第13回（通算44回）大会
H31.3.23～24
大会参加者540人

Ａ 目標どおり事業を実施した。
令和２年度までの大会の継
続

スポーツ交流
課

42
市内の高校野球チーム（17校）を対
象とした大会を開催します。

大会の継続実施 1,097
17校によるﾄｰﾅﾒﾝﾄ戦の実施
（H30.10.20～11.4）

Ａ 目標どおり事業を実施した。

引続き市内大会を開催する
ことにより、準公式戦として選
手たちが試合経験を積む場
を提供し、一層の競技力向
上を図る。

スポーツ振興
課

エスパルスハロープ
ロジェクト事業

各種目別全国大
会出場選手補助
金

全国少年少女ス
ポーツチャンバラ選
手権大会in由比

全国少年少女草
サッカー大会の開
催

清水エスパルスホー
ムゲーム小中学生
招待事業

静岡市高等学校
野球大会

8
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No
再掲
か所

事　業　概　要 令和元年度末目標値
平成30年度

決算額（千円）
平成30年度

取組内容・成果
進捗
状況

評価 課題等 担当課

施策目標１「子どもの心身の健やかな育ちを支える環境づくり」　
基本施策２「子どもの健全育成促進と自立への支援」　

事　業　名

43

①ふれあい教室（小学１年・特別支
援学校等対象の動物とふれ合いを通
じて命の大切さを学ぶ教室）
②飼育体験学習の受入れ（主に中
学・高校・大学生の職業体験等）
③ツアーガイドの実施（小学・中学・
高校生を対象にした園内ツアーガイ
ド）
④出張動物園ガイド／講演（飼育担
当者が学校を訪問し講演）
⑤校外学習の受入れ（学校の授業
の一環として質問への対応等）

①25回
②50人受入
③30回
④10回
⑤20回

―
（事業毎の予算措置なし）

①111回
②34人
③30回
④21回
⑤13回

Ａ 目標どおり事業を実施した。

毎年、実施している事業であ
るが、時代のニーズや学校の
要望等を踏まえ、事業内容
の効率化、適正化を進める。

日本平動物
園

44

体験活動を通じ、動物について学び
ます。
（1年、2、3年、4～6年の3クラスを各2
回）
実施時期：8月上旬

1年生：60人
2，3年生：80人
4～6年生：48人

26
１年生：30人
2，3年生：74人
4～6年生：75人

Ａ 目標どおり事業を実施した。 （特になし）
日本平動物
園

45
園内で動物を描いた絵を提出（参
加）してもらい、審査・表彰等を行いま
す。実施時期:9～10月

参加者：450名 64 参加者：217人 Ｃ
参加者数が見込みを下回っ
た。

天候に左右される事業のた
め、やむを得ない部分はある
が、参加者増に向けた広報
等情報発信を強化する。

日本平動物
園

46

子どもが環境を大切にする意識を持
ち、環境にやさしい暮し方を実践して
いくため、「こどもエコクラブ」に登録する
と、環境情報や取り組みやすい環境
活動、他団体の様子などの情報が提
供されます。

参加者数　500人
参加団体　5団体

―
参加者数：419人
参加団体：5団体

Ａ 目標どおり事業を実施した。
事業の周知による参加者の
増加。

環境創造課

47
環境テーマ別にハンドブックを作成し、
小学校に配布します。

毎年度、市内全小学校４年
生に配布。

556
改訂：1冊(10,000部)
市内全小学校４年生に配布

Ａ 目標どおり事業を実施した。
小学校等で活用が期待でき
るテーマの選定。

環境創造課

48

東海大学との協働事業で、浄化セン
ターの活性汚泥中の微生物や海中プ
ランクトンを顕微鏡で観察し、家庭か
らの排水が河川から海へと流れる過
程で、これら生物が果たしている役割
を学習します。

毎年度１回開催
子ども　15人参加

76
１回開催
参加者数(子ども)：17人

Ａ 目標どおり事業を実施した。
学習の目的を明確化し、環
境保全意識の醸成に繋げ
る。

環境創造課

49

小学生以上を対象として、身近な河
川の水質を調査するためにＣＯＤパッ
クテストと水生指標生物を用いた調
査を実施し、水辺環境について考え
ます。

毎年度　参加者（延べ人数
800人）
参加団体　15団体

103
参加者数：925人
参加団体：26団体

Ａ 目標どおり事業を実施した。
積極的な広報を行い、参加
団体数を増やす。

環境創造課

こどもエコクラブ

環境学習ハンドブッ
ク作成事業

サマースクール

写生大会

学校対応事業

プランクトン観察会
の開催

水のおまわりさん事
業

9
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No
再掲
か所

事　業　概　要 令和元年度末目標値
平成30年度

決算額（千円）
平成30年度

取組内容・成果
進捗
状況

評価 課題等 担当課

施策目標１「子どもの心身の健やかな育ちを支える環境づくり」　
基本施策２「子どもの健全育成促進と自立への支援」　

事　業　名

50

静岡科学館る・く・るで主に小中学生
を対象として、科学に興味を抱くような
実験を体験してもらいます（環境・食
品・微生物の分野から実施可能な講
座を開催）。

青少年のための科学の祭典
へ出展
参加人数 200人

117
平成30年8月12日出展
参加人数255人

Ａ

目標を大きく上回る人数の子
どもたちに科学に興味を抱か
せる体験をさせることができ
た。

今後も多くの子どもたちに科
学の不思議さ、楽しさを実感
してもらうことのできるテーマを
設定の上、引き続き実施して
いく。

環境保健研
究所

51

静岡市社会福祉協議会が行う、「学
校における福祉教育支援事業」に対
し、補助金を交付し,福祉講演会や
高齢者・障がいのある人との交流活
動など幅広く福祉教育学習の機会を
提供することで、児童生徒が実践を
通して社会福祉への理解と関心を高
め、社会連帯の精神を養います。

対象校の完全実施
―

（132,996の一部）

福祉教育実践校事業は平
成29年度で終了し、福祉教
育支援事業に移行した。福
祉教育支援事業は64校で
実施。

Ａ

適切に補助金を交付し、予
定りの事業が履行されたこと
で学校における福祉教育が
推進された。

（特になし） 福祉総務課

52
自治会や町内会が管理運営している
児童遊び場の整備や遊具等の新
設・修繕などへの補助を行います。

遊具修繕等実施（補助）件
数
年間　10件

936
遊具修繕等実施（補助）件
数　10件

Ａ 目標どおり事業を実施した。

自治会(町内会)に対し、定
期的に点検を実施し、その結
果に基づき計画的に修繕等
を促す。

子ども未来課

53
３９歳までの子ども・若者に係る相談
に応じ、必要な助言、情報提供等を
行います。

相談者数　500人
相談件数　7,000件
相談対象者（子ども・若者）
の状態の改善率　65％

2,450

相談者数　501人
相談回数　6,930回
相談対象者（子ども・若者）
の状態の改善率　70.5％

Ａ

不登校等学校生活に関する
相談が多い中、所属校や関
係機関を中心とした連携を積
極的に行うなどの取組を行っ
た。

相談内容が貧困等の家庭環
境における問題や本人自身
の発達障害、精神障害の問
題もあり、対応に苦慮する
ケースが増えている。

青少年育成
課

54

ひきこもりに特化した相談窓口を設
け、ひきこもり当事者及びその家族等
からの相談に応じ、必要な助言、情
報提供等を行うとともに、関係機関と
連携を図り、早期回復に向けた取組
を行います。

ひきこもり改善率50%以上 23,879
相談者数　234人
相談回数　1,469回
ひきこもりの改善率　64.1％

Ａ

改善率の目標値は達成でき
たものの、潜在的な相談ニー
ズや困難ケースの対応など、
ひきこもり対策全体としてはま
だ課題も多いため。

潜在的な相談ニーズに対応
するため、地域と連携して相
談の掘り起こしを図る。また、
相談増や困難ケースの対応
に向け、ひきこもりサポーター
の養成等相談体制の強化を
図るとともに、他機関との連
携を深め、一体となって取り
組んでいく。

青少年育成
課

子ども・若者相談
の実施

「夏休み講座」の
開催

福祉教育事業

児童遊び場整備
への補助

ひきこもり対策推
進事業

10
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No
再掲
か所

事　業　概　要 令和元年度末目標値
平成30年度

決算額（千円）
平成30年度

取組内容・成果
進捗
状況

評価 課題等 担当課

施策目標１「子どもの心身の健やかな育ちを支える環境づくり」　
基本施策２「子どもの健全育成促進と自立への支援」　

事　業　名

55

関係機関・団体から推薦された補導
委員・青少年補導員による補導活動
や書店・カラオケ店等の実態調査活
動を実施します。

補導実施回数　1,460回
環境調査実施店舗数　560
店舗

6,656
補導実施回数　1,348回
環境調査実施店舗数　550
店舗

Ａ

環境実態調査の結果、95％
以上の店舗が県条例を遵守
していた。補導活動は、青少
年の実態に合わせて巡回コー
スを変更した。

補導委員の青少年に対する
声かけの技術向上を図る。

青少年育成
課

56

自然体験活動、地域体験活動を通
して健全な青少年を育成し、また地
域のリーダーを養成することを目的とし
た少年教室や少年いかだまつり事業
への支援を行います。

加入者数470名 1,972

加入者数　342名
12地区少年教室運営委員
会が自然体験学習を実施。

第34回少年いかだまつりを開
催。

Ｂ

各教室ごと特色のある活動を
実施し、子どもたちの集団活
動における協調性や仲間と
学ぶ大切さを体験させること
ができた。

子どもの数が減少している地
区が多いため、団体の活動
周知や広報の強化による参
加者数の増加を図る必要が
ある。

青少年育成
課

57

青少年に国際交流の機会を提供す
ることで、外国人との相互理解と友好
を深め、広い国際的視野と国際協調
の精神を養います。

参加者満足度80%以上 72

静岡市国際交流協会と共催
で、市内中高生を対象にベト
ナムの言葉や食文化について
学ぶ機会を設けた。
・参加者18名
・参加者満足度100%

Ａ

ベトナム人留学生・主婦との
交流や食文化体験等を通じ
て、参加者のベトナムへの理
解や興味関心を深めることが
できた。

来静する海外の青少年団体
や人数が年によって異なるた
め、事業内容の見通しが立ち
にくい。

青少年育成
課

58

小学生を中心とした子ども（未就学
児童から中高校生まで）を対象に、仕
事とものづくりの体験の場を提供し、こ
れからの時代に求められるこどもたちの
創造力（将来を描く力、社会とかかわ
る力、挑戦する力）を育成します。

利用者数10万人／年 86,207の一部
・体験講座開講248講座
・利用者満足度97.4%
・利用者数　112,435人／年

Ａ
利用者数が目標値を超える
など、期待以上の成果を得ら
れている。

仕事やものづくり体験の場の
提供のため、更なる新規協
力企業募集の周知に努める
必要がある。

産業政策課

59

市内の高校、大学及び専門学校の
学生を対象に、中小企業診断士等
の専門家を活用し、「起業・創業の仕
方（ビジネスプランの作成方法等）」な
ど、起業・創業に関する実践的な支
援を実施します。

市内の高校、大学及び専門
学校累計35校／5か年

69,354の一部

・市内の高校　　　５校
・市内の大学　　　４校
・市内の専門学校　１校
・累計37校／H27～30

Ａ
目標値を上回る件数を実施
しており、期待以上の成果が
得られている。

派遣する専門家によって、講
座内容に差が生じていること
から、テキストの標準化等の
対応が必要である。

産業政策課

少年教室の開催へ
の助成、運営支援

青少年国際親善
交流事業

こどもクリエイティブ
タウンま・あ・る運営
事業

青少年育成セン
ターの運営

大学等起業家育
成支援事業

11
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No
再掲
か所

事　業　概　要 令和元年度末目標値
平成30年度

決算額（千円）
平成30年度

取組内容・成果
進捗
状況

評価 課題等 担当課

施策目標１「子どもの心身の健やかな育ちを支える環境づくり」　
基本施策２「子どもの健全育成促進と自立への支援」　

事　業　名

60

高校生が希望する職業（職種）に関
連した事業所等で就業体験を行い、
働くことの意味や実態を把握すること
で、より高い職業意識や職業観を身
につけるインターンシップ事業を推進
し、進路選択や就職活動等の円滑
化を図ります。

参加学生満足度70％以上
6,277

（複数業務を一括で委託）

参加生徒の満足度　96.3％

（インターンシップのコーディ
ネート、事前事後学習の実
施　４校、210名）

Ａ
目標値を上回る満足度を得
られた。

高校生のキャリア形成を支援
する内容とすべく、30年度から
高校生向けキャリア形成支援
事業に統合。

商業労政課

61

就職を希望する生徒を対象に、多業
種の市内企業が業務内容を説明す
ることで、高校生の就業意識の醸成
を図ります。

参加者400名（高校生）
企業数25社

―

参加生徒　687名
参加企業　48社
(参加学生満足度90.0％、
参加企業満足度67.4％)

Ａ
参加者数、参加企業数とも
に目標値を上回った。

参加する高校生にとってより
充実した内容とするとともに、
参加企業の満足度を高め
る。

商業労政課

62

清水港の重要性や役割、取扱統計
等の具体的な講義、臨港地区や海
上からの見学を通じ、次代を担う子ど
もたちの“港”に対する理解を深めま
す。（年齢制限は定めていないが、特
に小学校３，５年生の参加が顕著）

34回開催
参加人数3,100人

151
小学校
38回開催
参加人数 3,690人

Ａ
今年度の目標値を上回る見
学会の実施ができた。

参加校増加に向けての呼び
かけをしていく。また、国や県と
調整しながら広報冊子の改
定・充実を図る。

海洋文化都
市推進本部

63

アグリチャレンジパーク蒲原の農業体
験ほ場で、収穫体験などの農業体験
教室を実施することで、農業への理
解・関心を深めます。

収穫体験等参加300組/年 5,178
苗植え・収穫体験参加
101組/年

Ｃ

例年苗植えと収穫を各１回
実施していたが、平成30年度
は、収穫体験を１回増やし、
計３回実施した。

募集に対して、申込が少ない
ため、周知方法等を検討す
る。

農業政策課

64
①地引網漁体験（三保松原海岸）
②しらす漁見学（清水港）

166組500人参加を目標とす
る

500
①地引網漁体験　中止
②しらす漁見学　85組265人

Ｂ

地引網体験は講師の都合に
より中止となったが、しらす漁
見学については予定どおり実
施した。

（特になし） 水産漁港課

65

蒲原中学校生徒（例年１・３年生）を
対象に、地元の一大産業である桜え
び漁漁船に乗船し、桜えび漁の見
学・体験を行います。

毎年80人参加を目標とする （H27で終了）
　　　　　（H27で終了）
※「しずまえ漁業見学ツアー」
事業に統合。

（H27で終
了）

（H27で終了） （H27で終了） 水産漁港課

アグリチャレンジパー
ク蒲原農業体験
講座

清水お魚ふれあい
事業

高校生企業ガイダ
ンスの開催

清水港見学会

ジュニアインターン
シップ推進事業
（H30終了）

蒲原中学校漁業
体験学習（H27終
了）

12
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No
再掲
か所

事　業　概　要 令和元年度末目標値
平成30年度

決算額（千円）
平成30年度

取組内容・成果
進捗
状況

評価 課題等 担当課

施策目標１「子どもの心身の健やかな育ちを支える環境づくり」　
基本施策２「子どもの健全育成促進と自立への支援」　

事　業　名

66

市内で行われる漁業や競りの様子、
水産物加工工場の見学等を通して、
地元の産業である水産業の現場に
触れ、魚や魚食を身近に感じてもらう
ためのツアーを行います。（H29事業概
要見直し）

15組30人参加を目標とする
（H29目標値見直し）

222
しずまえマグロ丸ごと体験ツ
アー　19組38人

Ａ

冷凍マグロの水揚げ、冷凍倉
庫、加工の現場など、普段な
かなか体験することができない
現場を見学することができた。

（特になし） 水産漁港課

67

しずまえの魚の知識や料理法などを
新聞形式にし、市内小学生に配付し
て、しずまえのＰＲを行うとともに、魚の
知識や関心を高めていきます。

市内小学生35,000人に配布 382 全小中学生47,859人に配付 Ａ
全ての小中学生に配布する
ことができた。

（特になし） 水産漁港課

68
夏休み期間（8月）の消防署見学等
を通して、消防の仕事を学ぶとともに、
火災予防教育を実施します。

開催回数　延べ11回
参加人数　250人

32
開催回数　延べ11回
参加人数　347人

Ａ

市内の消防署において、それ
ぞれの消防体験を実施し、消
防の仕事や火災予防教育へ
の理解促進に寄与した。

ノベルティの充実。 予防課

69

子どもを対象とした火災予防に対する
普及啓発イベント（防火ポスター展、
年末夜回り、消防フェア、救急フェア）
を、関係機関協力のもと、各地に出
向いて実施します。

開催日数　５日間
参加人数　延べ1,500人

33
開催回数　５回
参加人数　合計1,135人

Ｂ

事業：消防フェア、救急フェ
ア、防火ポスター展示会等
市内各地において、関係機
関とともに事業を実施すること
ができた。

普及啓発事業をともに実施
する関係機関の拡大増加。

予防課

70

毎年度、市内の小中学校の１学年を
対象に学校教育における救命講習を
実施することで命の大切さを学ぶ環
境を醸成します。（H29事業概要見
直し）

全中学校での実施体制の構
築
市内中学校（公・私）53校

8,987

市内全公立小中学校におい
て児童生徒11,205人救命講
習受講

講師にあっては、消防職員

Ａ

学校教育救命講習受講者
数の増加
平成29年度　11,204人
平成30年度　11,205人
静岡市内小学校84校、（公
私）中学校44校で実施。

・救命講習への派遣講師（職
員）の確保。
・私立中学校の生徒に向け
た講習の増加。

救急課

71

認定こども園等の園児と小学生を対
象に、消防署を見学し、119番通報
から消防自動車や救急車の出動の
あらましや消防署の仕事などを見学し
ます。

消防署の見学希望を100％
受け入れる。（消防署の災害
出動及び訓練等業務上支
障のない範囲）

―
見学実施回数　65回
見学人数　 3,961人

Ａ
単年度で完結する事業で、
見学の希望を100％受け入
れた。

・昨年と比較すると見学者数
は減少しているものの、受け
入れ件数はほぼ変わっていな
い。
・予定の調整で、相手方に迷
惑をかけないよう、時期をずら
すなど、対応を考えたい。

各消防署

72

消防業務の役割や使命等について
理解を深め、思春期を迎えた中学生
に対し働くことの大切さや将来の自分
を考えるため、中学生を対象とした職
場（消防署）体験学習を実施します。

体験学習の希望を100％受
け入れる。
（消防署の災害出動及び訓
練等業務上支障のない範
囲）

―
体験学習実施回数　18回
参加人数　　96人

Ａ
単年度で完結する事業で、
職場体験学習の参加依頼を
100％受け入れた。

同時期に希望日が重なり、
多人数の受け入れとなった。
学校の予定に沿うよう努力し
ているが、今後は時期をずら
してもらわなくてはならないと思
われる。

各消防署

応急手当普及啓
発活動の促進

消防署の見学

夏休み子ども消防
教室の開催

子ども対象火災予
防普及啓発事業

しずまえ漁業見学
ツアー

しずまえ新聞作成

職場（消防署）体
験学習の実施

13
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No
再掲
か所

事　業　概　要 令和元年度末目標値
平成30年度

決算額（千円）
平成30年度

取組内容・成果
進捗
状況

評価 課題等 担当課

施策目標１「子どもの心身の健やかな育ちを支える環境づくり」　
基本施策２「子どもの健全育成促進と自立への支援」　

事　業　名

73

多くの市民に子どもの読書活動への
関心と理解を深めてもらうため、4月23
日の「子ども読書の日」に合わせて、
各図書館でイベントを実施します。

市内全図書館でイベントを実
施

68
全12館で開催し、370人が参
加した。

Ａ
各館で工夫を凝らし、お話会
や講座などを企画・実施し
た。

図書館資料の利用につなが
るような内容のイベントを企画
する。

中央図書館

74

読書の喜びを子どもたちと分かち合う
ことを目的に、「静岡子どもの本を読
む会」と共催して、企画・運営している
講座で、子どもに関する各分野から、
作家、画家又は翻訳家等を講師とし
て招いて開催します。

夏の講座を開催 50

講師：小西英子氏（絵本作
家）ほか、3月末までに８回実
施し、延べ920人が参加し
た。
夏の子ども向け科学講座に
は、51人が参加した。

Ａ

著名な講師の講演を聴けた
と、大変好評だった。
夏の子ども向け講座は、変形
菌をテーマにして開催し、こち
らも好評だった。

講座に関連する資料を展示
し、子どもの本に対する興味
の幅を広げる。

中央図書館

242
若者の社会参画を促すことで、自己
有用感及び地域への愛着を高めま
す。

自己有用感を持った子ども・
若者の割合57%以上（H30）

764

高校生まちづくりスクールの開
催
・講座開催回数７回
・参加者27名

Ａ

同年代との意見交換や様々
な市民団体等との関わりを通
じて、参加者の自己有用感と
本市への期待感が高まった。

参加者のモチベーションの維
持を図るため、活動期間を短
縮する。

青少年育成
課

246

通常のコンサートでは入場ができない
未就学児とその保護者を対象にした
クラシックコンサートを開催し、子育て
中の親子が気軽に音楽を楽しむこと
ができる機会を提供します。

年間実施回数：４回
―

（34,700の一部）
年間実施回数：４回
応募者数：7,982人

Ａ
目標を大幅に上回る集客が
図られ、目標以上の成果が
あがっている。

クラシック音楽に偏らず、親子
で楽しめる音楽を引き続き提
供する。

まちは劇場推
進課

247

日本の伝統文化である茶道と、能、
落語などの伝統芸能を、小学生とそ
の保護者がワークショップ形式で体験
します。

参加者数　190人 26,566の一部
開催日：H30.8.4～5
内容：煎茶、抹茶、木遣
参加人数：190人

Ａ

定員200人中、当日の参加
人数は190人であり、平成30
年度目標値である186人を超
えた。

当日キャンセルを考慮し、「50
人クラス×４回」の実施方法
の見直しを検討する。

文化振興課

258

①市内小学校に通う児童を対象に
静岡市を代表する地場産業であるプ
ラモデルをテーマに出前授業（座学+
工作体験）を行います。
②「静岡ホビーショー」の小中高校生
招待日において、市内小学校に通う
児童の参加について支援します。（平
成31年度から実施）

①参加者数　600人
②参加者数　2,000人

929
①年間実施回数：９回
　参加人数：６００人
②（H31新規）

Ａ

本市の重要な地域資源であ
る「プラモデル産業」について、
市内小学校で座学及びプラ
モデル工作体験教室を実施
することを通じて、子どもたち
の本市を誇りに思う心と「もの
づくり」の楽しさや面白さへの
気づきを醸成することができ
た。

・大学、プラモデルメーカー、
小学校のスケジュール調整の
円滑化
・児童数の大きな学校で実
施する際の作業補助者の確
保

産業振興課
ものづくり教育推進
事業（H30新規）

「まちは劇場」プロ
ジェクト　親子コン
サート（H28新規）

伝統文化ワーク
ショップ事業

わかもののまち推進
事業（H28新規）

子どもの本を学ぶ
講座の開催

「子ども読書の日」
イベントの開催

14
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No
再掲
か所

事　業　概　要 令和元年度末目標値
平成30年度

決算額（千円）
平成30年度

取組内容・成果
進捗
状況

評価 課題等 担当課

施策目標１「子どもの心身の健やかな育ちを支える環境づくり」　
基本施策２「子どもの健全育成促進と自立への支援」　

事　業　名

259

市内小学校等において、森林整備・
製材業・建築業に携わる現場の人を
講師に招き、それぞれの業種について
講義を行う。また、適宜ＩＣＴを用いた
授業を行うことにより、教室にいながら
現場の臨場感を伝えられる体感型の
授業を実施する。

教室開催　10回 （H31新規） （H31新規）
（H31新

規）
（H31新規） （H31新規）

中山間地振
興課

260

次世代エネルギーパークだけでなく、
市内観光スポットも併せてバスで巡る
ことで、周辺観光と「自然」と「文化」
に触れながら、地球温暖化と再生可
能エネルギーについて学習します。

年間３回開催
参加者数（年間合計)：120
人

333
３回開催
参加者数（親子)：113名

Ａ 目標どおり事業を実施した。

これまで、葵区中心部、駿河
区、清水区をツアーのコースに
設定していたため、井川地区
の次世代エネルギー関連施
設の啓発ができていない。

環境創造課

261
水素エネルギーの普及啓発のため、
若年層を対象に静岡科学館る・く・る
でのテーブルサイエンスを実施します。

1日４回、４日開催
参加者数：600人（各回30
名）

737
1日４回、４日開催
参加者数：600人

Ａ 目標どおり事業を実施した。
来場者数を増加するため、地
域行事実施時期を避けた日
時設定を行う必要がある。

環境創造課

262
市内小学校での水素エネルギーの普
及啓発をテーマとした出前授業を実
施します。

市内小学校10校程度での実
施。

238 市内小中学校10校21回 Ａ 目標どおり事業を実施した。
授業で教わる前の内容が含
まれるため、内容について検
討する必要がある。

環境創造課

263

清流の魅力を身近に感じ、環境への
関心を高めてもらうため、小学生の親
子を対象に、ホタルの生態や生育環
境について学ぶ観察会を開催する。

２回開催
参加者数(親子)：80人（各回
40人）

23
１回開催
参加者数(親子)：36人

Ａ 目標どおり事業を実施した。
積極的な広報を行い、参加
者数を増やす。

環境創造課

264

市内の高校生を対象に、地域社会
で働く社会人との交流等を通じて、主
体性やコミュニケーション能力を養うと
ともに、地元企業の理解を促し、今後
の進路決定（キャリア・ビジョン）に向け
た一助とします。

「将来の選択肢が広がった」と
回答した生徒の割合90％以
上

5,000

延べ参加校　10校

将来の選択肢が広がったと回
答した生徒の割合　94.25%

Ａ
目標値を上回る回答結果の
数値が得られた。

高校生にとってより充実した
内容、スムーズな運営を目指
すとともに、進学校の開拓を
行う。

商業労政課

次世代エネルギー
パーク見学ツアー
（H30新規）

静岡科学館る・く・
るでのテーブルサイ
エンスの実施（H30
新規）

小学校での水素エ
ネルギー出前授業
の実施（H30新規）

ホタル観察会の開
催（H30新規）

高校生向けキャリア
形成支援事業
（H30新規）

オクシズの森林体
感！事業（H31新
規）

15
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No
再掲
か所

事　業　概　要 令和元年度末目標値
平成30年度

決算額（千円）
平成30年度

取組内容・成果
進捗
状況

評価 課題等 担当課

75 1-5

要保護児童の早期発見や適切な保
護を図るため、関係機関が子どもやそ
の保護者に関する情報交換や考え
方を共有するとともに、関係機関の支
援内容や役割分担などの協議を行
います。

代表者会議　１回
実務者会議　45回
提示ｹｰｽ　　 450件
個別ケース検討会議（随時）

320

代表者会議　１回
実務者会議　45回
提示ケース   368件
個別ケース検討会議　22
ケース

A

目標どおり代表者会議等を
実施し、要保護児童等の早
期発見や適切な保護等を実
施した。

関係各課との一層の連携に
より、要保護児童等の早期
の状況把握と支援体制の確
立に努めていく。

子ども家庭課

76
1-5
3-2

児童相談所
子ども家庭課

77
1-4
1-5
3-2

児童相談所の
運営

児童相談所において、家庭や地域、
その他機関等から、子どもに関する
様々な相談に応じるとともに、子ども
が抱える問題や環境を的確に捉え、
社会的養護が必要であると判断した
場合、対象となる子どもに対して措置
を行うなど、必要に応じた対応を行い
ます。また、児童相談所職員の資質
向上を図るため、アドバイザー等を活
用し、人材育成に取り組みます。

「子どもの最善の利益」のため
に相談内容に応じた診断及
び指導等の100％実施
児童虐待を疑われる場合の
48 時 間 以 内 の 安 否 確 認
100％実施
社会的養護の充実及び整
備を行い里親委託率50％以
上

47,921

①診断、指導
　　　　　随時実施
②48時間以内の安否確認
　　　　　100％実施
③里親委託率
　　　　　48.2%

A

虐待に関するものを含め、児
童に関する様々な相談に対
して適切に対応し、また一時
保護が必要な児童を適切に
一時保護所へ入所させること
ができた。

児童虐待相談対応件数は
年々増加している上に、複
雑・困難なケースも多く、取り
巻く環境は厳しさを増してい
る。このような中、相談対応を
行う職員、児童心理司、児
童福祉司には高度な専門性
と経験が求められている。
職員の資質向上及び専門
性の確保のため、年齢や職
位に応じた計画的研修の実
施や、嘱託医、弁護士、アド
バイザー等の専門家の活用
により、効率的な知識・経験
の蓄積を図る。

児童相談所

78
1-5
3-２

家庭児童相談
室の運営

各区福祉事務所に家庭児童相談
室を設置し、子どもに関する様々な
問題について、子ども、家庭又は地
域住民などからの相談に応じ、必要
な助言を行います。

市内３か所で、子どもに関す
る様々な相談に応じる。
相談受付件数1,500件

469

市内３か所で、子どもに関す
る様々な相談に応じた。
成果
相談受付件数2,162件

A 目標どおり事業を実施した。 関係各課との連携強化。 子ども家庭課

79 1-5

保護者の不在や虐待等により、家庭
で養育できない子どもをできる限り家
庭的な環境で養育できるよう、里親
への委託を推進するため、里親家庭
支援センターと連携し、新規里親の
開拓、マッチング、相談支援などを行
います。

里親委託率50%以上（全国
第一位の達成）
里子の心身の発達等に関す
る評価の実施100％

19,015

①里親委託率
　　　　　48.5%
②里親家庭の里子に対し心
理司によるスクリーニングを実
施

A

平成30年度末時点における
里親委託率は、成果指標目
標値の96.4%に達している。
また、平成30年度末時点に
おける里親委託率は48.5%で
あり、昨年度末の44.2％と比
べて4.3％の上昇となった。

社会的養護が必要な児童の
数に対して、依然として里親
数は不足しており、年齢等
様々な要件に対応できる里
親の登録数を増加させるた
め、今後も継続して市民の理
解を求めていく必要がある。
このため、里親制度の普及啓
発活動に関して、NPO法人
（静岡市里親家庭支援セン
ター）との協働により、新たな
啓発先の開拓、より効率的
な普及啓発活動の取組みの
実施に関する検討を行う。

児童相談所
里親委託と里親
支援

児童相談体制（児
童相談所、家庭
児童相談室等）の
確保

施策目標１「子どもの心身の健やかな育ちを支える環境づくり」　
基本施策３「虐待を受けている児童など配慮を必要とする子どもとその家庭への支援」

事　業　名

重点事業

要保護児童対策
地域協議会の運
営

児童相談所及び各区福祉事務所に設置している家庭児童相談室において、家庭、地域、関係機関等から子どもに関する様々な相談に応じるとともに子どもが抱える問題や環境を的確に捉え、適切な
支援を実施します。そのための人材育成や体制の確保に取り組みます。

16
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No
再掲
か所

事　業　概　要 令和元年度末目標値
平成30年度

決算額（千円）
平成30年度

取組内容・成果
進捗
状況

評価 課題等 担当課

施策目標１「子どもの心身の健やかな育ちを支える環境づくり」　
基本施策３「虐待を受けている児童など配慮を必要とする子どもとその家庭への支援」

事　業　名

80 1-5

児童養護施設に入所措置又は里親
に委託措置をされた子どもの大学等
への進学に必要な学費、教科書代
等や就労等の自立に際しての住居の
借上げ、運転免許の取得等に必要
な経費を助成します。

対象児童への支援実施率
100%
措置児童高校卒業後の進
路決定率100%

8,351

①支援実施件数
　ア　運転免許取得：３名
　イ　地域活動参加：56名
　ウ　自立支援準備金等利
用：９名
  エ　四年制大学等進学助
成：１名

②児童養護施設入所児童
等の大学等進学者、新規就
職者
　ア　就職：３名
　イ　進学：６名

③生活相談支援員の配置：
１件

A

児童養護施設へ入所または
里親に委託措置された中学
卒業児童の高校進学率は
100％で全員、進路を決定で
きている。
また、児童養護施設に入所
または里親に委託措置された
高校卒業児童の内、１名が
体調不良により就労が延期
になり、進路決定率は80％と
なった。しかし全員の進路の
方向性は確定することができ
た。

児童養護施設に入所してい
る児童のうち、被虐待児や発
達障害児等については、児
童の自立のため、専門的な
心理ケア及び心理学的見地
からの学習支援を充実させる
必要がある。
このため、施設心理担当職
員を加配することで、専門的
な支援が必要な児童の自立
促進を図る。

児童相談所

81
1-5
3-3

児童養護施設や母子生活支援施
設の小中学生を対象として学習ボラ
ンティア等を派遣し学習を支援すると
ともに、児童養護施設の高校生を対
象として学習塾の費用を助成します。

各施設内での学習支援の開
催回数　年50回

（H29で終了）

（H29で終了）
※児童入所施設措置費に
組込まれたため、施設側にて

継続実施

（H29で終
了）

（H29で終了） （H29で終了）
子ども家庭課
児童相談所

82

児童養護施設の小規模ユニット化、
地域分散化等の家庭的養護推進の
ために、施設従事職員の対応能力の
向上等のため研修を実施します。

研修会等開催件数　年３回 （H27で終了）
（H27で終了）

※施設側にて継続実施
（H27で終

了）
（H27で終了） （H27で終了） 子ども家庭課

83
配偶者からの暴力被害者等の保護
を要する女性について、その相談に応
じ必要な助言、指導を行います。

女性相談900 件 296 相談件数　1,190件 A
平成27年７月に配偶者暴力
相談支援センター事業を開
始し、適切に対応している。

配偶者暴力被害者等、多
岐に渡る相談に対しての適
切な支援。

福祉総務課

84

Ｊリーグ清水エスパルスとの連携によ
り、選手を活用した啓発動画の放映
や、啓発リーフレットなどの配付などで
児童虐待防止啓発活動を実施し、
児童虐待防止の早期発見・未然防
止への機運を高めます。

児童相談所全国共通ダイヤ
ルの認知度75%以上（継続
実施）

1,149

清水エスパルスとの協働事業
（イベントの開催、啓発グッズ
の制作・配付等）の実施、オ
レンジリボンライトアップ、横断
幕・懸垂幕の掲出、広報紙
へ掲載、ラジオによる周知、
県事業(オレンジリボンたすきリ
レー等)の共催実施。

A 目標どおり事業を実施した。
より効果的な啓発方法の検
討。

子ども家庭課

要保護児童への
自立支援

児童養護施設、
母子生活支援施
設の子どもへの学
習支援（H29終
了）

児童養護施設に
おける家庭的養護
の推進（H27終了）

関連事業

婦人保護事業

児童虐待防止「オ
レンジリボンキャン
ペーン」の実施
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No
再掲
か所

事　業　概　要 令和元年度末目標値
平成30年度

決算額（千円）
平成30年度

取組内容・成果
進捗
状況

評価 課題等 担当課

85

障がい児に対する療育指導及び親へ
の療育相談等を実施する静岡市心
身障害児福祉センター「いこいの家」
を運営します。

利用者アンケートの満足度
80％以上

170,652

■通園事業、親子教室、療
育相談等の実施
・通園事業　延通園人数
9,916人
・親子教室　延参加者数
1,639人
・療育相談　相談ケース　38
件
・障害児相談支援　1,874件

■利用者アンケートで「満
足」または肯定的意見と回答
した利用者の割合：82.3％

Ａ
利用者へ適切なサービスを提
供した。

施設の適切な運営やあり方
を検討する。

障害福祉企
画課（障害者
福祉課）

86

障がい児に対し、日常生活における
基本的な動作の指導、知識技能の
付与、集団生活への適応訓練などの
療育を行うとともに、障がい児の家族
に対して支援を行います。

3,075人日/月
※実人数273人/月

436,286
3,214人日/月
※実人数330人/月

Ａ
適正なサービスの提供、およ
び事業の実施をした。

法改正に対応した適正な
サービス提供に努める。

障害者支援
推進課（障害
者福祉課）

87

学校通学中の障がい児に対して、放
課後や夏休み等の長期休暇中にお
いて、生活能力向上のための訓練等
を継続的に提供することにより、障が
い児の自立を促進するとともに、放課
後等の居場所を提供します。

8,525人日/月
※実人数872人/月

1,903,452
16,514人日/月
※実人数1,307人/月

Ａ
適正なサービスの提供、およ
び事業の実施をした。

法改正に対応した適正な
サービス提供に努める。

障害者支援
推進課（障害
者福祉課）

88

障害者総合支援法に基づき、障がい
者が自立した日常生活又は社会生
活を営むことができることを目的に、障
害福祉サービスの利用に係る給付費
を支給します。

居宅介護　延べ9,953人
同行援護　延べ1,988人
行動援護　延べ257人
短期入所　延べ3,295人
（注）障がい者と障がい児を
合わせた数

1,119,238

居宅介護　延べ10,770人
同行援護　延べ1,747人
行動援護　延べ144人
短期入所　延べ3,877人
（注）障がい者と障がい児を
合わせた数

Ａ
適正なサービスの提供、およ
び事業の実施をした。

法改正に対応した適正な
サービス提供に努める。

障害者支援
推進課（障害
者福祉課）

施策目標１「子どもの心身の健やかな育ちを支える環境づくり」　
基本施策４「発達の遅れや障がいのある子どもとその家庭への支援」　　※「静岡市障がい者計画」に沿って取組を進めます。

重点事業

事　業　名

児童発達支援セン
ターの運営

児童発達支援事業

放課後等デイサービス

自立支援給付事業

18
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No
再掲
か所

事　業　概　要 令和元年度末目標値
平成30年度

決算額（千円）
平成30年度

取組内容・成果
進捗
状況

評価 課題等 担当課

施策目標１「子どもの心身の健やかな育ちを支える環境づくり」　
基本施策４「発達の遅れや障がいのある子どもとその家庭への支援」　　※「静岡市障がい者計画」に沿って取組を進めます。

事　業　名

89

障がいのある子ども及び保護者に対
し、通園の場を設けて適切な療育、
訓練や指導などを実施する「静岡市
清水うみのこセンター」を運営します。

利用者アンケートの満足度
80％以上

41,609

■療育訓練、療育相談、母
子指導等の実施
・療育訓練　延利用者数
2,887人
・療育相談　延利用者数
2,357人
・交流保育　延利用者数
170人
・特別指導　延利用者数
49人
・訪問指導　延利用者数
194人

■（利用者アンケートで「満
足」または肯定的意見と回答
した利用者の割合：86.6％）

Ａ
利用者へ適切なサービスを提
供した。

施設の適切な運営やあり方
を検討する。

障害福祉企
画課（障害者
福祉課）

90

身体障害者手帳の交付対象となら
ない軽度・中等度難聴児に対し、補
聴器の購入費用の一部を助成しま
す。

助成者数　10人 504
助成者数13名（21台分）、イ
ヤーモールドのみでの交付を
実施した。

Ａ 目標どおり事業を実施した。
適性なサービス提供に努め
る。

障害者支援
推進課（障害
者福祉課）

91

20歳未満の重度の障がいのある人の
保護者に対し、子どもが障害を有す
ることにより発生する経済的負担の軽
減を図るため、手当を支給します。

該当者全てに支給 29,265 該当者全てに支給 Ａ 目標どおり事業を実施した。 (特になし）
障害者支援
推進課（障害
者福祉課）

92

障がいのある人の地域生活を支え、
健全な育成を図ることを目的に、子ど
もやその家族の必要に応じて放課後
対策レスパイト事業を実施する団体
に対し、補助金を交付します。

1団体 5,571
補助金交付団体　１団体
利用者数　　　　11人

Ａ
概ね目標どおり事業を実施し
た。

利用者が年々減少している。
障害福祉企
画課（障害者
福祉課）

93

20歳未満の重度の障がいのある人に
対し、障がいを有することにより発生す
る経済的負担の軽減を図るため、支
給します。

該当者全て 59,621 該当者全てに支給 Ａ 目標どおり事業を実施した。 (特になし）
障害者支援
推進課（障害
者福祉課）

94

障がい児施設で指導経験のある児
童指導員や保育士が、保育所などを
２週間に１回程度訪問し、障がい児
や保育所などのスタッフに対し、障が
い児が集団生活に適応するための専
門的な支援を行います。

16人日/月 703 6人日/月 Ｃ

昨年度に続き、事業所数は
１事業所で、市のセンター事
業の中で実施されているもの
であり、当面はこの状況が継
続する見込み。

同サービスの利用が低いた
め、今後、サービスの利用に
ついて保育所等を中心に周
知していく必要がある。

障害者支援
推進課（障害
者福祉課）

関連事業

母子療育訓練セン
ターの運営

軽度・中等度難聴児
補聴器購入費助成
事業

重度心身障害児扶
養手当及び特別児
童扶養手当の支給

障害児放課後対策
レスパイト事業

障害児福祉手当の
支給

保育所等訪問支援

19
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No
再掲
か所

事　業　概　要 令和元年度末目標値
平成30年度

決算額（千円）
平成30年度

取組内容・成果
進捗
状況

評価 課題等 担当課

施策目標１「子どもの心身の健やかな育ちを支える環境づくり」　
基本施策４「発達の遅れや障がいのある子どもとその家庭への支援」　　※「静岡市障がい者計画」に沿って取組を進めます。

事　業　名

95

障がいのある人の失われた機能を補
い、日常生活を円滑に過ごすために
適した用具の購入又は修理の費用を
助成します。

助成件数（見込）900件
（注）障がい者と障がい児を
合わせた数

102,280
助成件数877件
（内障がい児　152件）

Ａ 目標どおり事業を実施した。
借り受け制度開始に伴いどの
ような影響が出てくるか見えて
いない。

障害者支援
推進課（障害
者福祉課）

96

重度身体障害者の日常生活の便宜
を図るため、障がいの種類と程度に応
じて介護・訓練支援用具、自立生活
支援用具等の費用を助成します。

助成件数（見込）11,168件
（注）障がい者と障がい児を
合わせた数

195,582
日常生活用具の適正な支
給
(助成件数　8,440件）

Ａ
必要な人に必要な用具を支
給することができている。

各種団体から要望がある用
具に関し、必要性や助成額
等を検討する。

障害者支援
推進課（障害
者福祉課）

97

障がいのある人が住み慣れた住宅で
安心して健康的な生活ができるよう
住宅を改造する場合、補助金を交
付します。

助成件数5件
（注）障がい者と障がい児を
合わせた数

2,207
助成件数３件
（注）障がい者と障がい児を
合わせた数

Ｂ

要望や申請件数は多かった
ものの、精神障がい者等交
付基準に満たない申請者で
あったことから、交付決定件
数が目標値下回った。

身体障がい者が安心して暮
らすことができるよう、障害者
支援課や社会福祉協議会と
連携し、住宅改造について補
助金交付を行えるようにす
る。

障害者支援
推進課（障害
者福祉課）

98
障がいのある人の一時的な見守りそ
の他支援のため、日中の施設利用に
対する費用の一部を助成します。

事業所数　43か所
利用見込者数　延べ2,244
人
（注）障がい者と障がい児を
合わせた数

23,805
事業所数　31か所
利用者数　延べ1,605人

Ａ

目標人数は下回ったが、利
用を希望する方に、必要な
サービスを提供することができ
た。

事業の制度の周知が必要で
ある。

障害者支援
推進課（障害
者福祉課）

99

重度障がいのある人の移動手段を確
保するため、タクシー利用料金又は車
いす用タクシー利用料金の一部を助
成します。

交付見込者数
普通タクシー券3,530人
車いす用タクシー券215人
（注）障がい者と障がい児を
合わせた数

26,060

交付者数
普通タクシー券3,655人
車いす用タクシー券98人
（注）障がい者と障がい児を
合わせた数

Ａ 目標どおり事業を実施した。
タクシー券の正しい使用方法
の周知が必要である。

障害者支援
推進課（障害
者福祉課）

100

発達障がい者支援体制の実態を把
握した上で、今後の発達障がい者支
援の在り方を検討すること等により、
乳幼児から成人期までの一貫した支
援体制の整備を図るとともに、発達
障がいについての理解啓発を図りま
す。

発達障害者支援体制整備
検討委員会開催（2回）
巡回支援専門員の派遣
ペアレントメンターの活用
相談支援ファイル配布、活用
発達障害者支援実態調査
の実施

13,014

静岡市発達障害者支援地
域協議会を２回開催
巡回相談30か所以上
ペアレントメンター総認定数
累計59人
相談支援ファイル配布、活用
ペアレントプログラムの開催

Ａ 目標どおり事業を実施した。
乳幼児から成人期までの一
貫した支援体制の整備を図
る。

障害福祉企
画課（障害者
福祉課）

101

発達障がいのある人への支援を専門
に行う拠点として、発達障がいに関す
る各般の問題について本人又は家族
からの相談に応じ、適切な指導又は
助言を行うとともに、研修等を通して
関係機関等との連携を図ります。

相談支援　　　870件（延）
発達支援　　1,050件（延）
就労支援　　　100件（延）
関係機関への研修
　　　　4,000人（延べ参加人
数）
（注）障がい者と障がい児を
合わせた数

37,770

相談支援　　　663件（延）
発達支援　　2,503件（延）
就労支援　　　394件（延）
関係機関への研修
　　　　5,447人（延べ参加人
数）
（注）障がい者と障がい児を
合わせた数

Ａ
概ね目標どおり事業を実施し
た。

適切な事業の実施を検討す
る。

障害福祉企
画課（障害者
福祉課）

補装具支給事業

日常生活用具支給
事業

重度心身障害者住
宅改造費補助金

日中一時支援事業

障害者タクシー料金
助成事業

発達障害者支援体
制整備事業

発達障害者支援セン
ター運営事業

20
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No
再掲
か所

事　業　概　要 令和元年度末目標値
平成30年度

決算額（千円）
平成30年度

取組内容・成果
進捗
状況

評価 課題等 担当課

施策目標１「子どもの心身の健やかな育ちを支える環境づくり」　
基本施策４「発達の遅れや障がいのある子どもとその家庭への支援」　　※「静岡市障がい者計画」に沿って取組を進めます。

事　業　名

102

屋外での移動が困難な障がいのある
人に対し、個々の利用に合った計画
のもと、移動支援事業従事者の資格
を持つガイドヘルパーが外出のための
支援を行い、利用に対する費用の一
部を助成します。

事業所数　51か所
利用見込者数　延べ8,629
人
（注）障がい者と障がい児を
合わせた数

177,394
事業所数　51か所
利用者数　延べ8,943人

Ａ 目標どおり事業を実施した。
事業の制度の周知が必要で
ある。

障害者支援
推進課（障害
者福祉課）

103

障がいのある人等が障害福祉サービ
スを利用しつつ、その有する能力や適
性に応じ、自立した日常生活又は社
会生活を営むことができるよう、本人
又はその家族からの相談に応じ、必
要な情報の提供や助言その他必要
な支援を行います。

相談件数　19,900件
事業所数　10か所
（注）障がい者と障がい児を
合わせた数

172,503
相談件数　25,581件
事業所数　11か所

Ａ 目標どおり事業を実施した。
対応に時間がかかる困難事
例へ対応できる地域の体制
づくりを検討する必要がある。

障害福祉企
画課（障害者
福祉課）
精神保健福
祉課

104
身体障がいの程度についての審査を
行い、身体障害者手帳を交付しま
す。

継続実施
新規交付　2,000件
（うち18歳未満30件）

1,714

平成30年度
身体障害者手帳新規交付
件数1,604件（うち18歳未満
28件）

Ａ

申請に対し適正な審査及び
事務処理を行い、標準処理
期間内に手帳が交付され
た。

引き続き適正に手帳を交付
していく。

地域リハビリ
テーション推進
センター

105

心身に障がいのある人で一般の歯科
診療所では治療が困難な人の歯科
診療や、歯や口、食べることなどの困
りごと相談に応じたり、障害者通所施
設での歯科保健活動や歯科健診を
行います。

①歯科診療（3,000人）
②歯科保健活動（1,400人）
③研修や連携の強化（20
件）
①～③は年間実施目標
④かかりつけ歯科率　70％

27,203

①歯科診療（3,316人）
②歯科保健活動（1,139人）
③研修や連携の強化（29
件）
④かかりつけ歯科率　71%

Ａ

かかりつけ歯科率60％超が
継続できており、早期発見・
早期対応の体制が整いつつ
ある。

特別支援学級への歯科保
健の啓発が行われていない。

健康づくり推
進課

106

身体上の障がいのある子ども（18歳
未満）や現在の病気を放置すると将
来障がいを残すと認められる子ども
で、治療によって確実な効果が期待
される場合、その医療費の一部を公
費で負担します。

給付件数　1,100件 3,529 給付件数　227件 Ａ
適正な事務処理を行い、市
民負担の軽減に寄与した。

引き続き適正な事務処理に
努める。

保健予防課

107

各種の支援を受けやすくすることによ
り、社会復帰と社会参加の促進、社
会的自立を図るため、一定の精神障
がいの状態にあると認定された人に対
して手帳を交付します。

継続実施
交付者数　5,243人
（注）障がい者と障がい児を
合わせた数

1,387

【取組内容】適正に手帳の交
付を実施した。
【成果】業務を適正に実施し
た。
＜手帳交付（所持）者数＞
H29:4,917人→H30：5,230

Ａ

適正に手帳を交付することに
より、一定の精神障がいの状
態にあると認定された人の社
会的自立を促進した。

毎年約300件ほど交付件数
は増加しており、手帳の制度
について市民の認知度が向
上していると言える状況であ
る。今後も周知等を継続して
行っていく。

こころの健康セ
ンター

移動支援事業

相談支援事業

身体障害者手帳の
交付決定

障害者歯科保健セン
ター運営事業

自立支援医療（育成
医療）の給付

精神障害者保健福
祉手帳の交付
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No
再掲
か所

事　業　概　要 令和元年度末目標値
平成30年度

決算額（千円）
平成30年度

取組内容・成果
進捗
状況

評価 課題等 担当課

施策目標１「子どもの心身の健やかな育ちを支える環境づくり」　
基本施策４「発達の遅れや障がいのある子どもとその家庭への支援」　　※「静岡市障がい者計画」に沿って取組を進めます。

事　業　名

108

精神障がいのある人がその障がいの
軽減又は改善を図るための治療を指
定医療機関で行った場合、保険診
療に係る自己負担分の一部を公費
で負担します。

継続実施
受給者数　9,458人
（注）障がい者と障がい児を
合わせた数

834,198

【取組内容】適正に受給者
証の交付を実施した。

【成果】適正に業務を実施
し、受給者数が、前年度から
378人増となった。
（H29：9,189人→H30：9,567
人）

Ａ

適正に受給者証を交付する
ことにより、精神障がい者の治
療にかかる自己負担分の軽
減に寄与した。

新規受給者証取得者を増や
せるように周知等を引き続き
実施していく。

精神保健福
祉課

109

精神障がいにより入院した人（任意
入院、医療保護入院）の療養を推進
し、精神障がいのある人やその保護
者等の入院医療費を軽減するため、
自己負担金の一部を助成します。

継続実施
助成者数　延べ2,300人
（注）障がい者と障がい児を
合わせた数

35,125

【取組内容】入院医療費の
助成事務を適正に実施し
た。

【成果】助成者数　延べ
1,699人
（注）障がい者と障がい児を
合わせた数

Ｂ

適正な事務を行い、精神障
がい者の入院の際の療養を
推進し費用負担の軽減を図
ることができた。

引き続き、措置入院医療費
の適正な支払いに努める。

精神保健福
祉課

110

精神障害者保健福祉手帳を所持す
る人の社会参加を促進するため、電
車やバスの乗車券（トイカ・ルルカ）を
交付します。

継続実施
交付者数　4,492人
（注）障がい者と障がい児を
合わせた数

9,068

【取組内容】電車及びバスの
交通費負担に対し、助成金
を支給した。

【成果】助成者数1,822人
（注）障がい者と障がい児を
合わせた数

Ｃ
精神障がい者の生活圏の拡
大に寄与できている。

平成29年度より支給方法を
実績払いに変更したことによ
り、手続きが煩雑となったこと
で申請手続きが低下してい
る。昨年に引き続き申請手
続きの簡略化と受付事務の
効率化を目指す。

精神保健福
祉課

111

専門家による気になる子への巡回相
談や保育士を対象とした障がい児保
育のための専門知識と保育技術の向
上のための研修を行い、質の高い障
がい児保育を実施します。

専門家による巡回相談：年
38回

664

公私立こども園・私立保育
園における専門家の巡回及
び保育教諭等を対象とした、
障がい児保育に係る専門知
識並びに保育技術の向上の
ための研修等を実施した。

・専門家による巡回
公私立38回
・障がい児研修
8回

Ａ

公私立こども園、私立保育
園における専門家の巡回及
び保育教諭等を対象とした
「障がい児保育に係る専門
知識並びに保育技術の向上
のための研修」を計画どおり
実施できた。

さらなる専門知識及び保育
技術の向上に努める。

こども園課

自立支援医療（精神
通院医療）の給付

精神障害者入院医
療費の助成

精神障害者交通費
助成事業

障がい児保育事業
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No
再掲
か所

事　業　概　要 令和元年度末目標値
平成30年度

決算額（千円）
平成30年度

取組内容・成果
進捗
状況

評価 課題等 担当課

施策目標１「子どもの心身の健やかな育ちを支える環境づくり」　
基本施策４「発達の遅れや障がいのある子どもとその家庭への支援」　　※「静岡市障がい者計画」に沿って取組を進めます。

事　業　名

再掲
(77)

1-3
1-5
3-2

児童相談所において、家庭や地域、
その他機関等から、子どもに関する
様々な相談に応じるとともに、子ども
が抱える問題や環境を的確に捉え、
社会的養護が必要であると判断した
場合、対象となる子どもに対して措置
を行うなど、必要に応じた対応を行い
ます。また、児童相談所職員の資質
向上を図るため、アドバイザー等を活
用し、人材育成に取り組みます。

「子どもの最善の利益」のため
に相談内容に応じた診断及
び指導等の100％実施
児童虐待を疑われる場合の
48 時 間 以 内 の 安 否 確 認
100％実施
社会的養護の充実及び整
備を行い里親委託率50％以
上

47,921

①診断、指導
　　　　　随時実施
②48時間以内の安否確認
　　　　　100％実施
③里親委託率
　　　　　48.2%

A

虐待に関するものを含め、児
童に関する様々な相談に対
して適切に対応し、また一時
保護が必要な児童を適切に
一時保護所へ入所させること
ができた。

児童虐待相談対応件数は
年々増加している上に、複
雑・困難なケースも多く、取り
巻く環境は厳しさを増してい
る。このような中、相談対応を
行う職員、児童心理司、児
童福祉司には高度な専門性
と経験が求められている。
職員の資質向上及び専門
性の確保のため、年齢や職
位に応じた計画的研修の実
施や、嘱託医、弁護士、アド
バイザー等の専門家の活用
により、効率的な知識・経験
の蓄積を図る。

児童相談所

112
言語の発達に課題がある幼児に対し
て言語指導を行い、小学校へのス
ムーズな就学を図ります。

「子どもの構音障害や吃音の
改善及び言語発達が促され
た」と回答した保護者の割合
100％（継続実施）

1,892

年間指導幼児数585名。指
導の結果、98.3%の保護者か
ら「子どもの発達や言語の遅
れに改善がみられた」との回
答を得た。

Ａ

発達や言語の発達に課題の
ある幼児のつまずきを軽減す
ることで、小学校へのスムーズ
な就学を図ることができた。

・増加する年少児、年中児の
受入れ
・指導者の専門性の向上

学校教育課
（特別支援教
育センター）

113 2-2

依頼に基づき、認定こども園、幼稚
園、保育所、障がい児施設、小中学
校等を特別支援相談員等が訪問
し、対象児の観察と検査、保護者や
職員との面談を行い、適正な就学に
つなげるための相談や支援を行いま
す。

特別支援相談回数：年800
回

154,629

特別支援相談回数：年
1,192回
就学にかかわる相談1,038回
巡回相談154回及びケース
検討会４回

Ａ

こども園等や小・中学校から
の依頼に基づき、幼児児童
生徒及び保護者を対象とし
た相談活動を行い、適正な
就学の実現、校内における
支援の充実につなげることが
できた。

・相談件数の増加
・相談内容の多様化
・医療等、関係機関との連携

学校教育課
（特別支援教
育センター）

114 2-2

保護者の意見を十分に聴いた上で、
医学、教育学、心理学等の専門家
による就学支援委員会で障がいのあ
る児童生徒の就学先について審議
し、適正な就学につなげます。また、
就学後の支援も継続して行っていき
ます。

就学支援委員会実施回数3
回
就学支援委員会での審議
件数　1,500件以上

381
就学支援委員会を年間３回
開催し、2,057件の審議を
行った。

Ａ

障がいのある幼児児童生徒
の適正な就学先について、慎
重かつ適切な審議を行うこと
ができた。

・審議件数の増加
・障害の多様化
・保護者の就学に対する考え
方の多様化

学校教育課
（特別支援教
育センター）

児童相談所の運営

幼児言語指導事業

特別支援教育推進
事業

障がいのある児童生
徒への就学支援
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No
再掲
か所

事　業　概　要 令和元年度末目標値
平成30年度

決算額（千円）
平成30年度

取組内容・成果
進捗
状況

評価 課題等 担当課

施策目標１「子どもの心身の健やかな育ちを支える環境づくり」　
基本施策４「発達の遅れや障がいのある子どもとその家庭への支援」　　※「静岡市障がい者計画」に沿って取組を進めます。

事　業　名

115 2-2

特別支援教育に従事する教員の専
門性の向上のため、個々の障がいの
特性に応じた教育内容や指導方法
についての研修を行います。
・特別支援教育コーディネーター専門
研修
・特別支援教育研修
・言語・発達教室担当者研修
・特別支援学級担当者研修
・新任特別支援学級担任・通級指
導教室担当者研修
・就学支援担当者研修会

受講者アンケートで「理解が
深まった」と回答する割合：
80％以上（継続実施）

241

受講者アンケートで94％の
「理解が深まった」との回答を
得た。
特別支援教育コーディネー
ター専門研修（６回）、特別
支援教育研修（３回）、言
語・発達・肢体通級指導教
室担当者研修（３回）、特別
支援学級担当者研修（２
回）、新任特別支援教育担
当教員研修（４回）等を開
催。

Ａ

特別支援教育に関する教職
員研修を計21回開催し、参
加したのべ1,270名の教職員
が専門性を向上することがで
きた。

通常学級、通級指導教室、
特別支援学級それぞれの教
育の場や経験年数など、教
職員それぞれのニーズに応じ
た研修会の実施。

学校教育課
（特別支援教
育センター）

116 2-2

中学校特別支援学級及び特別支
援学校生徒を対象に進路懇談会や
進路説明会等を開催し、卒業後の
進路決定を支援します。

中学校卒業後の進路決定
率　100％

425
進路決定率：100％
中学校特別支援学級卒業
生89人が進路先を決定

Ａ

計画的に事業が実施され、
中学校特別支援学級卒業
生を、将来の社会自立に向
けたそれぞれの進路選択につ
なげることができた。

中学校卒業後の進路の選
択肢の拡充。

学校教育課
（特別支援教
育センター）

117 2-2
特別支援学級へ就学する児童生徒
を養育する保護者の経済的負担を
軽減するため、補助金を交付します。

法令・交付要綱等に基づき、
対象となる児童・生徒に適切
に補助金を交付する。

小学校　16,239
中学校　12,482

小学生　589人
中学生　314人

Ａ 目標どおり事業を実施した。
特別支援学級に在籍する児
童生徒の増加への対応。

児童生徒支
援課

248

発達の気になる子について、支援の
必要性を見極め、その子にあった支
援の場につなげる「アセスメントの場
（あそびのひろば）」及び継続的に支
援を必要とする子を受入れる「二次
支援の場（ぱすてるひろば）」を、各区
に整備し発達早期支援体制の構築
を図っていきます。

実施

(あそびのひろば120回
ぱすてるひろば144回)

アセスメントの場
3,045

二次支援の場
5,993

アセスメントの場　３か所

二次支援の場　３か所
Ａ 目標どおり事業を実施した。

早期支援体制の構築のた
め、適切な事業実施を検討
していく。

子ども家庭課
各区健康支
援課

障害福祉企
画課（障害者
福祉課）

発達早期支援体制
の整備（H30新規）

特別支援教育研修
会の開催

特別支援教育進路
指導協議会による進
路指導

特別支援教育就学
奨励費補助金交付
事業
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No
再掲
か所

事　業　概　要 令和元年度末目標値
平成30年度

決算額（千円）
平成30年度

取組内容・成果
進捗
状況

評価 課題等 担当課

118 2-2

小中学校にスクールソーシャルワー
カーを配置又は派遣し、いじめ、不登
校又は暴力行為その他の学校生活
における諸問題を抱える児童生徒に
必要な支援を行い、学校生活上の
諸問題の解決を図ります。

スクールソーシャルワーカー16
人
拠点校15校に週６時間、拠
点校以外隔週３時間勤務

20,256

学校生活上の諸問題の背
景にある家庭環境や生活環
境等の調整及び改善に努め
た。こども園、中学校卒業後
においても、切れ目のない支
援体制を確立し、貧困の連
鎖を断ち切ることを目指す。
【平成30年度配置状況】
ｽｸｰﾙｿｰｼｬﾙﾜｰｶｰ：12名
総支援時間：5,886時間

Ａ

スクールソーシャルワーカーに
よる専門的な支援により、学
校における相談機能等の向
上が図られた。

学校をプラットフォームとした貧
困対策に対応するための全て
の学校でスクールソーシャル
ワーカーを活用できる体制の
整備。

児童生徒支
援課

119
1-5
2-3
3-3

ひとり親家庭や生活困窮世帯の子ど
もを対象として居場所を提供し、学
習支援・生活支援を行うとともに、ひ
とり親家庭等にボランティアを派遣し
学習支援を行います。

実施か所ごとの支援開催回
数：年50回

23,743

学習支援の会場を４か所新
設、学習支援10か所、生活
支援３か所において実施し
た。

Ａ
会場4箇所新設したため、登
録者数、延べ参加者数とも
に増加した。

学習支援会場の新設、支援
が必要な子どもへの事業の
周知方法検討。

子ども家庭課

120 2-3

生活困窮世帯の子どもが学習を習
慣づけられるよう、世帯に家庭支援
員を派遣し、支援を行うことで、学習
に向けた環境を整えます。

家庭支援員の派遣：年240
回

3,026 45世帯　597回訪問 Ａ
支援世帯数の増加に比例
し、家庭支援員の派遣も増
加した。

生活支援課CWに再点検を
促し、埋もれている支援世帯
の掘り起こしを強化。

福祉総務課

再掲
(81)

1-3
3-3

児童養護施設や母子生活支援施
設の小中学生を対象として学習ボラ
ンティア等を派遣し学習を支援すると
ともに、児童養護施設の高校生を対
象として学習塾の費用を助成します。

各施設内での学習支援の開
催回数　年50回

（H29で終了）

（H29で終了）
※児童入所施設措置費に
組込まれたため、施設側にて

継続実施

（H29で終
了）

（H29で終了） （H29で終了）
子ども家庭課
児童相談所

スクールソーシャル
ワーカー活用事業

施策目標１「子どもの心身の健やかな育ちを支える環境づくり」　
基本施策５「厳しい環境に置かれた子どもとその家庭への支援」　【静岡市子どもの貧困対策推進計画】

事　業　名

重点事業
（教育の支援）

ひとり親家庭及び
生活困窮世帯の
子どもへの学習・
生活支援

生活困窮世帯の
子どもの学習意欲
を向上させるための
支援（生活困窮世
帯の子どもの学習
を支援するための
親への支援）

児童養護施設、
母子生活支援施
設の子どもへの学
習支援（H29終
了）
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No
再掲
か所

事　業　概　要 令和元年度末目標値
平成30年度

決算額（千円）
平成30年度

取組内容・成果
進捗
状況

評価 課題等 担当課

施策目標１「子どもの心身の健やかな育ちを支える環境づくり」　
基本施策５「厳しい環境に置かれた子どもとその家庭への支援」　【静岡市子どもの貧困対策推進計画】

事　業　名

121
1-5
2-3

成績優秀で意欲がありながら経済的
理由等により就学が困難な高校生、
短大生、専門学校、大学生又は大
学院生を対象に、奨学金を貸与しま
す。

平成27年度からは、短大、大学等の
貸付者を前年度比約50人拡充する
とともに、平成27年度以降の新規貸
付者に対して、短大、大学等を卒業
したのちに市内に居住し、市民税所
得割を納付する等の要件を満たす場
合の返還免除規定を創設することに
より、さらに充実した支援を実施して
いく予定です。

高校生　　約20人
大学生等　約350人

50,100

予約採用制度の実施

●H30 新規貸与
高校生　　 2人
大学等　 99人

Ａ

予約採用制度を実施したこと
で、新規貸与者数は前年度
から倍増した。

大学等における修学の支援
に関する法律の本事業に対
する影響を考慮し、貸与対
象者への本事業の広報・周
知について検討する必要があ
る。

児童生徒支
援課

再掲
(133)

1-5
2-2

不登校児童生徒の学校生活への復
帰や集団生活への適応など自立に
向けた取組を支援するため、適応指
導教室を設けます。

のべ通級生数　5,000人
通級生の状態の改善率
70％

5,203

のべ通級生数　3,306人
通級生の状態の改善率
80.9％

（平成30年度実績）
通級生数（実数）46人
178日開設
（かがやく教室113日)

A
通級生の状態の改善率が目
標を大きく上回ることができ
た。

延べ通級生について、支援が
必要な児童生徒に、より支
援が行き届くよう広報してい
く。

青少年育成
課

再掲
(135)

2-2

全国学力・学習状況調査による分
析を参考にしながら、有償ボランティア
を派遣し放課後の学習指導を行いま
す。

全国学力・学習状況調査の
分析をもとに、モデル校12校
に有償ボランティアを配置し、
実践研究を行う。

6,135

対象児童の学力向上を目指
すとともに、効果的な補充学
習方法を普及させた。国語は
５年生が14.1pt、６年生が
10.1pt上昇し、　算数は６年
生が14.7pt上昇した。

A

対象校１６校において確実に
支援が行われた。類似問題
を使用した事後調査におい
て、対象児童の学力の向上
が見られた。

・力量の高い学力アップリー
ダー支援員の確保。
・研修等を通じた学力アップ
支援員の資質向上。
・対象児童の選考。

学校教育課

再掲
(19)

1-2
1-5
2-3
4-1
5-2
5-3

子ども未来課
教育総務課

再掲
(20)

1-2
1-5
2-3
4-1
5-2
5-3

放課後児童ク
ラブの運営★

保護者が就労等により昼間家庭にい
ない児童の健全な育成を目的に、小
学校や児童館等に専用室を設けて、
家庭に代わる遊びや生活の場を提供
します。また、準備ができたところから、
順次、午後7時までの延長に取り組
みます。

175室の運営
※受入可能人数　6,064人

719,008
市内78か所（157室）での児
童クラブ運営を実施した。

A

令和元年5月1日時点での
入会決定者数は5,396名で
あり、待機児童数は86名で
あった（前年に比べ、入会決
定者322名増、待機児童87
名減）。

受託者との連携強化による
効果的な事業運営の推進。

子ども未来課

共働き家庭等の「小１の壁」の解消を図るとともに、次代を担う人材を育成するため、全ての児童が放課後等を安全・安心に過ごすことができ、多様な体験・活動を行うことができるよう、第５章の計画に沿っ
て放課後児童クラブ及び放課後子ども教室の拡充や、一体的実施に取り組みます。

育英奨学金貸付
事業

適応指導教室の
運営

学力アップサポート

放課後子ども対策
★

26
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No
再掲
か所

事　業　概　要 令和元年度末目標値
平成30年度

決算額（千円）
平成30年度

取組内容・成果
進捗
状況

評価 課題等 担当課

施策目標１「子どもの心身の健やかな育ちを支える環境づくり」　
基本施策５「厳しい環境に置かれた子どもとその家庭への支援」　【静岡市子どもの貧困対策推進計画】

事　業　名

再掲
(22)

1-2
1-5
2-3
4-1
5-2
5-3

放課後子ども
教室推進事業
★

市立小学校の全児童を対象とし、全
小学校に順次整備を進めます。放課
後に小学校の施設を利用して、各種
体験活動や地域の人・異学年の児
童との交流、学習支援などの活動
を、地域の方と共に行います。様々な
活動や学びを通して、子ども達の自
主性や社会性、創造性をはぐくみま
す。

市立小学校全86校で放課
後子ども教室を開設し、事業
を実施する。

44,676

①新規校11校を加えた44校
で放課後子ども教室を実施
した。
②運営スタッフのスキル向上
のための研修会を年２回実
施した。

B

放課後子ども教室実施校
数、スタッフ研修回数とも目
標値を達成することが出来
た。参加児童の満足度も目
標値を概ね達成しており、安
心・安全で充実した子どもの
居場所として機能していると
考えられる。

安全管理や事故対応に不
安がないようにする必要があ
るため、スタッフ研修会を区ご
とに開催し、安全管理や児
童への接し方等の技能を高
め、事故を未然に防止する。

教育総務課

249 1-5

地域における子どもの居場所としての
「子ども食堂」について運営課題等の
調査研究を行い、今後の支援・連携
のあり方を整理する。

市の関わり方（連携・支援
等）の確立と実施

―

①「子ども食堂」を運営してい
る団体へのアンケートやヒアリ
ング
②有識者へのヒアリング
③静岡県及び静岡県社会
福祉協議会への施策の確認
を実施した。

Ａ

市内の子ども食堂の現状を
把握し、今後の支援・連携の
あり方を整理することができ
た。

子ども食堂については、特に
規制がない中で、自主的に
運営されているため、把握が
難しい面がある。

子ども未来課

265 1-5

「子ども食堂」の参画団体の横のつな
がりを持たせてネットワークを形成し、
運営スタッフ等の従事者の質を図るた
め研修を開催する等、地域全体で子
どもを育てる機運の醸成を図る。

子ども食堂同士のネットワー
クの形成、スタッフやボランティ
ア等の従事者の質の向上、
市内での「子ども食堂」への
理解の向上と拡がり。

（H31新規） （H31新規）
（H31新

規）
（H31新規） （H31新規） 子ども未来課

250
学校等における子どもの貧困に対す
る「気づく力」の向上のため、教職員
を対象とした研修を実施する。

管理職研修、初任者研修、
年次研修等における研修の
実施

6

（児童生徒支援課分）
教職員には、初任者、５年
研、10年研修の中にスクール
ソーシャルワーカーの講義を位
置づけ実施するほか、スクー
ルソーシャルワーカーが派遣さ
れる学校(前年度実施できて
いない)において研修を実施し
た。

（こども園課分）
こども園の中堅研修におい
て、研修を実施した。

Ａ

（児童生徒支援課分）
講義や研修の実施により、教
職員の福祉的な視野を広げ
ることができてきている。貧困
問題等の見方や考え方を養
うことができ、以前よりＳＳＷｒ
の役割についても理解が深
まった。

（こども園課分）
経年研修（中堅研修）におけ
る研修を計画どおり実施し
た。

（児童生徒支援課分）
多くの教職員がＳＳＷｒの役
割について深く理解でき、福
祉的な視野や貧困問題等の
見方や考え方を養うための効
果的な研修の在り方。

（こども園課分）
経年研修だけでなく、他の保
育教諭に対する研修の機会
を広げる。

児童生徒支
援課
こども園課

子ども食堂研究事
業（H30新規）
（H30終了）

学校・こども園管
理職や教職員に
対する研修

子ども食堂交流事
業（H31新規）
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No
再掲
か所

事　業　概　要 令和元年度末目標値
平成30年度

決算額（千円）
平成30年度

取組内容・成果
進捗
状況

評価 課題等 担当課

施策目標１「子どもの心身の健やかな育ちを支える環境づくり」　
基本施策５「厳しい環境に置かれた子どもとその家庭への支援」　【静岡市子どもの貧困対策推進計画】

事　業　名

再掲
(132)

1-5
2-2

子どもたちの健やかな育成と家庭・地
域の教育力の向上を図るため、学校
に地域本部コーディネーターを配置
し、ボランティアによる地域社会の協
力のもと、登下校の見守りや授業の
補助などの活動により、学校を応援
する体制を整えます。

市内全小中学校129校で実
施
学校支援地域本部（拠点
校）に地域本部コーディネー
ターを配置
市内全小中学校129校に財
政的支援
学校・地域の連携実現度：
80％

11,406

市内全小中学校129校で実
施。
市内１２の学校支援地域本
部に配置した本部コーディ
ネーターを中心に、保護者・
地域住民のボランティアによる
各学校への支援活動を推進
し、学校と地域の連携による
子どもたちの健やかな育成
と、地域の教育力の向上を
図った。

A

地域本部コーディネーターによ
る、各学校のボランティア活用
体制への支援等により、ボラ
ンティア参加者数や、活動の
種類・幅が上昇している。ま
た、このことにより、学校、地
域それぞれの連携意識が高
まっている。

地域本部コーディネーター以
外で、各学校でボランティア
活動の中心となって活躍する
ことのできる人材の発掘・育
成が必要であるため、“学校・
地域ひとつなぎ”コーディネー
ター養成講座を継続実施
し、人材育成を図る。

教育総務課

251

高等学校在学者の学習を支援する
ことで、高校卒業資格の取得を促す
とともに、同世代との関わりやレクリ
エーション活動等により、よい仲間づく
りを進めます。

事業の適切な実施 778

実施

（高校卒業資格取得者数）
3名

Ａ
概ね目標どおり事業を実施し
た。

参加生徒を増やすため、通
信制高校に限らず、市内の
全日制高校等に周知をして
いく必要がある。

青少年育成
課

再掲
(141)

2-2

いじめ、不登校又は問題行動など、
児童生徒の心の問題に対応するた
め、スクールカウンセラーや教育相談
員を小中高等学校に配置し、児童
生徒、保護者などへの相談活動を実
施します。

スクールカウンセラー　40人
小学校は週４、中学校は週
８時間
高等学校は隔週４時間
教育相談員　33人
生徒数200人以上の中学校
に1日５時間×週3日

65,948

いじめや不登校、問題行動
等、児童生徒の心の問題へ
の支援等を行った。
【配置状況】
ｽｸｰﾙｶｳﾝｾﾗｰ：39名
配置校数：小学校69校、中
学校37校、高等学校２校
勤務時間
小学校…週3時間
中学校…規模に応じ週６か
ら８時間
高等学校…隔週４時間

教育相談員：32名
配置校数：中学校36校
勤務時間：生徒数200名以
上の中学校に対し学校規模
に応じ1日５時間、週１から４
日で配置

Ａ

スクールカウンセラーの専門的
な支援やカウンセラーと連携
する相談員の支援により、学
校における相談機能等の向
上が図られた。

生徒指導連絡会等を通し
て、効果的な活用方法を周
知する。

児童生徒支
援課

再掲
(75)

1-3

要保護児童の早期発見や適切な保
護を図るため、関係機関が子どもやそ
の保護者に関する情報交換や考え
方を共有するとともに、関係機関の支
援内容や役割分担などの協議を行
います。

代表者会議　１回
実務者会議　45回
提示ｹｰｽ　　 450件
個別ケース検討会議（随時）

320

代表者会議　１回
実務者会議　45回
提示ケース   368件
個別ケース検討会議　22
ケース

A

目標どおり代表者会議等を
実施し、要保護児童等の早
期発見や適切な保護等を実
施した。

関係各課との一層の連携に
より、要保護児童等の早期
の状況把握と支援体制の確
立に努めていく。

子ども家庭課

学校応援団推進
事業

スクールカウンセリン
グ事業

（生活の支援）

要保護児童対策
地域協議会の運
営

静岡学習会（通信
制高校等学習支
援事業）（H29新
規）
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No
再掲
か所

事　業　概　要 令和元年度末目標値
平成30年度

決算額（千円）
平成30年度

取組内容・成果
進捗
状況

評価 課題等 担当課

施策目標１「子どもの心身の健やかな育ちを支える環境づくり」　
基本施策５「厳しい環境に置かれた子どもとその家庭への支援」　【静岡市子どもの貧困対策推進計画】

事　業　名

再掲
(76)

1-3
3-2

児童相談所
子ども家庭課

再掲
(77)

1-3
1-4
3-2

児童相談所の
運営

児童相談所において、家庭や地域、
その他機関等から、子どもに関する
様々な相談に応じるとともに、子ども
が抱える問題や環境を的確に捉え、
社会的養護が必要であると判断した
場合、対象となる子どもに対して措置
を行うなど、必要に応じた対応を行い
ます。また、児童相談所職員の資質
向上を図るため、アドバイザー等を活
用し、人材育成に取り組みます。

「子どもの最善の利益」のため
に相談内容に応じた診断及
び指導等の100％実施
児童虐待を疑われる場合の
48 時 間 以 内 の 安 否 確 認
100％実施
社会的養護の充実及び整
備を行い里親委託率50％以
上

47,921

①診断、指導
　　　　　随時実施
②48時間以内の安否確認
　　　　　100％実施
③里親委託率
　　　　　48.2%

A

虐待に関するものを含め、児
童に関する様々な相談に対
して適切に対応し、また一時
保護が必要な児童を適切に
一時保護所へ入所させること
ができた。

児童虐待相談対応件数は
年々増加している上に、複
雑・困難なケースも多く、取り
巻く環境は厳しさを増してい
る。このような中、相談対応を
行う職員、児童心理司、児
童福祉司には高度な専門性
と経験が求められている。
職員の資質向上及び専門
性の確保のため、年齢や職
位に応じた計画的研修の実
施や、嘱託医、弁護士、アド
バイザー等の専門家の活用
により、効率的な知識・経験
の蓄積を図る。

児童相談所

再掲
(78)

1-3
3-2

家庭児童相談
室の運営

各区福祉事務所に家庭児童相談
室を設置し、子どもに関する様々な
問題について、子ども、家庭又は地
域住民などからの相談に応じ、必要
な助言を行います。

市内３か所で、子どもに関す
る様々な相談に応じる。
相談受付件数1,500件

469

市内３か所で、子どもに関す
る様々な相談に応じた。
成果
相談受付件数2,162件

A 目標どおり事業を実施した。 関係各課との連携強化。 子ども家庭課

再掲
(79)

1-3

保護者の不在や虐待等により、家庭
で養育できない子どもをできる限り家
庭的な環境で養育できるよう、里親
への委託を推進するため、里親家庭
支援センターと連携し、新規里親の
開拓、マッチング、相談支援などを行
います。

里親委託率50%以上（全国
第一位の達成）
里子の心身の発達等に関す
る評価の実施100％

19,015

①里親委託率
　　　　　48.5%
②里親家庭の里子に対し心
理司によるスクリーニングを実
施

A

平成30年度末時点における
里親委託率は、成果指標目
標値の96.4%に達している。
また、平成30年度末時点に
おける里親委託率は48.5%で
あり、昨年度末の44.2％と比
べて4.3％の上昇となった。

社会的養護が必要な児童の
数に対して、依然として里親
数は不足しており、年齢等
様々な要件に対応できる里
親の登録数を増加させるた
め、今後も継続して市民の理
解を求めていく必要がある。
このため、里親制度の普及啓
発活動に関して、NPO法人
（静岡市里親家庭支援セン
ター）との協働により、新たな
啓発先の開拓、より効率的
な普及啓発活動の取組みの
実施に関する検討を行う。

児童相談所

児童相談体制（児
童相談所、家庭
児童相談室等）の
確保

児童相談所及び各区福祉事務所に設置している家庭児童相談室において、家庭、地域、関係機関等から子どもに関する様々な相談に応じるとともに子どもが抱える問題や環境を的確に捉え、適切な
支援を実施します。そのための人材育成や体制の確保に取り組みます。

里親委託と里親支
援
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No
再掲
か所

事　業　概　要 令和元年度末目標値
平成30年度

決算額（千円）
平成30年度

取組内容・成果
進捗
状況

評価 課題等 担当課

施策目標１「子どもの心身の健やかな育ちを支える環境づくり」　
基本施策５「厳しい環境に置かれた子どもとその家庭への支援」　【静岡市子どもの貧困対策推進計画】

事　業　名

再掲
(80)

1-3

児童養護施設に入所措置又は里親
に委託措置をされた子どもの大学等
への進学に必要な学費、教科書代
等や就労等の自立に際しての住居の
借上げ、運転免許の取得等に必要
な経費を助成します。

対象児童への支援実施率
100%
措置児童高校卒業後の進
路決定率100%

8,351

①支援実施件数
　ア　運転免許取得：３名
　イ　地域活動参加：56名
　ウ　自立支援準備金等利
用：９名
  エ　四年制大学等進学助
成：１名

②児童養護施設入所児童
等の大学等進学者、新規就
職者
　ア　就職：３名
　イ　進学：６名

③生活相談支援員の配置：
１件

A

児童養護施設へ入所または
里親に委託措置された中学
卒業児童の高校進学率は
100％で全員、進路を決定で
きている。
また、児童養護施設に入所
または里親に委託措置された
高校卒業児童の内、１名が
体調不良により就労が延期
になり、進路決定率は80％と
なった。しかし全員の進路の
方向性は確定することができ
た。

児童養護施設に入所してい
る児童のうち、被虐待児や発
達障害児等については、児
童の自立のため、専門的な
心理ケア及び心理学的見地
からの学習支援を充実させる
必要がある。
このため、施設心理担当職
員を加配することで、専門的
な支援が必要な児童の自立
促進を図る。

児童相談所

再掲
(133)

1-5
2-2

不登校児童生徒の学校生活への復
帰や集団生活への適応など自立に
向けた取組を支援するため、適応指
導教室を設けます。

のべ通級生数　5,000人
通級生の状態の改善率
70％

5,203

のべ通級生数　3,306人
通級生の状態の改善率
80.9％

（平成30年度実績）
通級生数（実数）46人
178日開設
（かがやく教室113日)

A
通級生の状態の改善率が目
標を大きく上回ることができ
た。

延べ通級生について、支援が
必要な児童生徒に、より支
援が行き届くよう広報してい
く。

青少年育成
課

再掲
(119)

1-5
2-3
3-3

ひとり親家庭や生活困窮世帯の子ど
もを対象として居場所を提供し、学
習支援・生活支援を行うとともに、ひ
とり親家庭等にボランティアを派遣し
学習支援を行います。

実施か所ごとの支援開催回
数：年50回

23,743

学習支援の会場を４か所新
設、学習支援10か所、生活
支援３か所において実施し
た。

A
会場4箇所新設したため、登
録者数、延べ参加者数とも
に増加した。

学習支援会場の新設、支援
が必要な子どもへの事業の
周知方法検討。

子ども家庭課

再掲
(19)

1-2
1-5
2-3
4-1
5-2
5-3

子ども未来課
教育総務課

再掲
(20)

1-2
1-5
2-3
4-1
5-2
5-3

放課後児童ク
ラブの運営★

保護者が就労等により昼間家庭にい
ない児童の健全な育成を目的に、小
学校や児童館等に専用室を設けて、
家庭に代わる遊びや生活の場を提供
します。また、準備ができたところから、
順次、午後7時までの延長に取り組
みます。

175室の運営
※受入可能人数　6,064人

719,008
市内78か所（157室）での児
童クラブ運営を実施した。

A

令和元年5月1日時点での
入会決定者数は5,396名で
あり、待機児童数は86名で
あった（前年に比べ、入会決
定者322名増、待機児童87
名減）。

受託者との連携強化による
効果的な事業運営の推進。

子ども未来課

要保護児童への
自立支援

適応指導教室の
運営

ひとり親家庭及び
生活困窮世帯の
子どもへの学習・
生活支援

放課後子ども対策
★

共働き家庭等の「小１の壁」の解消を図るとともに、次代を担う人材を育成するため、全ての児童が放課後等を安全・安心に過ごすことができ、多様な体験・活動を行うことができるよう、第５章の計画に沿っ
て放課後児童クラブ及び放課後子ども教室の拡充や、一体的実施に取り組みます。
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No
再掲
か所

事　業　概　要 令和元年度末目標値
平成30年度

決算額（千円）
平成30年度

取組内容・成果
進捗
状況

評価 課題等 担当課

施策目標１「子どもの心身の健やかな育ちを支える環境づくり」　
基本施策５「厳しい環境に置かれた子どもとその家庭への支援」　【静岡市子どもの貧困対策推進計画】

事　業　名

再掲
(22)

1-2
1-5
2-3
4-1
5-2
5-3

放課後子ども
教室推進事業
★

市立小学校の全児童を対象とし、全
小学校に順次整備を進めます。放課
後に小学校の施設を利用して、各種
体験活動や地域の人・異学年の児
童との交流、学習支援などの活動
を、地域の方と共に行います。様々な
活動や学びを通して、子ども達の自
主性や社会性、創造性をはぐくみま
す。

市立小学校全86校で放課
後子ども教室を開設し、事業
を実施する。

44,676

①新規校11校を加えた44校
で放課後子ども教室を実施
した。
②運営スタッフのスキル向上
のための研修会を年２回実
施した。

B

放課後子ども教室実施校
数、スタッフ研修回数とも目
標値を達成することが出来
た。参加児童の満足度も目
標値を概ね達成しており、安
心・安全で充実した子どもの
居場所として機能していると
考えられる。

安全管理や事故対応に不
安がないようにする必要があ
るため、スタッフ研修会を区ご
とに開催し、安全管理や児
童への接し方等の技能を高
め、事故を未然に防止する。

教育総務課

再掲
(249)

1-5

地域における子どもの居場所としての
「子ども食堂」について運営課題等の
調査研究を行い、今後の支援・連携
のあり方を整理する。

市の関わり方（連携・支援
等）の確立と実施

―

①「子ども食堂」を運営してい
る団体へのアンケートやヒアリ
ング
②有識者へのヒアリング
③静岡県及び静岡県社会
福祉協議会への施策の確認
を実施した。

A

市内の子ども食堂の現状を
把握し、今後の支援・連携の
あり方を整理することができ
た。

子ども食堂については、特に
規制がない中で、自主的に
運営されているため、把握が
難しい面がある。

子ども未来課

再掲
(265)

1-5

「子ども食堂」の参画団体の横のつな
がりを持たせてネットワークを形成し、
運営スタッフ等の従事者の質を図るた
め研修を開催する等、地域全体で子
どもを育てる機運の醸成を図る。

子ども食堂同士のネットワー
クの形成、スタッフやボランティ
ア等の従事者の質の向上、
市内での「子ども食堂」への
理解の向上と拡がり。

（H31新規） （H31新規）
（H31新

規）
（H31新規） （H31新規） 子ども未来課

再掲
(198)

3-3

母子家庭や父子家庭の精神的支援
や生活の安定を図るため、子どもが
悩みを気軽に相談できる大学生等
（ホームフレンド）を派遣して、生活面
での指導を行います。

制度の認知度：75％（継続
実施）

2,064

・ひとり親家庭の児童が気軽
に相談できる大学生等（ホー
ムフレンド）を派遣し、生活面
での指導を行った。
・認知度向上に向けた取組
を実施。

A 目標どおり事業を実施した。 認知度の向上。 子ども家庭課

再掲
(194)

3-3

所得税非課税世帯の母子家庭の母
子や父子家庭の父子、両親のいない
子どもを対象に、母子家庭等の生活
の安定と健康の保持を目的として、
医療費を助成します。

現況届提出率　100％ 139,662

・母子家庭等の医療費を助
成
・現況届に関するお知らせ送
付・受付事務の実施
（現況届発送2,600件、提出
2,473件　提出率95.1％）

A 目標どおり事業を実施した。
事業実施の継続に向け、各
区子育て支援課との連携を
図る。

子ども家庭課

ひとり親家庭生活
支援事業

母子家庭等医療
費の助成

子ども食堂研究事
業（H30新規）
（H30終了）

子ども食堂交流事
業（H31新規）
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No
再掲
か所

事　業　概　要 令和元年度末目標値
平成30年度

決算額（千円）
平成30年度

取組内容・成果
進捗
状況

評価 課題等 担当課

施策目標１「子どもの心身の健やかな育ちを支える環境づくり」　
基本施策５「厳しい環境に置かれた子どもとその家庭への支援」　【静岡市子どもの貧困対策推進計画】

事　業　名

再掲
(189)

3-2

養育支援が特に必要であると判断し
た子育て家庭に対して、専門的資格
を有する訪問員等がその家庭を訪問
し、養育に関する指導・助言、家事
援助などを行います。

訪問世帯数：39世帯 1,050 訪問世帯数：19世帯 Ｃ

目標値に対する実績は低い
が、対象世帯のスクリーニング
をしっかりと行った上で、必要
な世帯には全てに訪問員を
派遣し、支援を実施すること
ができた。

関係機関との連携により、支
援が必要な世帯を的確に把
握できるよう努める。

子ども家庭課

再掲
(148)

3-1

妊娠期から子育て期にわたるまでの
総合的相談支援を行い、保健師等
の専門職が妊産婦等の状況を継続
的に把握し、必要に応じて関係機関
と協力して支援プランを策定すること
により、必要な支援につなげ、切れ目
ない支援を実施します。

平成27年度に1か所で開始
し、28年度以降の展開につい
ては今後の検討とする。

650
葵区・清水区・駿河区3区に
開設し、電話相談等に対
応。

A 目標どおり事業を実施した。
各区1か所（計3か所）の整備
が完了し、より一層の周知を
図っていく。

子ども家庭課

再掲
(27)

1-2

地域における児童健全育成の拠点と
して、子どもの健康を増進し、情操を
豊かにするため、各種教室や読み聞
かせ、クラブ活動など児童に健全な遊
びを提供します。

市内12館で実施
小型児童館（６館）
児童センター（６館）

222,451
市内11館の児童館運営を継
続実施し、新たに1館の運営
を開始した。

A

平成30年度末時点での運
営館数は12館であり、令和
元年度末の目標値に達して
いる。

指定管理者等との連携強化
による効果的な事業運営の
推進。

子ども未来課

252

民生委員・児童委員、主任児童委
員が、支援が必要な子ども・家庭に
対して行う見守り、相談、専門機関と
の連携等を支援します。
また、必要な技術を習得し、不安を
軽減するための研修等を実施しま
す。

相談・支援件数
（子どもに関すること）
3,000件

131,401
相談・支援件数
（子どもに関すること）
2,832件

Ａ
目標どおり相談・支援を実施
した。

民生委員・児童委員、主任
児童委員活動を通じて、さら
なる児童福祉活動を進める。

福祉総務課

253

子ども・若者育成支援推進法に則
り、社会生活を円滑に営む上で困難
を有する子ども・若者への支援を推
進するため、関係機関との連携を図り
ます。

代表者会議　１回
実務者会議　4回

65
代表者会議　1回
実務者会議　４回

Ａ
代表者会議、実務者会議と
もに予定実施回数を開催で
きた。

事例検討会、講演会の出席
者による満足度は90％を超
える高いものとなったが、内容
によっては満足度の低い回も
あったため、会議内容を今後
も検討していきたい。

青少年育成
課

再掲
(132)

2-2

子どもたちの健やかな育成と家庭・地
域の教育力の向上を図るため、学校
に地域本部コーディネーターを配置
し、ボランティアによる地域社会の協
力のもと、登下校の見守りや授業の
補助などの活動により、学校を応援
する体制を整えます。

市内全小中学校129校で実
施
学校支援地域本部（拠点
校）に地域本部コーディネー
ターを配置
市内全小中学校129校に財
政的支援
学校・地域の連携実現度：
80％

11,406

市内全小中学校129校で実
施。
市内１２の学校支援地域本
部に配置した本部コーディ
ネーターを中心に、保護者・
地域住民のボランティアによる
各学校への支援活動を推進
し、学校と地域の連携による
子どもたちの健やかな育成
と、地域の教育力の向上を
図った。

A

地域本部コーディネーターによ
る、各学校のボランティア活用
体制への支援等により、ボラ
ンティア参加者数や、活動の
種類・幅が上昇している。ま
た、このことにより、学校、地
域それぞれの連携意識が高
まっている。

地域本部コーディネーター以
外で、各学校でボランティア
活動の中心となって活躍する
ことのできる人材の発掘・育
成が必要であるため、“学校・
地域ひとつなぎ”コーディネー
ター養成講座を継続実施
し、人材育成を図る。

教育総務課

養育支援訪問事
業★

妊娠・出産包括支
援★（利用者支援
事業（母子保健
型））

児童館の運営

民生委員・児童委
員及び主任児童
委員による地域福
祉活動

静岡市子ども・若
者支援地域協議
会（H29新規）

学校応援団推進
事業
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No
再掲
か所

事　業　概　要 令和元年度末目標値
平成30年度

決算額（千円）
平成30年度

取組内容・成果
進捗
状況

評価 課題等 担当課

施策目標１「子どもの心身の健やかな育ちを支える環境づくり」　
基本施策５「厳しい環境に置かれた子どもとその家庭への支援」　【静岡市子どもの貧困対策推進計画】

事　業　名

254 1-5
ひとり親家庭について、こども園等の
入所にあたり必要な配慮をする。

適切な実施 ―

ひとり親家庭に対し、こども園
等の入所にあたり保育利用
調整基準の加点をすることで
優先的な入所に配慮した。

Ａ
目標どおり事業を実施し、ひ
とり親家庭において、こども園
等の入所に配慮した。

（特になし） 幼保支援課

122 3-3

ひとり親家庭の就業自立を支援する
ため、就業に役立つ資格取得のため
に各種講座を受講する場合の受講
費用を助成するほか、看護師、保育
士等の資格取得のため養成機関で
修業する場合には修業期間中（上限
３年間（国の基準は２年間））の生活
費と賃貸住宅の費用（上限月25,000
円）を支給します。

制度の認知度　75％ 16,770

[支給件数]
自立支援教育訓練給付金
17件
高等職業訓練促進給付金
15件
高等職業訓練修了支援給
付金３件

[認知度向上に向けた取組]
・児童扶養手当受給者宛て
にチラシを送付
・児童扶養手当現況届会場
にポスター設置

Ａ 目標どおり事業を実施した。 認知度の向上 子ども家庭課

123 3-3

ひとり親を対象に就業支援を専門に
行う、就業支援専門員を配置し、ひ
とり親への就業支援・転職支援を行
います。

支援専門員による継続支援
の実施

2,699
就労支専門員を配置し、就
労支援を実施

Ａ 目標どおり事業を実施した。 他機関との連携 子ども家庭課

124 3-3
ひとり親の就業自立に結びつけるた
め、ひとり親の高卒資格取得費用を
支援します。

制度の認知度75%（継続実
施）

‾

[支給件数]
実績なし

[認知度向上に向けた取組]
・児童扶養手当受給者宛て
にチラシを送付
・児童扶養手当現況届会場
にポスター設置

評価対象
外

事業の利用がなかった。 認知度の向上 子ども家庭課

244 3-3
ひとり親家庭を対象としたファイナン
シャルプランナーによる個別相談会を
行います。

家計相談の継続実施 （H29終了）

（H29終了）
※ﾌｧｲﾅﾝｼｬﾙﾌﾟﾗﾝﾅｰｽﾞ協
会静岡県支部主催相談会

への紹介

（H29終
了）

（H29終了） （H29終了） 子ども家庭課

ひとり親の学び直し
支援

ひとり親家庭への
家計相談事業
（H29新規）（H29
終了）

ひとり親就業支援
専門員による支援

こども園等における
ひとり親家庭等の
優先入所

（保護者の就労の支援）

母子家庭自立支
援給付金事業
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No
再掲
か所

事　業　概　要 令和元年度末目標値
平成30年度

決算額（千円）
平成30年度

取組内容・成果
進捗
状況

評価 課題等 担当課

施策目標１「子どもの心身の健やかな育ちを支える環境づくり」　
基本施策５「厳しい環境に置かれた子どもとその家庭への支援」　【静岡市子どもの貧困対策推進計画】

事　業　名

再掲
(195)

3-3

児童扶養手当を受給している母子
家庭の状況、ニーズ等に対応した自
立支援プログラムを策定し、自立と就
業を支援します。

制度の認知度　75％ 1,664

策定件数 17件

・プログラム策定員を配置し、
児童扶養手当受給者の就
労支援を実施。
・認知度向上に向けた取組
を実施。

A 目標どおり事業を実施した。 認知度の向上 子ども家庭課

再掲
(254)

1-5
ひとり親家庭について、こども園等の
入所にあたり必要な配慮をする。

適切な実施 ―

ひとり親家庭に対し、こども園
等の入所にあたり保育利用
調整基準の加点をすることで
優先的な入所に配慮した。

A
目標どおり事業を実施し、ひ
とり親家庭において、こども園
等の入所に配慮した。

（特になし） 幼保支援課

再掲
(4)

1-1
2-1
3-3
4-1

認定こども園等における幼児期の教
育・保育に係る保育料について所得
に応じた金額に設定し、低所得世帯
の負担を軽減します。また、保育料の
算定に当たっては、未婚・非婚のひと
り親についても税法上の寡婦とみなし
て保育料を算定することにより、経済
的負担を軽減します。

希望していた事業が利用でき
なかった理由として、「利用料
が高い」と回答した割合の減
少（5.1%　H25ニーズ調査）

みなし寡婦軽減措置
6世帯:172

多子世帯への軽減措置拡
大

646世帯：42,807
第２子：14,310
第３子：28,497

平成27年度の取組を更に拡
大し、第２子を半額、第３子
以降無償（ひとり親世帯は第
２子以降無償）とする減額措
置の適用における、第何子か
を決定する際の算定対象と
なるお子様の年齢制限等を
撤廃するに当たり、国の規定
より適用対象世帯の範囲を
拡大して実施した。
対象世帯：646世帯

A
目標どおり事業を実施し、利
用者の負担軽減に寄与し
た。

（特になし） 幼保支援課

再掲
(24)

1-2
2-3
3-3
4-1
5-2
5-3

低所得世帯、ひとり親家庭、多子世
帯などの放課後児童クラブの利用を
必要とする家庭が、経済的理由によ
り利用できないことのないよう、世帯の
所得の状況や、同時に入会している
兄弟姉妹の数に応じて、保護者負
担金を軽減します。

利用料が高いから利用してい
ない人の割合の減少（4.1%
H25ニーズ調査）（継続実施）

36,251
1,052人に対して負担軽減を
行った。

A
対象者の経済的負担軽減に
寄与した。

事務の効率化を図る必要が
ある。

子ども未来課

再掲
(119)

1-5
2-3
3-3

ひとり親家庭や生活困窮世帯の子ど
もを対象として居場所を提供し、学
習支援・生活支援を行うとともに、ひ
とり親家庭等にボランティアを派遣し
学習支援を行います。

実施か所ごとの支援開催回
数：年50回

23,743

学習支援の会場を４か所新
設、学習支援10か所、生活
支援３か所において実施し
た。

A
会場4箇所新設したため、登
録者数、延べ参加者数とも
に増加した。

学習支援会場の新設、支援
が必要な子どもへの事業の
周知方法検討。

子ども家庭課

母子自立支援プロ
グラム策定事業

こども園等における
ひとり親家庭等の
優先入所

（経済的支援）

幼児期の教育・保
育の負担の軽減
★

放課後児童クラブ
の利用者負担の
軽減

ひとり親家庭及び
生活困窮世帯の
子どもへの学習・
生活支援
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No
再掲
か所

事　業　概　要 令和元年度末目標値
平成30年度

決算額（千円）
平成30年度

取組内容・成果
進捗
状況

評価 課題等 担当課

施策目標１「子どもの心身の健やかな育ちを支える環境づくり」　
基本施策５「厳しい環境に置かれた子どもとその家庭への支援」　【静岡市子どもの貧困対策推進計画】

事　業　名

再掲
(121)

1-5
2-3

成績優秀で意欲がありながら経済的
理由等により就学が困難な高校生、
短大生、専門学校、大学生又は大
学院生を対象に、奨学金を貸与しま
す。

平成27年度からは、短大、大学等の
貸付者を前年度比約50人拡充する
とともに、平成27年度以降の新規貸
付者に対して、短大、大学等を卒業
したのちに市内に居住し、市民税所
得割を納付する等の要件を満たす場
合の返還免除規定を創設することに
より、さらに充実した支援を実施して
いく予定です。

高校生　　約20人
大学生等　約350人

50,100

予約採用制度の実施

●H30 新規貸与
高校生　　 2人
大学等　 99人

A

予約採用制度を実施したこと
で、新規貸与者数は前年度
から倍増した。

大学等における修学の支援
に関する法律の本事業に対
する影響を考慮し、貸与対
象者への本事業の広報・周
知について検討する必要があ
る。

児童生徒支
援課

再掲
(194)

1-5
3-3

所得税非課税世帯の母子家庭の母
子や父子家庭の父子、両親のいない
子どもを対象に、母子家庭等の生活
の安定と健康の保持を目的として、
医療費を助成します。

現況届提出率　100％ 139,662

・母子家庭等の医療費を助
成
・現況届に関するお知らせ送
付・受付事務の実施
（現況届発送2,600件、提出
2,473件　提出率95.1％）

A 目標どおり事業を実施した。
事業実施の継続に向け、各
区子育て支援課との連携を
図る。

子ども家庭課

再掲
(193)

3-3

母子家庭等に経済的自立の助成と
生活意欲の助長を図り、併せてその
扶養している子どもの福祉を増進す
るため、修学資金、生活資金等の各
種資金を貸付します。

制度の認知度　75％ 368,379

母子及び父子並びに寡婦に
対し、修学資金など12種類
の貸付金の貸付けを実施し
た。（口座振込：毎月）

A 目標どおり事業を実施した。
確実な事業実施のため各区
子育て支援課との連携を図
る。

子ども家庭課

125
認定こども園や保育所等を利用した
際の日用品や文房具等の購入に必
要な費用を助成します。

対象者への助成率100％ 1,079

生活保護世帯に対し、特定
教育・保育を受けた場合に
保育所等が徴収する日用品
や文房具等の購入に要する
費用を助成した。
公立：69人　私立：106人

Ａ
目標どおり事業を実施し、利
用者の負担軽減に寄与し
た。

（特になし） 幼保支援課

126 2-3

市内に在住する勤労者の教育費の
負担を軽減し、福祉の増進を図るた
め、県労働金庫が勤労者に貸し付け
る教育資金貸付金に対して、利子補
給を行います。

支給件数を予測することが困
難であるため、申請の実績に
合わせ支給を行う。

2,802 支給件数853件
評価対象
外

事業を適正に実施した。 勤労者への周知 商業労政課

（教育の支援）

実費徴収に伴う補
足給付事業★

勤労者教育資金
貸付金利子補給
事業

関連事業

育英奨学金貸付
事業

母子家庭等医療
費の助成

母子父子寡婦福
祉資金の貸付
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No
再掲
か所

事　業　概　要 令和元年度末目標値
平成30年度

決算額（千円）
平成30年度

取組内容・成果
進捗
状況

評価 課題等 担当課

施策目標１「子どもの心身の健やかな育ちを支える環境づくり」　
基本施策５「厳しい環境に置かれた子どもとその家庭への支援」　【静岡市子どもの貧困対策推進計画】

事　業　名

127 2-3
修学困難な高校生、短大生及び大
学生を対象に、教育奨励費（入学一
時金）として奨学金を給付します。

平成26年度実績と同等の支
給実績を維持する。

3,000
高校生　   　  ４人
短大生　　　   ４人
大学生　　　 24人

Ａ 目標どおり事業を実施した。
支給実績を維持するために
は、篤志家から更なる寄附金
を確保等をする必要がある。

児童生徒支
援課

128 2-3

経済的理由により就学困難な児童
生徒の保護者を対象に、学用品費
や通学費、修学旅行費、給食費、
医療費等の必要な援助を行います。

経済的理由により就学困難
な児童生徒の保護者に対し
て、適切に援助を実施する。

小学校　186,912
中学校　142,909

小学生
(準要保護） 2,579人
(要保護)　　　333人
中学生
(準要保護)　1,311人
(要保護)　　　209人

Ａ 目標どおり事業を実施した。
就学援助認定審査の方法に
ついての見直し。

児童生徒支
援課

255
生活保護法に基づき最低限度の生
活を保障するとともに、その自立を助
長する。

生活扶助費の適正な支給
及び世帯の状況に応じた適
正な支援の実施

―
生活扶助費の適正な支給
及び世帯の状況に応じた適
正な支援を実施した。

Ａ 目標どおり事業を実施した。
引き続き各区生活支援課と
連携し、適切な支援の実施
に努める。

福祉総務課

再掲
(192)

3-3

父又は母と生計を一にしていない子ど
もが養育される家庭生活の安定と自
立の促進に寄与するため、児童扶養
手当を支給し、児童福祉の増進を図
ります。（所得制限あり）

現況届提出率　100％ 2,211,112

現況届提出率 96％
手当の支給・制度改正に係
る周知を実施
現況届に関するお知らせ送
付・受付事務の実施

A 目標どおり事業を実施した。
確実な事業実施のため各区
子育て支援課との連携を図
る。

子ども家庭課
児童扶養手当の
支給

篤志奨学金給付
事業

要・準要保護児童
生徒扶助費交付
事業

生活保護
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No
再掲
か所

事　業　概　要 令和元年度末目標値
平成30年度

決算額（千円）
平成30年度

取組内容・成果
進捗
状況

評価 課題等 担当課

再掲
(1)

1-1
4-1

子ども未来課
幼保支援課
こども園課

再掲
(2)

1-1
4-1

認定こども園
等の整備★

待機児童を解消するとともに認定こど
も園を普及するため、認定こども園等
の定員拡大、新設、認定こども園へ
の移行等のために必要な施設整備の
ための費用を補助します。

認定こども園移行支援：定
員増783人
認定こども園等の新設：定員
増1,270人
既存保育施設：定員増381
人
小規模保育事業等の新設：
定員増552人

443,526

認定こども園移行支援：定
員増9人
認定こども園等の新設：定員
増90人
既存保育施設：定員増10人
小規模保育事業等の新設：
定員増132人

A

平成30年度の整備目標には
達しなかったが、概ね計画通
りに施設整備を実施したこと
により、30年４月に続き、31
年４月も待機児童ゼロを達
成した。

令和２年度から始まる次期
計画の中で、量の見込みを
適切に推計し、必要に応じて
施設整備を継続実施してい
く。

子ども未来課

再掲
(3)

1-1
4-1

認定こども園
等の運営★

市立こども園において質の高い教育・
保育を提供するとともに、子どものため
の教育・保育給付の円滑な支給等を
図り、私立園における質の高い教育・
保育を確保します。

認定こども園数　130園程度

（幼保支援課分）
市立こども園

2,638,091
私立こども園等

12,196,826

（こども園課分）
1,646,773

市立こども園、待機児童園、
病児病後児保育室における
教育・保育の実施及び施設
の維持管理を図るとともに、
国が定めた単価に基づき、私
立こども園等に対して、適正
に給付費を支弁した。

市立：62園（こども園56、特
例保育施設（山間地）３、待
機児童園３園）
私立：141園（こども園43、保
育所60、小規模36、事業所
内2）

A

市立こども園、待機児童園
及び私立園における教育・保
育を目標どおり実施するととも
に、国が定めた単価に基づ
き、適正に給付費を支弁する
ことにより、質の高い教育・保
育を提供した。

保育教諭等の人材不足
子ども未来課
幼保支援課
こども園課

再掲
(4)

1-1
1-5
3-3
4-1

幼児期の教
育・保育の負
担の軽減★

認定こども園等における幼児期の教
育・保育に係る保育料について所得
に応じた金額に設定し、低所得世帯
の負担を軽減します。また、保育料の
算定に当たっては、未婚・非婚のひと
り親についても税法上の寡婦とみなし
て保育料を算定することにより、経済
的負担を軽減します。

希望していた事業が利用でき
なかった理由として、「利用料
が高い」と回答した割合の減
少（5.1%　H25ニーズ調査）
（継続実施）

みなし寡婦軽減措置
6世帯:172

多子世帯への軽減措置拡
大

646世帯：42,807
第２子：14,310
第３子：28,497

平成27年度の取組を更に拡
大し、第２子を半額、第３子
以降無償（ひとり親世帯は第
２子以降無償）とする減額措
置の適用における、第何子か
を決定する際の算定対象と
なるお子様の年齢制限等を
撤廃するに当たり、国の規定
より適用対象世帯の範囲を
拡大して実施した。
対象世帯：646世帯

A
目標どおり事業を実施し、利
用者の負担軽減に寄与し
た。

（特になし） 幼保支援課

施策目標２「子どもの「生きる力」をはぐくむ教育環境づくり」　
基本施策１「幼児期の質の高い学校教育・保育の充実」　

事　業　名

重点事業

認定こども園、幼
稚園、保育所等に
おける教育・保育
★

全ての子どもに質の高い幼児期の教育・保育を提供できるよう、第5章の計画に沿って教育・保育の量の確保と質の向上に取り組みます。
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No
再掲
か所

事　業　概　要 令和元年度末目標値
平成30年度

決算額（千円）
平成30年度

取組内容・成果
進捗
状況

評価 課題等 担当課

施策目標２「子どもの「生きる力」をはぐくむ教育環境づくり」　
基本施策１「幼児期の質の高い学校教育・保育の充実」　

事　業　名

再掲
(5)

1-1
私立学校振興
補助金交付事
業

教育の振興及び児童生徒の保護者
の経済的負担の軽減を図るため、市
内の私立幼稚園、小学校、中学校
及び高等学校に補助金を交付しま
す。

交付申請のあった学校法人
（私立幼稚園、小・中・高等
学校）に対して適正に補助を
行う。

131,993

学校法人が設置する私立学
校に対し、教材等の購入経
費の一部を補助した。
28園　27校

A 目標どおり事業を実施した。 （特になし） 幼保支援課

再掲
(6)

1-1
幼稚園就園奨
励費補助金交
付事業

私立幼稚園に通う園児の保護者に
対し、入園料及び保育料の一部を
補助金として交付します。

市内全私立幼稚園及び市
外の対象者在園の全私立
幼稚園で実施

511,009

対象者在園の全ての私立幼
稚園で、入園料・保育料の
一部を補助金として交付し
た。

A
目標どおり事業を実施し、利
用者の負担軽減に寄与し
た。

（特になし） 幼保支援課

129 4-1

幼稚園教諭免
許・保育士資
格併有促進事
業★

保育教諭の確保のため、幼稚園教
諭免許・保育士資格のどちらかを有
する教育・保育従事者に対し、もう片
方の免許・資格を取得するための費
用を助成します。

幼保連携型認定こども園に
おける基準配置上の職員の
資格併有率100％

(幼保支援課分)
330

（こども園課分）
5,657

幼稚園教諭・保育士資格の
どちらかを有している場合、も
う片方の免許・資格を取得す
るための経費の一部を助成し
た。

（幼保支援課分）
補助金交付： 10人

（こども園課分）
補助金交付：
・免許取得26人
・免許更新125人

A

補助金の交付申請に対し、
事務処理を円滑に実施する
ことができ、保育教諭の確保
が図られた。

定期的に進捗管理を行うとと
もに、資格併有率100％を目
指す。

幼保支援課
こども園課

130
新規に認定こども園、保育所等を開
始する事業者に対して助言・指導等
を行います。

新規事業者への実施率
100％

3,570
①支援員全体会議の開催
（４回）
②巡回支援の実施54回）

A
新規事業者への実施率は
100％であり、適切な指導・
助言等を行った。

計画に基づく施設整備の大
半が終了したため、今後の事
業の実施方法等について検
討する必要がある。

子ども未来課

131 4-1

子育て等による離職者の減少や、女
性が活躍できる環境整備を推進する
ため、事業所内保育施設を設置する
企業に対し助成金を支給します。

助成金支給１件 （H27で終了） （H27で終了）
（H27で終

了）
（H27で終了）

（H27で終了）
商業労政課

関連事業

新規参入施設等
への巡回支援事業
★

事業所内保育施
設設置費助成事
業（H27終了）
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No
再掲
か所

事　業　概　要 令和元年度末目標値
平成30年度

決算額（千円）
平成30年度

取組内容・成果
進捗
状況

評価 課題等 担当課

再掲
(118)

1-5

小中学校にスクールソーシャルワー
カーを配置又は派遣し、いじめ、不登
校又は暴力行為その他の学校生活
における諸問題を抱える児童生徒に
必要な支援を行い、学校生活上の
諸問題の解決を図ります。

スクールソーシャルワーカー16
人
拠点校15校に週６時間、拠
点校以外隔週３時間勤務

20,256

学校生活上の諸問題の背
景にある家庭環境や生活環
境等の調整及び改善に努め
た。こども園、中学校卒業後
においても、切れ目のない支
援体制を確立し、貧困の連
鎖を断ち切ることを目指す。
【平成30年度配置状況】
ｽｸｰﾙｿｰｼｬﾙﾜｰｶｰ：12名
総支援時間：5,886時間

A

スクールソーシャルワーカーに
よる専門的な支援により、学
校における相談機能等の向
上が図られた。

学校をプラットフォームとした貧
困対策に対応するための全て
の学校でスクールソーシャル
ワーカーを活用できる体制の
整備。

児童生徒支
援課

132 1-5

子どもたちの健やかな育成と家庭・地
域の教育力の向上を図るため、学校
に地域本部コーディネーターを配置
し、ボランティアによる地域社会の協
力のもと、登下校の見守りや授業の
補助などの活動により、学校を応援
する体制を整えます。

市内全小中学校129校で実
施
学校支援地域本部（拠点
校）に地域本部コーディネー
ターを配置
市内全小中学校129校に財
政的支援
学校・地域の連携実現度：
80％

11,406

市内全小中学校129校で実
施。
市内１２の学校支援地域本
部に配置した本部コーディ
ネーターを中心に、保護者・
地域住民のボランティアによる
各学校への支援活動を推進
し、学校と地域の連携による
子どもたちの健やかな育成
と、地域の教育力の向上を
図った。

Ａ

地域本部コーディネーターによ
る、各学校のボランティア活用
体制への支援等により、ボラ
ンティア参加者数や、活動の
種類・幅が上昇している。ま
た、このことにより、学校、地
域それぞれの連携意識が高
まっている。

地域本部コーディネーター以
外で、各学校でボランティア
活動の中心となって活躍する
ことのできる人材の発掘・育
成が必要であるため、“学校・
地域ひとつなぎ”コーディネー
ター養成講座を継続実施
し、人材育成を図る。

教育総務課

133 1-5

不登校児童生徒の学校生活への復
帰や集団生活への適応など自立に
向けた取組を支援するため、適応指
導教室を設けます。

のべ通級生数　5,000人
通級生の状態の改善率
70％

5,203

のべ通級生数　3,306人
通級生の状態の改善率
80.9％

（平成30年度実績）
通級生数（実数）46人
178日開設
（かがやく教室113日)

Ａ
通級生の状態の改善率が目
標を大きく上回ることができ
た。

延べ通級生について、支援が
必要な児童生徒に、より支
援が行き届くよう広報してい
く。

青少年育成
課

134

市内の複式学級を有する小学校に
非常勤講師を配置し、基本4教科
（国語、社会、算数、理科）の授業を
学年単位で実施し、複式による授業
の改善を図ります。

複式学級があるすべての小
学校に非常勤講師を配置
し、基本４教科の授業を学
年単位で実施できる状況を
継続していく。（推計上、Ｈ31
年度は１８校が該当）

36,779
該当17校に28人の非常勤
講師を配置した。

Ａ
該当17校の全ての学校にお
いて基本４教科の複式授業
を解消することができた。

(1)非常勤講師の勤務時間
が限られているため、教材研
究の時間や、授業の進度や
子どもの表れについて情報交
換する時間が不足している。
(2)山間部など一部の地域で
は講師の確保が困難となって
いる。

教職員課

関連事業

施策目標２「子どもの「生きる力」をはぐくむ教育環境づくり」　
基本施策２「学校における教育環境の充実」　　　　　　　　※「第2期静岡市教育振興基本計画」に沿って取組を進めます。

重点事業

事　業　名

スクールソーシャルワー
カー活用事業

学校応援団推進事
業

適応指導教室の運営

複式学級への非常勤
講師配置事業
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No
再掲
か所

事　業　概　要 令和元年度末目標値
平成30年度

決算額（千円）
平成30年度

取組内容・成果
進捗
状況

評価 課題等 担当課

施策目標２「子どもの「生きる力」をはぐくむ教育環境づくり」　
基本施策２「学校における教育環境の充実」　　　　　　　　※「第2期静岡市教育振興基本計画」に沿って取組を進めます。

事　業　名

135 1-5

全国学力・学習状況調査による分
析を参考にしながら、有償ボランティア
を派遣し放課後の学習指導を行いま
す。

全国学力・学習状況調査の
分析をもとに、モデル校12校
に有償ボランティアを配置し、
実践研究を行う。

6,135

対象児童の学力向上を目指
すとともに、効果的な補充学
習方法を普及させた。国語は
５年生が14.1pt、６年生が
10.1pt上昇し、　算数は６年
生が14.7pt上昇した。

Ａ

対象校１６校において確実に
支援が行われた。類似問題
を使用した事後調査におい
て、対象児童の学力の向上
が見られた。

・力量の高い学力アップリー
ダー支援員の確保。
・研修等を通じた学力アップ
支援員の資質向上。
・対象児童の選考。

学校教育課

136

市内小中学校へＩＣＴ教育機器を整
備し、各教科、道徳、特別活動又は
総合的な学習の時間などで活用しま
す。
※ＩＣＴとは、情報（Information）や通
信（Communication）に関する技術
（Technology）の総称。特に教育で
は、ネットワークを生かして情報や知
識の共有を図ることを目指していま
す。

小学校86校、中学校43校の
全校で実施

237,383

市内小・中学校（小学校86
校、中学校43校）において、
整備されたICT環境を活用
し、各教科、道徳、特別活
動、総合的な学習の時間の
授業で実施した。

Ａ

タブレット型ＰＣの導入や大型
提示装置を増やしたことで、
従来の特定の教科や学習内
容での活用から、活用機会
が広がり、特に普通教室での
活用事例が増えている。ま
た、学校間交流における活
用の研究やプログラミング教
育の実践を進めることができ
た。

大型提示装置等の環境の
不足。

学校教育課

137

豊かな自然や身近な地域での様々
な体験活動を通して、環境に対する
関心を培うことを目的に、環境教育を
推進します。

全小中学校で地域の特性に
応じて実施
全小中学校で教科横断的
な環境教育の確実な実施

―

全小中学校において、各教
科の内容と環境教育の関連
を図り教科横断的に授業を
実施した。総合的な学習の
時間において、環境をテーマと
している学校が探究的な活
動を実施した。

Ａ

教科の授業校における実施
校：125校
総合的な学習の時間におけ
る実施校：82校

今後も授業において教科横
断的に環境教育を継続的に
推進する必要がある。

教育センター

138

小中学生の社会的・職業的自立に
向けて必要な基盤となる能力や、態
度を育てることを目的としたキャリア教
育を推進します。

キャリア教育担当者会の実
施
全中学校において連続3日
間以上の職場体験学習を実
施

79

市立の全中学校で、連続３
日間以上の職場体験学習を
行う。のべ43校が実施。全小
中学校担当者を対象にキャリ
ア教育担当者会を実施。

Ａ

職場体験学習を全中学校で
３日間以上実施することがで
きた。キャリア教育担当者会
で、小中一貫を見据えた新し
い取り組みが始まった。

・職場体験学習の意義につ
いての指導。
・将来を見据えた職業選択
の考え方やそれに向けた目標
設定。

学校教育課

139

教科、総合的な学習、道徳又は特
別活動等を通して、学校や地域の実
態に応じて福祉に関わる学習や活動
を推進します。

全小中学校が福祉協議会と
連携した学習活動を推進す
る。
地域、学校の実態に即した
福祉教育を全校体制で推進
する。

―

市立各小中学校が、社会福
祉協議会の共同募金事業
や福祉教育支援事業、福祉
教育研修等を通じて、より実
践的な福祉教育に取り組ん
だ。

B

福祉教育講師や社会福祉
協議会の方の協力（相談・
コーディネート等）を得て、福
祉教育の授業や活動を展開
することができた。福祉教育
実施校の福祉担当者が社
会福祉協議会に出席し、研
修を積んだ。

多くの市内小中学校が、福
祉教育を実施している。しか
し、学校・学年・学級の経営
方針や方向性に左右され、
取り組むべき他の教育もあ
り、特定の学校、学年に偏り
がちである。

学校教育課

学力アップサポート事
業

ＩＣＴを生かした教育の
推進

環境教育の推進

キャリア教育の推進

福祉教育の推進
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No
再掲
か所

事　業　概　要 令和元年度末目標値
平成30年度

決算額（千円）
平成30年度

取組内容・成果
進捗
状況

評価 課題等 担当課

施策目標２「子どもの「生きる力」をはぐくむ教育環境づくり」　
基本施策２「学校における教育環境の充実」　　　　　　　　※「第2期静岡市教育振興基本計画」に沿って取組を進めます。

事　業　名

140

日本語指導が必要な児童生徒に対
し、日常生活及び学習活動参加す
るために必要な日本語の習得の支援
と、当該児童生徒及びその保護者が
学校生活全般に適応するための支
援をします。

増加傾向にある、少数散在
型の当該児童生徒に対応し
た、外国人児童生徒指導事
業の改善とともに、学校内の
指導体制の確立を目指し
た、実践的な教員の研修会
（日本語指導担当者会）など
の充実を図る。

6,359

外国人及び帰国児童生徒に
対し、日本語の初期指導を
継続的に行い、日本語習得
をめざす。教室指導54人、訪
問指導72人。

Ａ

通級指導教室、訪問指導、
適応指導を行い、日本語指
導を必要とする児童・生徒や
その保護者に対して対応をし
た。また、児童生徒が日本語
に対応できるように学校との
連携を密にした。

・訪問時間が限られており、
十分な対応ができない。
・進学、進級における児童生
徒の引継ぎと、年度初めの児
童の実態把握。

学校教育課

141 1-5

いじめ、不登校又は問題行動など、
児童生徒の心の問題に対応するた
め、スクールカウンセラーや教育相談
員を小中高等学校に配置し、児童
生徒、保護者などへの相談活動を実
施します。

スクールカウンセラー　40人
小学校は週４、中学校は週
８時間
高等学校は隔週４時間
教育相談員　33人
生徒数200人以上の中学校
に1日５時間×週3日

65,948

いじめや不登校、問題行動
等、児童生徒の心の問題へ
の支援等を行った。
【配置状況】
ｽｸｰﾙｶｳﾝｾﾗｰ：39名
配置校数：小学校69校、中
学校37校、高等学校２校
勤務時間
小学校…週3時間
中学校…規模に応じ週６か
ら８時間
高等学校…隔週４時間

教育相談員：32名
配置校数：中学校36校
勤務時間：生徒数200名以
上の中学校に対し学校規模
に応じ1日５時間、週１から４
日で配置

Ａ

スクールカウンセラーの専門的
な支援やカウンセラーと連携
する相談員の支援により、学
校における相談機能等の向
上が図られた。

生徒指導連絡会等を通し
て、効果的な活用方法を周
知する。

児童生徒支
援課

142

12学級以上の小中学校に置かれた
司書教諭及び図書館担当者の補佐
役として学校司書を配置し、授業等
による計画的活用を図るとともに、児
童生徒が主体的に学習に活用できる
場としての充実を図ります。

市内6学級以上の小中学校
に学校司書を配置するととも
に、５学級以下の学校につい
ても生徒・児童数に応じて近
隣校で兼務するなどし、学校
司書配置の拡充を図る。

61,148

学校司書を105校へ配置し
た。また、令和４年度より実
施予定の小中一貫教育を見
据え、学校司書の有り方を
検討した。

Ａ

学校司書を105校に配置し、
学校図書館の充実を図ると
共に、研修会では小中一貫
教育グループ校のスポット校
がより実践的な研修を行い、
充実を図った。

研修のさらなる充実。
総合教育会議を受けての学
校図書館の充実。

教育センター

日本語指導が必要な
児童・生徒への支援

スクールカウンセリング
事業

学校図書館教育推
進事業
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No
再掲
か所

事　業　概　要 令和元年度末目標値
平成30年度

決算額（千円）
平成30年度

取組内容・成果
進捗
状況

評価 課題等 担当課

施策目標２「子どもの「生きる力」をはぐくむ教育環境づくり」　
基本施策２「学校における教育環境の充実」　　　　　　　　※「第2期静岡市教育振興基本計画」に沿って取組を進めます。

事　業　名

143

小中高校の児童生徒が、様々な専
門家等から静岡のすばらしい産業や
文化について学んだり、職場体験等
を通して、進路や職業について考えま
す。

民間教育力活用事業：１校
あたり２万５千円補助
職場体験学習：全中学校で
連続3日間以上実施
キャリア教育担当者会の実
施

2,911

学校教育活動全般に民間
教育力を導入した。その費用
の補助や外部講師の人材バ
ンクを学校に提供した。総件
数540件、講師人数2,450人

Ａ

前期、後期の２回、希望する
学校への追加配当を行った。
外部講師の派遣により、目
的に即した指導を行うことがで
きた。

外部講師の有効活用及び
外部講師のリストを拡充して
いくことが必要である。

学校教育課

144

幼稚園、小中学校の行事や学習時
間において講師を派遣し、自国や他
地域・他国の伝統や文化を学ぶな
ど、国際理解教育を推進します。

小中学校の要請に応じて、
講師等を派遣する。

―

総合的な学習の時間等にお
ける国際理解の授業における
依頼があれば外国語指導助
手を派遣した。

B

各学校の担当者による計画
のもと授業が実施され、ALT
やGETの活用をすることで、
英語をつかった授業の充実が
図れた。中国からの訪日教
育旅行団を８団体受け入れ
ることで国際理解教育を推
進することができた。

外国籍で日本語の習得に困
難がある児童、生徒に対する
日本語指導はまだ支援体制
が十分ではない。ALTやGET
の活用においては授業者との
打合せ等の時間の確保が難
しい。訪日教育旅行の増加
に対する対応が十分ではな
い。

学校教育課

再掲
(113)

1-4

依頼に基づき、認定こども園、幼稚
園、保育所、障がい児施設、小中学
校等を特別支援相談員等が訪問
し、対象児の観察と検査、保護者や
職員との面談を行い、適正な就学に
つなげるための相談や支援を行いま
す。

特別支援相談回数：年800
回

154,629

特別支援相談回数：年
1,192回
就学にかかわる相談1,038回
巡回相談154回及びケース
検討会４回

A

こども園等や小・中学校から
の依頼に基づき、幼児児童
生徒及び保護者を対象とし
た相談活動を行い、適正な
就学の実現、校内における
支援の充実につなげることが
できた。

・相談件数の増加
・相談内容の多様化
・医療等、関係機関との連携

学校教育課
（特別支援教
育センター）

再掲
(114)

1-4

保護者の意見を十分に聴いた上で、
医学、教育学、心理学等の専門家
による就学支援委員会で障がいのあ
る児童生徒の就学先について審議
し、適正な就学につなげます。また、
就学後の支援も継続して行っていき
ます。

就学支援委員会実施回数3
回
就学支援委員会での審議
件数　1,500件以上

381
就学支援委員会を年間３回
開催し、2,057件の審議を
行った。

A

障がいのある幼児児童生徒
の適正な就学先について、慎
重かつ適切な審議を行うこと
ができた。

・審議件数の増加
・障害の多様化
・保護者の就学に対する考え
方の多様化

学校教育課
（特別支援教
育センター）

再掲
(115)

1-4

特別支援教育に従事する教員の専
門性の向上のため、個々の障がいの
特性に応じた教育内容や指導方法
についての研修を行います。
・特別支援教育コーディネーター専門
研修
・特別支援教育研修
・言語・発達教室担当者研修
・特別支援学級担当者研修
・新任特別支援学級担任・通級指
導教室担当者研修
・就学支援担当者研修会

受講者アンケートで「理解が
深まった」と回答する割合：
80％以上（継続実施）

241

受講者アンケートで94％の
「理解が深まった」との回答を
得た。
特別支援教育コーディネー
ター専門研修（６回）、特別
支援教育研修（３回）、言
語・発達・肢体通級指導教
室担当者研修（３回）、特別
支援学級担当者研修（２
回）、新任特別支援教育担
当教員研修（４回）等を開
催。

A

特別支援教育に関する教職
員研修を計21回開催し、参
加したのべ1,270名の教職員
が専門性を向上することがで
きた。

通常学級、通級指導教室、
特別支援学級それぞれの教
育の場や経験年数など、教
職員それぞれのニーズに応じ
た研修会の実施

学校教育課
（特別支援教
育センター）

次世代育成プロジェク
ト事業

国際理解教育の推進

特別支援教育推進
事業

障がいのある児童生
徒への就学支援

特別支援教育研修
会の開催
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No
再掲
か所

事　業　概　要 令和元年度末目標値
平成30年度

決算額（千円）
平成30年度

取組内容・成果
進捗
状況

評価 課題等 担当課

施策目標２「子どもの「生きる力」をはぐくむ教育環境づくり」　
基本施策２「学校における教育環境の充実」　　　　　　　　※「第2期静岡市教育振興基本計画」に沿って取組を進めます。

事　業　名

再掲
(116)

1-4

中学校特別支援学級及び特別支
援学校生徒を対象に進路懇談会や
進路説明会等を開催し、卒業後の
進路決定を支援します。

中学校卒業後の進路決定
率　100％

425
進路決定率：100％
中学校特別支援学級卒業
生89人が進路先を決定

A

計画的に事業が実施され、
中学校特別支援学級卒業
生を、将来の社会自立に向
けたそれぞれの進路選択につ
なげることができた。

中学校卒業後の進路の選
択肢の拡充

学校教育課
（特別支援教
育センター）

再掲
(117)

1-4
特別支援学級へ就学する児童生徒
を養育する保護者の経済的負担を
軽減するため、補助金を交付します。

法令・交付要綱等に基づき、
対象となる児童・生徒に適切
に補助金を交付する。

小学校　16,239
中学校　12,482

小学生　589人
中学生　314人

A 目標どおり事業を実施した。
特別支援学級に在籍する児
童生徒の増加への対応。

児童生徒支
援課

266

市内にある小学校に在籍する４年生
が授業の一環として行う「駿府匠宿」
での創作体験学習に対して、体験料
を補助します。

体験学習申込児童数：市立
小学校に在籍する４年生の
人数の60％

5,471

事業の啓発及び補助金の交
付
体験学習申込児童数
3,311人

Ａ

市内全小学４年生5,439人
中3,311人（60％）が体験申
込みした。児童の多くが伝統
工芸の大変さや素晴らしさを
感じ、興味を持っていること
が、アンケート結果から明らか
となった。

申込児童数増加に向け、学
校や関係機関との連絡を密
にし、未実施校に対し明確で
効率的な周知を行う必要が
ある。

産業振興課

特別支援教育進路
指導協議会による進
路指導

特別支援教育就学
奨励費補助金交付
事業

地場産品体験学習
事業
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No
再掲
か所

事　業　概　要 令和元年度末目標値
平成30年度

決算額（千円）
平成30年度

取組内容・成果
進捗
状況

評価 課題等 担当課

再掲
(19)

1-2
1-5
4-1
5-2
5-3

子ども未来課
教育総務課

再掲
(20)

1-2
1-5
4-1
5-2
5-3

放課後児童ク
ラブの運営★

保護者が就労等により昼間家庭にい
ない児童の健全な育成を目的に、小
学校や児童館等に専用室を設けて、
家庭に代わる遊びや生活の場を提供
します。また、準備ができたところから、
順次、午後7時までの延長に取り組
みます。

175室の運営
※受入可能人数　6,064人

719,008
市内78か所（157室）での児
童クラブ運営を実施した。

A

令和元年5月1日時点での入
会決定者数は5,396名であ
り、待機児童数は86名であっ
た（前年に比べ、入会決定者
322名増、待機児童87名
減）。

受託者との連携強化による
効果的な事業運営の推進。

子ども未来課

再掲
(21)

1-2
4-1
5-2
5-3

放課後児童ク
ラブの整備★

平成31年度のニーズ量に対応できる
よう平成27年度から5年間で順次拡
充していきます。

整備後クラブ室数　175室 332,772
市内16か所（22室、665名
分）の児童クラブ整備を実施
した。

A

令和元年5月1日時点での入
会決定者数は5,396名であ
り、待機児童数は86名であっ
た（前年に比べ、入会決定者
322名増、待機児童87名
減）。

適切な手法・内容による整備
事業の推進。

子ども未来課

再掲
(22)

1-2
1-5
4-1
5-2
5-3

放課後子ども
教室推進事業
★

市立小学校の全児童を対象とし、全
小学校に順次整備を進めます。放課
後に小学校の施設を利用して、各種
体験活動や地域の人・異学年の児
童との交流、学習支援などの活動
を、地域の方と共に行います。様々な
活動や学びを通して、子ども達の自
主性や社会性、創造性をはぐくみま
す。

市立小学校全86校で放課
後子ども教室を開設し、事業
を実施する。

44,676

①新規校11校を加えた44校
で放課後子ども教室を実施
した。
②運営スタッフのスキル向上
のための研修会を年２回実
施した。

B

放課後子ども教室実施校
数、スタッフ研修回数とも目
標値を達成することが出来
た。参加児童の満足度も目
標値を概ね達成しており、安
心・安全で充実した子どもの
居場所として機能していると
考えられる。

安全管理や事故対応に不安
がないようにする必要があるた
め、スタッフ研修会を区ごとに
開催し、安全管理や児童へ
の接し方等の技能を高め、事
故を未然に防止する。

教育総務課

再掲
(23)

1-2
4-1
5-2
5-3

放課後児童ク
ラブと放課後子
ども教室の一
体的実施★

全ての児童が参加できるように、同一
の小学校敷地内等で放課後児童ク
ラブと放課後子ども教室を一体的に
（一体型又は連携型により）実施しま
す。

69校での実施 ―

放課後子ども教室新規開設
校11校全校で、総合的な放
課後児童対策として、放課
後児童クラブとの一体型実施
を開始した。

B

目標どおり事業を実施した。
新規開設時のノウハウを活用
し、児童クラブや学校との連
携方策等を進めたことにより、
今後、新規に開設を希望す
る学校は増えており、一定の
成果を上げている。

児童クラブ一体型では、児童
クラブ支援員との連絡協力体
制に差が見られるため、「放
課後児童対策事業運営委
員会」で、連携協力体制や
「共通プログラム」の充実に向
けた協議を継続し、事業の円
滑な運営につなげる。また、
今後の事業拡大に向け、両
事業所管課での連絡調整や
現場への伝達を密に行う。

子ども未来課
教育総務課

施策目標２「子どもの「生きる力」をはぐくむ教育環境づくり」　
基本施策３「地域や家庭における教育環境の充実」　　　　　※「第２期静岡市教育振興基本計画」に沿って取組を進めます。

事　業　名

重点事業

放課後子ども対策
★

共働き家庭等の「小１の壁」の解消を図るとともに、次代を担う人材を育成するため、全ての児童が放課後等を安全・安心に過ごすことができ、多様な体験・活動を行うことができるよう、第５章の計画に沿っ
て放課後児童クラブ及び放課後子ども教室の拡充や、一体的実施に取り組みます。
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No
再掲
か所

事　業　概　要 令和元年度末目標値
平成30年度

決算額（千円）
平成30年度

取組内容・成果
進捗
状況

評価 課題等 担当課

施策目標２「子どもの「生きる力」をはぐくむ教育環境づくり」　
基本施策３「地域や家庭における教育環境の充実」　　　　　※「第２期静岡市教育振興基本計画」に沿って取組を進めます。

事　業　名

再掲
(24)

1-2
1-5
3-3
4-1
5-2
5-3

放課後児童ク
ラブの利用者
負担の軽減★

低所得世帯、ひとり親家庭、多子世
帯などの放課後児童クラブの利用を
必要とする家庭が、経済的理由によ
り利用できないことのないよう、世帯の
所得の状況や、同時に入会している
兄弟姉妹の数に応じて、保護者負担
金を軽減します。

利用料が高いから利用してい
ない人の割合の減少(4.1%
H25ニーズ調査)（継続実施）

36,251
1,052人に対して負担軽減を
行った。

A
対象者の経済的負担軽減に
寄与した。

事務の効率化を図る必要が
ある。

子ども未来課

再掲
(25)

1-2
4-1
5-2
5-3

民間放課後児
童クラブへの運
営費等補助★

市民の多様なニーズに応えるととも
に、保護者負担を軽減するため、民
間事業者による児童クラブの運営に
対し、その費用の一部を補助します。

民間児童クラブ補助クラブ数
10クラブ
※利用者数　200人

38,771
民間事業者６団体に対して、
運営費補助を行った。

A
民間児童クラブ運営の参入
を促進した。

民間活力を利用し、より待機
児童数の減少につなげる必
要がある。

子ども未来課

再掲
(120)

1-5

生活困窮世帯の子どもが学習を習
慣づけられるよう、世帯に家庭支援員
を派遣し、支援を行うことで、学習に
向けた環境を整えます。

家庭支援員の派遣：年240
回

3,026 45世帯　597回訪問 A
支援世帯数の増加に比例
し、家庭支援員の派遣も増
加した。

生活支援課CWに再点検を
促し、埋もれている支援世帯
の掘り起こしを強化。

福祉総務課

再掲
(119)

1-5
3-3

ひとり親家庭や生活困窮世帯の子ど
もを対象として居場所を提供し、学習
支援・生活支援を行うとともに、ひとり
親家庭等にボランティアを派遣し学習
支援を行います。

実施か所ごとの支援開催回
数：年50回

23,743

学習支援の会場を４か所新
設、学習支援10か所、生活
支援３か所において実施し
た。

A
会場4箇所新設したため、登
録者数、延べ参加者数ともに
増加した。

学習支援会場の新設、支援
が必要な子どもへの事業の周
知方法検討。

子ども家庭課

再掲
(126)

1-5

市内に在住する勤労者の教育費の
負担を軽減し、福祉の増進を図るた
め、県労働金庫が勤労者に貸し付け
る教育資金貸付金に対して、利子補
給を行います。

支給件数を予測することが困
難であるため、申請の実績に
合わせ支給を行う。

2,802 支給件数853件
評価対象
外

事業を適正に実施した。 勤労者への周知 商業労政課

145

小学校４キロ（中山間地の小学校３
キロ）、中学校６キロ（徒歩自転車の
場合４キロ）を超えて通学する児童生
徒の保護者を対象に補助金を交付
します。

要綱等に基づき、距離要件
を満たす児童・生徒に正確か
つ確実に補助金を交付する。

小学校　13,079
中学校 　 6,062

小学生　400人
中学生　132人

Ａ 目標どおり事業を実施した。 支払時期の適正化
児童生徒支
援課

再掲
(128)

1-5

経済的理由により就学困難な児童
生徒の保護者を対象に、学用品費
や通学費、修学旅行費、給食費、
医療費等の必要な援助を行います。

経済的理由により就学困難
な児童生徒の保護者に対し
て、適切に援助を実施する。

小学校　186,912
中学校　142,909

小学生
(準要保護） 2,579人
(要保護)　　　333人
中学生
(準要保護)　1,311人
(要保護)　　　209人

Ａ 目標どおり事業を実施した。
就学援助認定審査の方法に
ついての見直し。

児童生徒支
援課

関連事業

生活困窮世帯の
子どもの学習意欲
を向上させるための
支援（生活困窮世
帯の子どもの学習
を支援するための
親への支援）

ひとり親家庭及び
生活困窮世帯の
子どもへの学習・生
活支援

勤労者教育資金
貸付金利子補給
事業

遠距離通学費補
助金交付事業

要・準要保護児童
生徒扶助費交付
事業

45



46

No
再掲
か所

事　業　概　要 令和元年度末目標値
平成30年度

決算額（千円）
平成30年度

取組内容・成果
進捗
状況

評価 課題等 担当課

施策目標２「子どもの「生きる力」をはぐくむ教育環境づくり」　
基本施策３「地域や家庭における教育環境の充実」　　　　　※「第２期静岡市教育振興基本計画」に沿って取組を進めます。

事　業　名

再掲
(121)

1-5

成績優秀で意欲がありながら経済的
理由等により就学が困難な高校生、
短大生、専門学校、大学生又は大
学院生を対象に、奨学金を貸与しま
す。

平成27年度からは、短大、大学等の
貸付者を前年度比約50人拡充する
とともに、平成27年度以降の新規貸
付者に対して、短大、大学等を卒業
したのちに市内に居住し、市民税所
得割を納付する等の要件を満たす場
合の返還免除規定を創設することに
より、さらに充実した支援を実施してい
く予定です。

高校生　　約20人
大学生等　約350人

50,100

予約採用制度の実施

●H30 新規貸与
高校生　　 2人
大学等　 99人

A

予約採用制度を実施したこと
で、新規貸与者数は前年度
から倍増した。

大学等における修学の支援
に関する法律の本事業に対
する影響を考慮し、貸与対
象者への本事業の広報・周
知について検討する必要があ
る。

児童生徒支
援課

再掲
(127)

1-5
修学困難な高校生、短大生及び大
学生を対象に、教育奨励費（入学一
時金）として奨学金を給付します。

平成26年度実績と同等の支
給実績を維持する。

3,000
高校生　   　  ４人
短大生　　　   ４人
大学生　　　 24人

Ａ 目標どおり事業を実施した。
支給実績を維持するために
は、篤志家から更なる寄附金
を確保等をする必要がある。

児童生徒支
援課

再掲

篤志奨学金給付
事業

施策目標１の基本施策１の№7～18の事業、基本施策２の№29～74の事業。

育英奨学金貸付
事業
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No
再掲
か所

事　業　概　要 令和元年度末目標値
平成30年度

決算額（千円）
平成30年度

取組内容・成果
進捗
状況

評価 課題等 担当課

146
出会いのイベントや「婚活」に関する
講座を開催し、官民連携により結婚
を支援する気運の醸成を図ります。

平均初婚年齢を下げる（継
続実施）

1,083

・出会イベントの開催（10回）
　成立カップル率：35.8％
・若年層向けライフデザインセ
ミナーの開催（152人）

Ａ
出会いのイベントを10回開催
し、同イベントでのカップル率
が3割を超えている。

カップル成立の目標値は達成
できたものの、その後の成婚
率向上等、最終的な目標達
成のため、引き続き、効果的
な出会いイベントの開催、意
識啓発に努めるとともに、カッ
プル成立後も適切なフォロー
を行うなど、継続的・一体的
な結婚支援に努める。

青少年育成
課

147

医療保険が適用されず、高額な治療
費がかかる不妊治療（体外受精、顕
微受精、男性不妊治療、人工授
精）に対し、その治療に要する経費の
一部を助成し、妊娠を望む夫婦の経
済的負担の軽減を図るとともに、少
子化対策に繋げます。
（※平成27年度より新規に男性不妊
治療（無精子症に係る手術経費）も
助成対象とします。）

助成件数　延1,800組 217,221

平成30年度  助成件数
1,378組

特定不妊治療費補助金申
請件数
1,060組

一般不妊治療費補助金申
請件数
292組

不育症治療費補助金申請
件数
26組

Ａ 目標どおり事業を実施した。
補助金申請要件を満たす全
ての夫婦に、補助金支給を
行うための予算の確保。

子ども家庭課

148 1-5

妊娠期から子育て期にわたるまでの
総合的相談支援を行い、保健師等
の専門職が妊産婦等の状況を継続
的に把握し、必要に応じて関係機関
と協力して支援プランを策定すること
により、必要な支援につなげ、切れ目
ない支援を実施します。

平成27年度に1か所で開始
し、28年度以降の展開につい
ては今後の検討とする。

650
葵区・清水区・駿河区3区に
開設し、電話相談等に対
応。

Ａ 目標どおり事業を実施した。
各区1か所（計3か所）の整備
が完了し、より一層の周知を
図っていく。

子ども家庭課

149

出産後の回復や育児等に不安を持
つ産婦と新生児を対象として、助産
所でのショートステイやデイケア等によ
り、産婦の母体管理、生活指導及び
沐浴その他の育児指導を行います。
(※平成27年度からデイケアも実施し
ます。)

ショートステイ型
　利用者数 　　10人
　利用延日数　70日
デイケア型
　 利用日数　30人
訪問型
　利用人数　50人

13,574

平成29年度の事業内容に加
え、児が長期入院等の場合
は母のみの利用も可能とし
た。
・宿泊型利用　延べ32人、
延べ88日
・日帰り型（相談と休息タイ
プ）利用　延べ8人、延べ10
日
・日帰り型（相談タイプ）利用
延べ874人、延べ1,347日
・訪問型利用　延べ718人、
延べ1,036日

Ａ
制度の拡充により目標値を
大幅に上回る利用が見られ
ている。

委託先としての医療機関の
参入に関し、関係機関との協
議や対象者スクリーニングにつ
いての検討が必要。

子ども家庭課

施策目標３「喜びと安心感をもって生み育てることができる環境づくり」
基本施策１「結婚・妊娠・出産期から子育て期に至る切れ目のない支援や医療保健体制の充実」　

重点事業

事　業　名

しずおかエンジェルプロ
ジェクト推進事業

不妊治療費助成事
業

妊娠・出産包括支援
★
（利用者支援事業
（母子保健型））

産後ケア事業
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No
再掲
か所

事　業　概　要 令和元年度末目標値
平成30年度

決算額（千円）
平成30年度

取組内容・成果
進捗
状況

評価 課題等 担当課

施策目標３「喜びと安心感をもって生み育てることができる環境づくり」
基本施策１「結婚・妊娠・出産期から子育て期に至る切れ目のない支援や医療保健体制の充実」　

事　業　名

150

子どもの健やかな成長と子育て家庭
の経済的負担の軽減のため、子ども
（0歳～中学校卒業まで）が病気やけ
がなどで医療機関に入院・通院したと
きの医療費の一部を助成します。

受給者証取得率：100％ 1,998,142

・受給者証を発行し、子ども
医療費を助成
・受給者証未申請者に申請
案内実施
（受給者証取得率98.0%）

Ａ 目標どおり事業を実施した。
出生、転入等、新規に発行
する時機に確実に発行するよ
う勧奨する。

子ども家庭課

151

市女性会館相談室において、女性
特有の身体や健康に関する悩みに対
し、専門の女性医師等が相談に応じ
ます。

申込者減により実施回数見
直し。平成２７年度からは、
隔月実施とする（２か月に１
度の実施）。

（H27で終了） （H27で終了）
（H27で終

了）
（H27で終了） （H27で終了）

男女参画・多
文化共生課

152
静岡市国保加入者が出産した場
合、出産育児一時金を支給します。

健康保険法等の法令に基づ
き、すべての対象者に出産育
児一時金を支給し、子育て
家庭の負担軽減に寄与

183,983

対象者に出産育児一時金を
支給。出産育児一時金支
給件数　437件  支給金額
183,983千円
うち直接支払制度利用　421
件　167,534千円

Ａ
目標どおり事業を実施し、子
育て家庭の負担軽減に寄与
した。

（特になし）
保険年金管
理課

153

安全・安心な分娩や出産、妊婦の経
済的負担の軽減を図るため、母子健
康手帳交付時に妊婦健康診査受
診票（最大14回分の公費負担）及び
妊婦歯科健康診査受診票（１回分
の公費負担）を交付し、医療機関等
への受診を勧奨します。

延件数　63,459件
実人数　5,410人
平均受診回数　11.73回
（H29目標値見直し）

418,478
延件数　55,545件
実人数　4,522人
平均受診回数　12.28回

Ａ
妊婦における一人当たりの平
均受診回数が増加した。

母子手帳交付時に確実な
受診を勧める。

子ども家庭課

154

乳児（４か月児、10か月児）の健やか
な成長と保護者が安心して育児でき
るよう、疾病の早期発見や保健指導
が受けられる公費負担の受診票を発
行し、医療機関への受診を勧奨しま
す。

４か月児健診　受診率
98.0％
10か月児健診　受診率
93.0％

57,463

４か月児健診
　受診率　97.9％
10か月児健診
　受診率　96.0％

Ａ 目標どおり事業を実施した。 更なる受診率の向上。 子ども家庭課

155

市内医療機関等で出生する新生児
に対し、先天性代謝異常等の疾患
の早期発見・早期治療に繋げるた
め、その検査を保護者が希望した場
合、市は検査費用を負担します。

希望する保護者すべてに対し
て検査費用を負担する。

16,630 延件数　20,990件 Ａ 目標どおり事業を実施した。 継続的支援の実施。 子ども家庭課

156
市と歯科医師会との協働により、乳
幼児とその保護者を対象としたむし歯
予防教室を実施します。

開催回数　　49回
参加者数　　1,800組

4,427
開催回数　53回
参加者数　1,983組

Ａ
回数、参加者数とも目標を
上回ることができた。

参加者の増加など、効果的
な事業運営について、静岡・
清水歯科医師会と協議して
いく必要がある。

健康づくり推
進課

関連事業

子ども医療費の助成

女性のための健康相
談（H27終了）

出産育児一時金の支
給

妊婦健康診査事業
★

乳児健康診査の実施

先天性代謝異常等の
検査の実施

乳幼児むし歯予防教
室
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No
再掲
か所

事　業　概　要 令和元年度末目標値
平成30年度

決算額（千円）
平成30年度

取組内容・成果
進捗
状況

評価 課題等 担当課

施策目標３「喜びと安心感をもって生み育てることができる環境づくり」
基本施策１「結婚・妊娠・出産期から子育て期に至る切れ目のない支援や医療保健体制の充実」　

事　業　名

157

各保健福祉センターにおいて母子健
康手帳の交付時に個別面談により
妊婦の身体的・精神的・社会的状
況について把握し、母子の健康管理
や育児に対しての保健相談を実施し
ます。また、産後のメンタルヘルスにつ
いても、妊婦とその家族に説明しま
す。

母子健康手帳を交付し、健
康相談を実施
交付件数　5,300件
※妊娠週数11週以内の妊
娠届出率　92.0％

― 交付件数　4,593件 Ａ 目標どおり事業を実施した。
産後ケアやママケアディサービ
スなど、産前・産後の支援の
周知

子ども家庭課
葵区健康支
援課
駿河区健康
支援課
清水区健康
支援課

158

身体や家庭環境その他の事情により
個別支援が必要な妊産婦に対し、
安心して出産・育児ができるように、
保健師・助産師が家庭訪問を実施
します。

妊産婦への保健師・助産師
による家庭訪問
妊婦　実件数　430件　延件
数670件
　　　※保健師のみの訪問
産婦　(保健師訪問）
　　　実件数　1,760件　延件
数2,530件
　　　(助産師訪問）
　　　実件数　3,285件　延件
数3,385件
　　　　※保健師・助産師の
重複訪問有

12,557

妊婦 実件数 331件
　　延件数 576件
　※保健師のみの訪問
産婦　(保健師訪問）
 実件数　1,682件
 延件数　2,625件
　(助産師訪問）
 実件数2,888 件
 延件数2,956件
 ※保健師・助産師の重複訪
問有

Ａ 目標どおり事業を実施した。
就業している妊産婦への早
期支援及び妊娠中の継続
支援。

子ども家庭課
葵区健康支
援課
駿河区健康
支援課
清水区健康
支援課

159

生後４か月までの乳児がいるすべての
家庭を対象に、保健師・助産師・赤
ちゃん訪問員が訪問し、子育てに関
する情報を提供するとともに乳児及び
その保護者の心身の状況を把握し、
養育についての相談に応じ、助言その
他の援助を行います。

訪問率　100％
訪問実件数　5,367件
(内訳）
葵　　1,861件
駿河　1,828件
清水　1,678件
（H29目標値見直し）

―
（No.158妊産婦訪問事業に

含む）

訪問率　97.4％
訪問実件数　4,671件

Ａ 目標どおり事業を実施した。
2人目、3人目の出産など、
訪問を希望しない家庭に対
する対応。

子ども家庭課
葵区健康支
援課
駿河区健康
支援課
清水区健康
支援課

160

幼児（１歳６か月児、３歳児）の健康
の保持増進を図るため、各保健福祉
センターにおいて身体的発育、精神
発達等についての健康診査・保健指
導を実施します。

１歳６か月児健診受診率
96.0％
３歳児健診受診率95.0%

36,105

１歳６か月児健診
　受診率　97.0％
３歳児健診
　受診率　96.9%

Ａ 目標どおり事業を実施した。 更なる受診率の向上。

子ども家庭課
葵区健康支
援課
駿河区健康
支援課
清水区健康
支援課

161

幼児（１歳６か月児、３歳児）の健康
診査の結果、身体的・精神的疾病
又は異常の疑いがある幼児に対し、
医療機関への受診の勧奨や保健福
祉センターでの２次健診を実施しま
す。

精密健診対象者すべてに受
診券を発行し、疾病の早期
発見、早期治療に繋げる
２次健診の受診者100％

841 2次健診の受診者87.4% Ａ
概ね目標どおり事業を実施し
た。

未受診者に対する受診勧奨
方法。

子ども家庭課
葵区健康支
援課
駿河区健康
支援課
清水区健康
支援課

母子健康手帳の交付
と妊婦保健相談

妊産婦訪問事業

こんにちは赤ちゃん事
業★

幼児（１歳６か月児、
３歳児）健康診査の
実施

２次健診・精密健診
の実施
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No
再掲
か所

事　業　概　要 令和元年度末目標値
平成30年度

決算額（千円）
平成30年度

取組内容・成果
進捗
状況

評価 課題等 担当課

施策目標３「喜びと安心感をもって生み育てることができる環境づくり」
基本施策１「結婚・妊娠・出産期から子育て期に至る切れ目のない支援や医療保健体制の充実」　

事　業　名

162
認定こども園等に出向き、歯みがき
教室を実施します。

調査のもと、希望する全園に
対し実施

3,057
指導園数　165園（172回）
指導者数　13,619人

Ａ 希望する全園に実施をした。
希望園の増加に伴い、委託
団体と事業の実施内容を検
討する必要がある。

健康づくり推
進課

163
永久歯の萌出時期である子どもを対
象に、フッ化物洗口による歯質強化
を行います。

実施施設数の増加（市立こ
ども園全園実施）

4,800

市立こども園　58園中57園
実施
私立こども園　41園中24園
実施
私立保育園　　52園中41園
実施
国立・私立幼稚園　29園中
8園実施
市立小学校　　87校中4校
実施

Ａ
フッ化物洗口実施施設が3園
増加した。

フッ化物洗口に対する正しい
知識を普及するとともに、新
規開設園に対しては、丁寧
な説明のもと実施に向けた支
援を行う。

健康づくり推
進課

164

初めてお母さん・お父さんになる保護
者を対象に、お風呂の入れ方や親の
心構え等を指導する両親教室や、初
妊婦を対象に、安心して出産に臨め
るよう保健指導（栄養や口腔衛生を
含む）をするマタニティ教室を開催しま
す。

開催回数　120回
―

（※No.10おやこ食育教室
に含む）

開催回数111回 Ａ 目標どおり事業を実施した。

安心して出産・子育てができ
るための支援の継続。少子
化に伴い参加者数が減少。
回数、内容等の検討が必
要。

葵区健康支
援課
駿河区健康
支援課
清水区健康
支援課

165

乳幼児の健康を守るため、保健師が
子どもの発育、栄養、生活環境又は
疾病予防等に関し必要な保健指導
を家庭訪問等の対象に応じた方法で
実施します。

乳幼児相談支援対象者数
6,300人
乳幼児訪問　延件数
4,000件
電話・面接による相談数
9,500件

―
（※No.158妊産婦訪問事業

に含む）

乳幼児相談支援対象者数
　6,604人
乳幼児訪問延件数　　3,966
件
電話・面接による相談数
10,425件

Ａ 目標どおり事業を実施した。 継続的な支援の実施。

葵区健康支
援課
駿河区健康
支援課
清水区健康
支援課

166
保健福祉センターの保健師が、個別
相談等の育児支援を実施します。

開催回数　380回
相談者　延人数8,500人
6か月児育児相談受診率
92.0％

―
（※No.10おやこ食育教室

に含む）

開催回数　390回
相談者延人数　8,131人
6か月児育児相談受診率
93.5％

Ａ 目標どおり事業を実施した。
育児に自信がもてる支援の
継続実施。

葵区健康支
援課
駿河区健康
支援課
清水区健康
支援課

167
9か月前後の乳児を対象に、むし歯
予防やお口の発達に関する教室や相
談を開催します。

開催回数　102回
参加者数　2,100人

752
開催回数　102回
参加者数　1,767人

Ａ
目標どおりの回数を実施した
が、参加者数は目標に達し
なかった。

個別通知発送者参加率が
74.7％であったため、参加者
のニーズを把握し、実施内容
を随時見直し、参加者を増
やす必要がある。

健康づくり推
進課

歯みがき巡回指導

フッ化物洗口法による
むし歯予防事業

両親教室・マタニティ
教室の開催

乳幼児訪問・相談支
援事業

育児相談の実施（0歳
児の育児相談６か月
児育児相談等）

9か月児歯の教室
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No
再掲
か所

事　業　概　要 令和元年度末目標値
平成30年度

決算額（千円）
平成30年度

取組内容・成果
進捗
状況

評価 課題等 担当課

施策目標３「喜びと安心感をもって生み育てることができる環境づくり」
基本施策１「結婚・妊娠・出産期から子育て期に至る切れ目のない支援や医療保健体制の充実」　

事　業　名

168

保護者に対して、離乳に対する正し
い知識と基礎的な実践力を身につけ
るため、実際にその時期にあった離乳
食の作り方のデモンストレーションや調
理実習、試食を行います。

９センターで継続実施
開催予定回数　120回以上
参加者率　定数に対して
70％以上

―
（※No.10おやこ食育教室

に含む）

開催回数　　127回
参加者数　1,713人
参加者率　　63.5％

Ａ
概ね目標どおり事業を実施し
た。

会場や開催時期によって参
加人数に差がある。周知方
法や各会場の開催数の検
討。

葵区健康支
援課
駿河区健康
支援課
清水区健康
支援課

169

親子遊び、グループ遊びを通して、こと
ばや社会性を身につけ、集団になじめ
るようにしていくあそびの教室を開催し
ます。集団になじめるようにし、養育者
が教室参加により、子どもとのかかわり
に自信が持て、より積極的な育児が
できるようにします。

開催回数　78回
対象者数　延人数　600人

―
（※No.10おやこ食育教室

に含む）

開催回数　72回
対象者数　578人

Ａ 計画どおり事業を実施した。
平成30年度は３区であそびの
ひろば、ぱすてるひろばが2か
所になった。 縮小の方向。

葵区健康支
援課
駿河区健康
支援課
清水区健康
支援課

170

出生時の体重が2,000グラム以下又
は未熟児性を有する乳児を対象に、
入院医療費及び食事療養費を公費
で負担します。

給付件数420件 38,721 給付件数　341件 Ａ
適正な事務処理を行い、市
民負担の軽減に寄与した。

引き続き適正な事務処理に
努める。

保健予防課

171
子ども（18歳未満）の慢性疾病のう
ち、特定の疾患について、その医療費
の一部を公費で負担します。

給付件数　7,000件 161,282 給付件数　8,738件 Ａ
適正な事務処理を行い、市
民負担の軽減に寄与した。

引き続き適正な事務処理に
努める。

保健予防課

172

感染症の発生やまん延を防ぐため、
子どもに対して予防接種を実施しま
す。また、市独自の救済措置等を実
施し、接種の機会を逃した子どもに接
種の機会を設けます。

予防接種実施件数
A類疾病　　144,327件

1,360,666
予防接種実施件数
Ａ類　128,619件

Ａ 目標どおり事業を実施した。
引き続き適正な事務処理に
努める。

保健予防課

173

経済的な理由から入院助産を受ける
ことができない妊産婦を助産施設に
入所させ、安全に出産できるようにし
ます。

市内3か所で実施
利用見込数 16人

5,139

児童福祉法第22条の規定に
より実施する助産施設への
入所措置を行った。
利用数　14人

Ａ 目標どおり事業を実施した。 関係機関との連携。 子ども家庭課

243

生後４か月以上１歳未満の子どもを
持つ母親とその子どもを対象として、
母親が休息できる場所を提供し、子
育ての先輩が子育てに関する「話し
相手」となり、合わせて専門職による
相談支援を行うことで、母親の家庭
や地域での孤立感を和らげ、安心し
て子育てできるよう支援します。

192回実施計画（週４日程
度実施）　利用者定員　768
人

6,956

144回実施（各区週１回程
度実施）　利用者定員720
組
（利用者延べ数701組）

B

計画どおりの事業実施ができ
ており、事業の認知度も上が
り利用者数は大幅に増えて
いる。

多くの人が公平に利用できる
環境の検討。

子ども家庭課

離乳食の作り方教室
の開催

健診事後フォロー教
室の開催（パンダ教
室、イルカの会など）

未熟児養育医療の給
付

小児慢性特定疾病
医療費の給付

予防接種の実施

助産施設措置事業

ママケアデイサービス
（H28新規）
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No
再掲
か所

事　業　概　要 令和元年度末目標値
平成30年度

決算額（千円）
平成30年度

取組内容・成果
進捗
状況

評価 課題等 担当課

施策目標３「喜びと安心感をもって生み育てることができる環境づくり」
基本施策１「結婚・妊娠・出産期から子育て期に至る切れ目のない支援や医療保健体制の充実」　

事　業　名

245

新生児期に聴覚障害を発見し、早
期の療育を行うことで、音声言語発
達等への影響が最小限に抑えられる
ことから、新生児聴覚検査の費用に
ついて助成し、対象者に検査を促し、
早期発見・早期療育のための支援に
繋げていきます。

受検率　92％ 19,865 受検率　93.4％ Ａ 目標どおり事業を実施した。
母子手帳交付時に確実な
受診を勧める。

子ども家庭課

256

産後うつの予防や新生児への虐待予
防等を図るため、母子健康手帳交
付時に産婦健康診査受診票（2回
分の公費負担）を交付し、医療機関
等への受診を勧奨します。

1,250人 6,711
1回目　700人
2回目　646人

B

平成31年1月1日から事業を
開始したため、受診者数が少
なかったが、支援が必要な産
婦に対する医療機関との連
携が強化された。

母子手帳交付時に確実な
受診を勧める。

子ども家庭課
産婦健康診査事業
（H30新規）

新生児聴覚スクリーニ
ング検査（H29新規）
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No
再掲
か所

事　業　概　要 令和元年度末目標値
平成30年度

決算額（千円）
平成30年度

取組内容・成果
進捗
状況

評価 課題等 担当課

174

子育てに関する行政情報や制度案
内をはじめ、サークル紹介、イベント情
報などを総合的に掲載したウェブサイ
トを管理運営します。携帯やスマート
フォンにも対応するほか、ＳＮＳを活用
した情報発信を行います。

毎月平均トップページアクセス
件数　15,000件

2,333

子育て応援の総合的なウェブ
サイトを管理運営するととも
に、より伝わりやすいサイト構
成のため、過去の利用状況
を分析して、季節ごとの特設
サイトを作成し、アクセス件数
の増加に努めた。併せて、Ｓ
ＮＳを活用した情報発信を継
続的に行った。
（平成30年度毎月平均トップ
ページアクセス件数　3,280
件）
　また、名刺型ＰＲツールの配
布や駅構内広告等により利
用促進に努めた。

Ｃ

本サイトの認知度向上のた
め、チラシ等の配布により利
用促進に努めたが、トップペー
ジのアクセス件数目標値の達
成にはつながらなかった。

市の子育て情報を利用する
際、静岡市のホームページを
検索するユーザーもみられるこ
とから、静岡市ホームページと
のすみわけ（ちゃむへのリンクの
張り方等）を検討する必要が
ある。また、継続してウェブサイ
ト自体の認知度向上につな
がる周知方法の検討が必要
である。

子ども未来課

175 子ども未来課

176
子育て支援セ
ンターの運営★

子育ての不安感等を解消するため、
未就園児及びその保護者を対象に、
子育てに関する相談、情報提供、親
子の交流の場を提供するとともに
様々なイベントを実施します。

市内23か所で実施
256,586

（No.177と合算）

子育て支援センター19か所を
運営 （中央子育て支援セン
ター 2か所、地域子育て支援
センター17か所）
年間利用者数　 219,549人

Ａ
19か所(今年度1か所休止)の
子育て支援センターにおいて
適正な運営を実施した。

多様化する利用者ニーズの
把握に努め、子育て支援セン
ターの職員及び施設等の質
の向上に努める。

子ども未来課

177
子育て支援セ
ンターの整備★

市域全体の均衡と地域性、地域の
子どもの数などを勘案し、子育て支
援センターの設置を進めます。

23か所運営（31年度末まで
に新たに5か所整備）

256,586
（No.176と合算）

平成30年度は整備なし。令
和元年度整備に向け、協
議・調整を行った。

Ａ
令和元年度開設する目途を
つけた。(H30年度末 19か所
運営)

多様化する利用者ニーズに
向け、開設場所や区域の調
整が必要。

子ども未来課

178

地域の子育て支援センターに子ども
未来サポーターを配置し、認定こども
園、保育所をはじめとする子育て支
援の利用全般について相談、情報提
供を行います。また、各区の子育て支
援課に保育コーディネーターを配置
し、認定こども園、保育所等の利用
申請等に関する相談、情報提供を
行います。

子ども未来サポーター　23か
所設置
保育コーディネーター　3か所
設置

33,192

子ども未来サポーター13か所
配置
保育コーディネーター３か所配
置

B

（保育コーディネーター）
目標どおり事業を実施した。

（子ども未来サポーター）
平成30年度配置計画19か
所に対し、配置か所数が下
回っている。

子育て未来サポーターの認知
度が低いことと、有資格者の
確保が難しい。

子ども未来課
幼保支援課
葵区子育て支
援課
駿河区子育て
支援課
清水区子育て
支援課

179 子ども未来課

子育て支援セン
ターによる支援★

施策目標３「喜びと安心感をもって生み育てることができる環境づくり」
基本施策２「子育て・親支援サービスの充実」　

事　業　名

重点事業

静岡市子育て応
援総合サイト「ちゃ
む」の運営

子育ての不安感を解消するため、身近な地域に設けられた子育て支援センターにおいて、乳幼児とその保護者が気軽に集い、相互交流でき、また、子育ての不安や悩みを相談できる場を提供します。

親支援プログラムの
実施

子ども未来サポー
ター・保育コーディ
ネーター★
(利用者支援事
業）

子育てに不安や悩みを持つ保護者を対象に、子育てに関する様々な講座を開催し、子育ての負担感や育児不安の軽減を図ります。
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No
再掲
か所

事　業　概　要 令和元年度末目標値
平成30年度

決算額（千円）
平成30年度

取組内容・成果
進捗
状況

評価 課題等 担当課

施策目標３「喜びと安心感をもって生み育てることができる環境づくり」
基本施策２「子育て・親支援サービスの充実」　

事　業　名

180
「ノーバディズ・
パーフェクト」講
座の開催

1980年代にカナダ保健省が開発した
親支援・虐待予防プログラムで、ファ
シリテーターのもと、参加者が他人の
意見や価値観を尊重・共有し合い、
寄り添いながら、子育てにおける様々
な悩み・不安への解決方法を見出し
ていく講座を開催します。

毎年度、2会場で講座を開
催（週1回の全6回を１講座と
して実施）。

337
２会場で講座を開催（１開催
６回）

Ａ 目標どおり事業を実施した。
子育て中の母親がより参加し
やすいよう、託児環境等の整
備が必要。

子ども未来課

181
「子育てコーチ
ング講座」の開
催

子育てに不安や悩みを持つ保護者を
対象にメンタルのコーチング講座を開
催します。

毎年度、2会場で講座を開
催（１開催２回）。

191
２会場で講座を開催（１開催
２回）

Ａ 目標どおり事業を実施した。
上記講座や支援センターなど
の講座が多数あるため、内容
を検討していく必要がある。

子ども未来課

182
市女性会館において、子育て支援に
関する様々な講座を実施します。

女性会館事業（指定管理事
業）において毎年度継続実
施。

―
（指定管理料に含む）

・0～1歳児の母親の悩みに
寄り添う講座「①赤ちゃんと絵
本を楽しもう（2回）」「②ママと
ベビーの親子ピラティス（4
回）」
・未就学児の母親向け性教
育講座「小学校入学前から
始める　カラダと性の話」を実
施した。

Ａ 目標どおり事業を実施した。 （特になし）
男女参画・多
文化共生課

183

子どもの保護者が家庭教育に必要
な現代的課題等について学び、仲間
をつくることにより、子どもたちの健やか
な成長を促し、豊かな人間性を育む
ことを目的として実施します。

無人館・山間地を除く32生
涯学習施設のうち26生涯学
習施設で家庭教育学級を実
施、生涯学習推進課で13学
級を実施。

直営事業分543
及び指定管理料の一部

無人館・山間地を除く32生
涯学習施設のうち29生涯学
習施設で家庭教育学級を実
施、生涯学習推進課で11学
級を実施。

Ａ

子どもの保護者を対象に家
庭教育学級を実施した。講
座数や内容等の改善を行
い、児童の健やかな育ちのた
めの家庭環境づくりを支援し
た。

家庭教育学級の参加者募
集に苦慮しており、引き続き
対象者や講座内容等の改
善を行う。

生涯学習推
進課

184

子育てに関する様々な情報を掲載し
たハンドブックを作成し、主に保健福
祉センターで母子健康手帳交付時に
配布します。

20,000部作成・配布 1,426

子育てに関する様々な情報
を掲載したハンドブックについ
て、より利用者にとって使いや
すいものとするためのリニューア
ルを行った。
乳幼児版、就学児版計
20,000部を作成し、保健福
祉センター等で配布した。

Ａ

リニューアルを行い、携帯性を
重視し、形状の変更及びデ
ザインのリニューアルを行い、
計画通り20,000部を作成し
配布を行った。

デザイン性と情報量の両立を
図るために、掲載情報の見
直しを行う必要がある。

子ども未来課

185 5-1

各地区の地区社会福祉協議会、主
任児童委員等が中心となり、主に未
就園児及びその保護者を対象に、親
子の交流の場の提供、情報交換、
子育て相談及び各種催し物等を実
施します。

54地区81事業 2,180

①地区社会福祉協議会との
連絡調整
②補助金交付事務
子育てトーク52地区71事業

Ａ

地区社協との連携会議等に
出席するなどし、52地区71事
業に対し、適正に補助金交
付事務を実施できた。

当該事業の未実施地区へ
普及を図るための調整が必
要。

子ども未来課

関連事業

女性会館事業「子
育て関連講座」の
実施

家庭教育学級の
実施

「しずおかし子育て
ハンドブック」の作
成・配布

子育てトーク事業
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No
再掲
か所

事　業　概　要 令和元年度末目標値
平成30年度

決算額（千円）
平成30年度

取組内容・成果
進捗
状況

評価 課題等 担当課

施策目標３「喜びと安心感をもって生み育てることができる環境づくり」
基本施策２「子育て・親支援サービスの充実」　

事　業　名

186

認定こども園、保育所、幼稚園を開
放し、地域の未就園児や保護者にふ
れあいや遊びの場を提供するととも
に、育児に関する相談・講座等を実
施します。

（子育て広場事業）
私立幼稚園19園で実施。

（あそび・子育ておしゃべりサロ
ン）
全ての市立こども園及び多く
の私立保育所で実施。

(子育て広場事業)
2,131

（あそび・子育ておしゃべりサロ
ン）

2,921

（子育て広場事業）
　未就園児と保護者を対象
に、幼稚園の施設などを使っ
て親子遊びや幼稚園行事に
参加できる「子育て広場」の
開催、保護者が抱える乳幼
児の発達や子育て、幼稚園
教育などの悩みや相談に応
じる「幼児教育相談」を実施
した。
私立幼稚園19園で実施
子育て広場参加者14,547人

（あそび・子育ておしゃべりサロ
ン）
未就園児と保護者を対象に
全ての市立こども園及び、私
立保育園で、親子遊びや子
育て支援、相互交流を目的
として実施した。
全市立こども園で実施。
     　8,644人

Ａ

(子育て広場事業)
私立幼稚園19園が工夫を凝
らし、多彩な催しを年間通じ
て計画的に実施し、親子のふ
れあいの場等を提供すること
ができた。

（あそび・子育ておしゃべりサロ
ン）
計画どおり、市立こども園全
園で実施できた。

（子育て広場事業）
　(特になし)

（あそび・子育ておしゃべりサロ
ン）
事業の周知方法。
参加者の確保。

幼保支援課

子ども未来課

187

日常での子ども・若者とのよりよい関
わりに活用してもらうため、市民を対
象にカウンセリング講座を開催し、カウ
ンセリング理論や技術の普及を図りま
す。

延べ参加者数350人
参加者の講座満足度85％

（H27で終了） （H27で終了）
（H27で終

了）
（H27で終了） （H27で終了）

青少年育成
課

188

妊娠中や出産直後であるため、又は
多子世帯であるため家事・育児を行
うことが困難な家庭を対象として、子
育て支援ヘルパーを派遣し、家事・育
児の支援を行うことにより、子育ての
負担の軽減や育児不安の予防を図
ります。

登録者数：280人 1,521

子育て支援ヘルパー派遣に
よる家事の負担軽減と育児
不安の予防
登録者数：359人

Ａ
目標を上回る登録者を確保
することができた。

各区子育て支援課との連携
強化及び制度の周知。

子ども家庭課

189 1-5

養育支援が特に必要であると判断し
た子育て家庭に対して、専門的資格
を有する訪問員等がその家庭を訪問
し、養育に関する指導・助言、家事
援助などを行います。

訪問世帯数：39世帯 1,050 訪問世帯数：19世帯 Ｃ

目標値に対する実績は低い
が、対象世帯のスクリーニング
をしっかりと行った上で、必要
な世帯には全てに訪問員を
派遣し、支援を実施すること
ができた。

関係機関との連携により、支
援が必要な世帯を的確に把
握できるよう努める。

子ども家庭課

カウンセリング講座
の実施（H27終了）

子育て広場事業

（あそび・子育てお
しゃべりサロン）

子育て支援ヘル
パー派遣事業

養育支援訪問事
業★

55



56

No
再掲
か所

事　業　概　要 令和元年度末目標値
平成30年度

決算額（千円）
平成30年度

取組内容・成果
進捗
状況

評価 課題等 担当課

施策目標３「喜びと安心感をもって生み育てることができる環境づくり」
基本施策２「子育て・親支援サービスの充実」　

事　業　名

190

次代の社会を担う児童の健やかな成
長に資することを目的として、児童を
養育する者に手当を支給します。
＊平成22年４月分から平成24年３
月分までは、「子ども手当」として支
給。

現況届提出率：100％ 10,211,712

児童手当受給者が支給を継
続して受けられるよう現況届
の提出督促を３回実施

現況届提出率：99％

Ａ 目標どおり事業を実施した。
各区子育て支援課との連携
の強化を図る。

子ども家庭課

191 4-1

育児疲れ・育児不安等の解消、児
童の虐待防止及び子育て家庭への
支援を図るため、児童福祉施設等に
おいて短期入所を実施します。

市内3か所で実施
利用者見込　　延べ361人

752
市内3か所で実施
利用者　延べ86人

Ｃ 目標値を下回った。
各区子育て支援課との連携
の強化を図る。

子ども家庭課

再掲
(76)

1-3
1-5

児童相談所
子ども家庭課

再掲
(77)

1-3
1-4
1-5

児童相談所の
運営

児童相談所において、家庭や地域、
その他機関等から、子どもに関する
様々な相談に応じるとともに、子ども
が抱える問題や環境を的確に捉え、
社会的養護が必要であると判断した
場合、対象となる子どもに対して措置
を行うなど、必要に応じた対応を行い
ます。また、児童相談所職員の資質
向上を図るため、アドバイザー等を活
用し、人材育成に取り組みます。

「子どもの最善の利益」のため
に相談内容に応じた診断及
び指導等の100％実施
児童虐待を疑われる場合の
48 時 間 以 内 の 安 否 確 認
100％実施
社会的養護の充実及び整
備を行い里親委託率50％以
上

47,921

①診断、指導
　　　　　随時実施
②48時間以内の安否確認
　　　　　100％実施
③里親委託率
　　　　　48.2%

A

虐待に関するものを含め、児
童に関する様々な相談に対
して適切に対応し、また一時
保護が必要な児童を適切に
一時保護所へ入所させること
ができた。

児童虐待相談対応件数は
年々増加している上に、複
雑・困難なケースも多く、取り
巻く環境は厳しさを増してい
る。このような中、相談対応を
行う職員、児童心理司、児
童福祉司には高度な専門性
と経験が求められている。
職員の資質向上及び専門
性の確保のため、年齢や職
位に応じた計画的研修の実
施や、嘱託医、弁護士、アド
バイザー等の専門家の活用
により、効率的な知識・経験
の蓄積を図る。

児童相談所

再掲
(78)

1-3
1-5

家庭児童相談
室の運営

各区福祉事務所に家庭児童相談
室を設置し、子どもに関する様々な
問題について、子ども、家庭又は地
域住民などからの相談に応じ、必要
な助言を行います。

市内３か所で、子どもに関す
る様々な相談に応じる。相談
受付件数1,500件

469

市内３か所で、子どもに関す
る様々な相談に応じた。
成果
相談受付件数2,162件

A 目標どおり事業を実施した。 関係各課との連携強化。 子ども家庭課

児童相談所及び各区福祉事務所に設置している家庭児童相談室において、家庭、地域、関係機関等から子どもに関する様々な相談に応じるとともに子どもが抱える問題や環境を的確に捉え、適切な
支援を実施します。そのための人材育成や体制の確保に取り組みます。

児童相談体制（児
童相談所、家庭
児童相談室等）の
確保

子育て短期支援
事業★

児童手当の支給
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No
再掲
か所

事　業　概　要 令和元年度末目標値
平成30年度

決算額（千円）
平成30年度

取組内容・成果
進捗
状況

評価 課題等 担当課

再掲
(119)

1-5
2-3

ひとり親家庭や生活困窮世帯の子ど
もを対象として居場所を提供し、学
習支援・生活支援を行うとともに、ひ
とり親家庭等にボランティアを派遣し
学習支援を行います。

実施か所ごとの支援開催回
数：年50回

23,743

学習支援の会場を４か所新
設、学習支援10か所、生活
支援３か所において実施し
た。

A
会場4箇所新設したため、登
録者数、延べ参加者数とも
に増加した。

学習支援会場の新設、支援
が必要な子どもへの事業の
周知方法検討。

子ども家庭課

再掲
(81)

1-3
1-5

児童養護施設や母子生活支援施
設の小中学生を対象として学習ボラ
ンティア等を派遣し学習を支援すると
ともに、児童養護施設の高校生を対
象として学習塾の費用を助成します。

各施設内での学習支援の開
催回数：年50回

（H29で終了）

（H29で終了）
※児童入所施設措置費に
組込まれたため、施設側にて

継続実施

（H29で終
了）

（H29で終了） （H29で終了）
子ども家庭課
児童相談所

再掲
(122)

1-5

ひとり親家庭の就業自立を支援する
ため、就業に役立つ資格取得のため
に各種講座を受講する場合の受講
費用を助成するほか、看護師、保育
士等の資格取得のため養成機関で
修業する場合には修業期間中（上限
３年間（国の基準は２年間））の生活
費と賃貸住宅の費用（上限月25,000
円）を支給します。

制度の認知度　75％ 16,770

[支給件数]
自立支援教育訓練給付金
17件
高等職業訓練促進給付金
15件
高等職業訓練修了支援給
付金３件

[認知度向上に向けた取組]
・児童扶養手当受給者宛て
にチラシを送付
・児童扶養手当現況届会場
にポスター設置

A 目標どおり事業を実施した。 認知度の向上 子ども家庭課

再掲
(123)

1-5

ひとり親を対象に就業支援を専門に
行う、就業支援専門員を配置し、ひ
とり親への就業支援・転職支援を行
います。

支援専門員による継続支援
の実施

2,699
就労支専門員を配置し、就
労支援を実施

A 目標どおり事業を実施した。 他機関との連携 子ども家庭課

施策目標３「喜びと安心感をもって生み育てることができる環境づくり」
基本施策３「ひとり親家庭への支援」　【静岡市ひとり親家庭等自立促進計画】　

重点事業

事　業　名

ひとり親家庭及び生
活困窮世帯の子ども
への学習・生活支援

児童養護施設、母子
生活支援施設の子ど
もへの学習支援（H29
終了）

母子家庭自立支援
給付金事業

ひとり親就業支援専
門員による支援
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No
再掲
か所

事　業　概　要 令和元年度末目標値
平成30年度

決算額（千円）
平成30年度

取組内容・成果
進捗
状況

評価 課題等 担当課

施策目標３「喜びと安心感をもって生み育てることができる環境づくり」
基本施策３「ひとり親家庭への支援」　【静岡市ひとり親家庭等自立促進計画】　

事　業　名

再掲
(124)

1-5
ひとり親の就業自立に結びつけるた
め、ひとり親の高卒資格取得費用を
支援します。

制度の認知度75%（継続実
施）

‾

[支給件数]
実績なし

[認知度向上に向けた取組]
・児童扶養手当受給者宛て
にチラシを送付
・児童扶養手当現況届会場
にポスター設置

評価対象
外

事業の利用がなかった。 認知度の向上 子ども家庭課

再掲
(4)

1-1
1-5
2-1
4-1

認定こども園等における幼児期の教
育・保育に係る保育料について所得
に応じた金額に設定し、低所得世帯
の負担を軽減します。また、保育料の
算定に当たっては、未婚・非婚のひと
り親についても税法上の寡婦とみなし
て保育料を算定することにより、経済
的負担を軽減します。

希望していた事業が利用でき
なかった理由として、「利用料
が高い」と回答した割合の減
少（5.1%　H25ニーズ調査）
（継続実施）

みなし寡婦軽減措置
6世帯:172

多子世帯への軽減措置拡
大

646世帯：42,807
第２子：14,310
第３子：28,497

平成27年度の取組を更に拡
大し、第２子を半額、第３子
以降無償（ひとり親世帯は第
２子以降無償）とする減額措
置の適用における、第何子か
を決定する際の算定対象と
なるお子様の年齢制限等を
撤廃するに当たり、国の規定
より適用対象世帯の範囲を
拡大して実施した。
対象世帯：646世帯

A
目標どおり事業を実施し、利
用者の負担軽減に寄与し
た。

（特になし） 幼保支援課

再掲
(24)

1-2
1-5
2-3
4-1
5-2
5-3

低所得世帯、ひとり親家庭、多子世
帯などの放課後児童クラブの利用を
必要とする家庭が、経済的理由によ
り利用できないことのないよう、世帯の
所得の状況や、同時に入会している
兄弟姉妹の数に応じて、保護者負
担金を軽減します。

利用料が高いから利用してい
ない人の割合の減少（4.1%
H25ニーズ調査）（継続実施）

36,251
1,052人に対して負担軽減を
行った。

A
対象者の経済的負担軽減に
寄与した。

事務の効率化を図る必要が
ある。

子ども未来課

192 1-5

父又は母と生計を一にしていない子ど
もが養育される家庭生活の安定と自
立の促進に寄与するため、児童扶養
手当を支給し、児童福祉の増進を図
ります。（所得制限あり）

現況届提出率　100％ 2,211,112

現況届提出率 96％
手当の支給・制度改正に係
る周知を実施
現況届に関するお知らせ送
付・受付事務の実施

A 目標どおり事業を実施した。
確実な事業実施のため各区
子育て支援課との連携を図
る。

子ども家庭課

193 1-5

母子家庭等に経済的自立の助成と
生活意欲の助長を図り、併せてその
扶養している子どもの福祉を増進す
るため、修学資金、生活資金等の各
種資金を貸付します。

制度の認知度　75％ 368,379

母子及び父子並びに寡婦に
対し、修学資金など12種類
の貸付金の貸付けを実施し
た。（口座振込：毎月）

A 目標どおり事業を実施した。
確実な事業実施のため各区
子育て支援課との連携を図
る。

子ども家庭課

関連事業

ひとり親の学び直し支
援

幼児期の教育・保育
の負担の軽減★

放課後児童クラブの
利用者負担の軽減

児童扶養手当の支
給

母子父子寡婦福祉
資金の貸付
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No
再掲
か所

事　業　概　要 令和元年度末目標値
平成30年度

決算額（千円）
平成30年度

取組内容・成果
進捗
状況

評価 課題等 担当課

施策目標３「喜びと安心感をもって生み育てることができる環境づくり」
基本施策３「ひとり親家庭への支援」　【静岡市ひとり親家庭等自立促進計画】　

事　業　名

194 1-5

所得税非課税世帯の母子家庭の母
子や父子家庭の父子、両親のいない
子どもを対象に、母子家庭等の生活
の安定と健康の保持を目的として、
医療費を助成します。

現況届提出率　100％ 139,662

・母子家庭等の医療費を助
成
・現況届に関するお知らせ送
付・受付事務の実施
（現況届発送2,600件、提出
2,473件　提出率95.1％）

A 目標どおり事業を実施した。
事業実施の継続に向け、各
区子育て支援課との連携を
図る。

子ども家庭課

195

児童扶養手当を受給している母子
家庭の状況、ニーズ等に対応した自
立支援プログラムを策定し、自立と就
業を支援します。

制度の認知度　75％ 1,664

策定件数 17件

・プログラム策定員を配置し、
児童扶養手当受給者の就
労支援を実施。
・認知度向上に向けた取組
を実施。

A 目標どおり事業を実施した。 認知度の向上 子ども家庭課

196

母子家庭等の就業・自立を図るた
め、就業相談、職業紹介、就業支
援講習会、特別相談会、養育費等
の相談、養育費セミナー、就業支援
セミナー等を実施します。

制度の認知度　75％（継続
実施）

6,435

相談件数　2,549件
・就労相談・職業紹介等の
一貫した就労支援を行うとと
もに、生活相談、養育費相
談等を実施。
・認知度向上に向けた取組
を実施。

A 目標どおり事業を実施した。 認知度の向上 子ども家庭課

197

母子家庭等の福祉の増進を図るた
め、生活援助（食事の世話、掃除な
ど：1時間単位）や子育て支援（乳幼
児の保育など：2時間単位）を行う家
庭生活支援員を派遣します。（利用
者負担あり。0円～1,800円）

登録者数　200人 2,091

・ひとり親家庭に、生活援助
や子育て支援を行う家庭生
活支援員を派遣した。
・認知度向上に向けた取組
を実施。

B
登録家庭数　120家庭
派遣回数　328回
延べ利用時間　1,368H

登録件数が目標の６割であ
るため、引き続き周知を行
い、登録者数の増加を図る。

子ども家庭課

198 1-5

母子家庭や父子家庭の精神的支援
や生活の安定を図るため、子どもが
悩みを気軽に相談できる大学生等
（ホームフレンド）を派遣して、生活面
での指導を行います。

制度の認知度：75％（継続
実施）

2,064

・ひとり親家庭の児童が気軽
に相談できる大学生等（ホー
ムフレンド）を派遣し、生活面
での指導を行った。
・認知度向上に向けた取組
を実施。

A 目標どおり事業を実施した。 認知度の向上 子ども家庭課

199

保護を必要とする配偶者のない女子
等やその子どもを母子生活支援施設
に入所させ、自立に向けて生活を支
援します。

市内外の施設で実施
利用世帯　延べ200世帯/年

80,580

児童福祉法第23条の規定に
より実施する母子生活支援
施設への入所措置を行った。
延べ　223世帯

A 目標どおり事業を実施した。 （特になし） 子ども家庭課

再掲
(244)

1-5
ひとり親家庭を対象としたファイナン
シャルプランナーによる個別相談会を
行います。

家計相談の継続実施 （H29終了）

（H29終了）
※ﾌｧｲﾅﾝｼｬﾙﾌﾟﾗﾝﾅｰｽﾞ協
会静岡県支部主催相談会

への紹介

（H29終
了）

（H29終了） （H29終了） 子ども家庭課

母子家庭等日常生
活支援事業

ひとり親家庭生活支
援事業

母子生活支援施設
措置事業

ひとり親家庭への家計
相談事業（H29新規）
（H29終了）

母子家庭等医療費
の助成

母子自立支援プログ
ラム策定事業

母子家庭等就業・自
立支援センター運営
事業
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No
再掲
か所

事　業　概　要 令和元年度末目標値
平成30年度

決算額（千円）
平成30年度

取組内容・成果
進捗
状況

評価 課題等 担当課

再掲
(1)

1-1
2-1

子ども未来課
幼保支援課
こども園課

再掲
(2)

1-1
2-1

認定こども園
等の整備★

待機児童を解消するとともに認定こど
も園を普及するため、認定こども園等
の定員拡大、新設、認定こども園へ
の移行等のために必要な施設整備の
ための費用を補助します。

認定こども園移行支援：定
員増783人
認定こども園等の新設：定員
増1,270人
既存保育施設：定員増381
人
小規模保育事業等の新設：
定員増552人

443,526

認定こども園移行支援：定
員増9人
認定こども園等の新設：定員
増90人
既存保育施設：定員増10人
小規模保育事業等の新設：
定員増132人

A

平成30年度の整備目標には
達しなかったが、概ね計画通
りに施設整備を実施したこと
により、30年４月に続き、31
年４月も待機児童ゼロを達
成した。

令和２年度から始まる次期
計画の中で、量の見込みを
適切に推計し、必要に応じて
施設整備を継続実施してい
く。

子ども未来課

再掲
(3)

1-1
2-1

認定こども園
等の運営★

市立こども園において質の高い教育・
保育を提供するとともに、子どものため
の教育・保育給付の円滑な支給等を
図り、私立園における質の高い教育・
保育を確保します。

認定こども園数　130園程度

（幼保支援課分）
市立こども園

2,638,091
私立こども園等

12,196,826

（こども園課分）
1,646,773

市立こども園、待機児童園、
病児病後児保育室における
教育・保育の実施及び施設
の維持管理を図るとともに、
国が定めた単価に基づき、私
立こども園等に対して、適正
に給付費を支弁した。

市立：62園（こども園56、特
例保育施設（山間地）３、待
機児童園３園）
私立：141園（こども園43、保
育所60、小規模36、事業所
内2）

A

市立こども園、待機児童園
及び私立園における教育・保
育を目標どおり実施するととも
に、国が定めた単価に基づ
き、適正に給付費を支弁する
ことにより、質の高い教育・保
育を提供した。

保育教諭等の人材不足
子ども未来課
幼保支援課
こども園課

再掲
(4)

1-1
1-5
2-1
3-3

幼児期の教
育・保育の負
担の軽減★

認定こども園等における幼児期の教
育・保育に係る保育料について所得
に応じた金額に設定し、低所得世帯
の負担を軽減します。また、保育料の
算定に当たっては、未婚・非婚のひと
り親についても税法上の寡婦とみなし
て保育料を算定することにより、経済
的負担を軽減します。

希望していた事業が利用でき
なかった理由として、「利用料
が高い」と回答した割合の減
少（5.1%　H25ニーズ調査）
（継続実施）

みなし寡婦軽減措置
6世帯:172

多子世帯への軽減措置拡大
646世帯：42,807

第２子：14,310
第３子：28,497

平成27年度の取組を更に拡
大し、第２子を半額、第３子
以降無償（ひとり親世帯は第
２子以降無償）とする減額措
置の適用における、第何子か
を決定する際の算定対象と
なるお子様の年齢制限等を
撤廃するに当たり、国の規定
より適用対象世帯の範囲を
拡大して実施した。
対象世帯：646世帯

A
目標どおり事業を実施し、利
用者の負担軽減に寄与し
た。

（特になし） 幼保支援課

200
待機児童園で
の保育★

年度途中において、保育が必要であ
るにもかかわらず、入所を希望するこど
も園等の定員超過等により入所でき
ない0、1、2歳児を待機児童園で一
時的に預かります。（一時預かり及び
小規模保育）

３か所（各区１か所） 15,392

市内３か所（各区１か所）を
運営し、小規模保育及び一
時預かりにて、０～２歳児を
受け入れた。

Ａ
目標どおり事業（受入れ）を
実施した。

待機児童の状況を把握しつ
つ、今後の運営の方向性につ
いて関係課との協議を行う。

こども園課

施策目標４「子育てと仕事の両立を支援する環境づくり」
基本施策１「多様な保育ニーズに対応するための支援」

事　業　名

重点事業

認定こども園、幼
稚園、保育所等に
おける教育・保育
★

全ての子どもに質の高い幼児期の教育・保育を提供できるよう、第5章の計画に沿って教育・保育の量の確保と質の向上に取り組みます。
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No
再掲
か所

事　業　概　要 令和元年度末目標値
平成30年度

決算額（千円）
平成30年度

取組内容・成果
進捗
状況

評価 課題等 担当課

施策目標４「子育てと仕事の両立を支援する環境づくり」
基本施策１「多様な保育ニーズに対応するための支援」

事　業　名

201
延長保育事業

★

保護者の就労形態の多様化、長時
間の勤務等に対応するため、通常の
保育時間を超えて概ね午後7時まで
の延長保育を実施し、子育てと就労
の両立を支援します。

受入をする子どもの数　5,612
人
（H29目標値見直し）

55,407
（公立こども園の

人件費を除く）

受入した子どもの数
5,254人
(公立園：2,019人
 私立園：3,235人）

Ａ
実施するすべての認定こども
園・保育所等において、延長
保育のニーズに対応した。

保育教諭等の人材不足
幼保支援課
こども園課

再掲
(19)

1-2
1-5
2-3
5-2
5-3

子ども未来課
教育総務課

再掲
(20)

1-2
1-5
2-3
5-2
5-3

放課後児童ク
ラブの運営★

保護者が就労等により昼間家庭にい
ない児童の健全な育成を目的に、小
学校や児童館等に専用室を設けて、
家庭に代わる遊びや生活の場を提供
します。また、準備ができたところから、
順次、午後7時までの延長に取り組
みます。

175室の運営
※受入可能人数　6,064人

719,008
市内78か所（157室）での児
童クラブ運営を実施した。

A

令和元年5月1日時点での入
会決定者数は5,396名であ
り、待機児童数は86名であっ
た（前年に比べ、入会決定者
322名増、待機児童87名
減）。

受託者との連携強化による
効果的な事業運営の推進。

子ども未来課

再掲
(21)

1-2
2-3
5-2
5-3

放課後児童ク
ラブの整備★

平成31年度のニーズ量に対応できる
よう平成27年度から5年間で順次拡
充していきます。

整備後クラブ室数　175室 332,772
市内16か所（22室、665名
分）の児童クラブ整備を実施
した。

A

令和元年5月1日時点での入
会決定者数は5,396名であ
り、待機児童数は86名であっ
た（前年に比べ、入会決定者
322名増、待機児童87名
減）。

適切な手法・内容による整備
事業の推進。

子ども未来課

再掲
(22)

1-2
1-5
2-3
5-2
5-3

放課後子ども
教室推進事業
★

市立小学校の全児童を対象とし、全
小学校に順次整備を進めます。放課
後に小学校の施設を利用して、各種
体験活動や地域の人・異学年の児
童との交流、学習支援などの活動
を、地域の方と共に行います。様々な
活動や学びを通して、子ども達の自
主性や社会性、創造性をはぐくみま
す。

市立小学校全86校で放課
後子ども教室を開設し、事業
を実施する。

44,676

①新規校11校を加えた44校
で放課後子ども教室を実施
した。
②運営スタッフのスキル向上
のための研修会を年２回実
施した。

B

放課後子ども教室実施校
数、スタッフ研修回数とも目
標値を達成することが出来
た。参加児童の満足度も目
標値を概ね達成しており、安
心・安全で充実した子どもの
居場所として機能していると
考えられる。

安全管理や事故対応に不安
がないようにする必要があるた
め、スタッフ研修会を区ごとに
開催し、安全管理や児童へ
の接し方等の技能を高め、事
故を未然に防止する。

教育総務課

共働き家庭等の「小１の壁」の解消を図るとともに、次代を担う人材を育成するため、全ての児童が放課後等を安全・安心に過ごすことができ、多様な体験・活動を行うことができるよう、第５章の計画に沿っ
て放課後児童クラブ及び放課後子ども教室の拡充や、一体的実施に取り組みます。

放課後子ども対策
★
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No
再掲
か所

事　業　概　要 令和元年度末目標値
平成30年度

決算額（千円）
平成30年度

取組内容・成果
進捗
状況

評価 課題等 担当課

施策目標４「子育てと仕事の両立を支援する環境づくり」
基本施策１「多様な保育ニーズに対応するための支援」

事　業　名

再掲
(23)

1-2
2-3
5-2
5-3

放課後児童ク
ラブと放課後子
ども教室の一
体的実施★

全ての児童が参加できるように、同一
の小学校敷地内等で放課後児童ク
ラブと放課後子ども教室を一体的に
（一体型又は連携型により）実施しま
す。

69校での実施 ―

放課後子ども教室新規開設
校11校全校で、総合的な放
課後児童対策として、放課
後児童クラブとの一体型実施
を開始した。

B

目標どおり事業を実施した。
新規開設時のノウハウを活用
し、児童クラブや学校との連
携方策等を進めたことにより、
今後、新規に開設を希望す
る学校は増えており、一定の
成果を上げている。

児童クラブ一体型では、児童
クラブ支援員との連絡協力体
制に差が見られるため、「放
課後児童対策事業運営委
員会」で、連携協力体制や
「共通プログラム」の充実に向
けた協議を継続し、事業の円
滑な運営につなげる。また、
今後の事業拡大に向け、両
事業所管課での連絡調整や
現場への伝達を密に行う。

子ども未来課
教育総務課

再掲
(24)

1-2
1-5
2-3
3-3
5-2
5-3

放課後児童ク
ラブの利用者
負担の軽減★

低所得世帯、ひとり親家庭、多子世
帯などの放課後児童クラブの利用を
必要とする家庭が、経済的理由によ
り利用できないことのないよう、世帯の
所得の状況や、同時に入会している
兄弟姉妹の数に応じて、保護者負担
金を軽減します。

利用料が高いから利用してい
ない人の割合の減少（4.1%
H25ニーズ調査）（継続実施）

36,251
1,052人に対して負担軽減を
行った。

A
対象者の経済的負担軽減に
寄与した。

事務の効率化を図る必要が
ある。

子ども未来課

再掲
(25)

1-2
2-3
5-2
5-3

民間放課後児
童クラブへの運
営費等補助★

市民の多様なニーズに応えるととも
に、保護者負担を軽減するため、民
間事業者による児童クラブの運営に
対し、その費用の一部を補助します。

民間児童クラブ補助クラブ数
10クラブ
※利用者数　200人

38,771
民間事業者６団体に対して、
運営費補助を行った。

A
民間児童クラブ運営の参入
を促進した。

民間活力を利用し、より待機
児童数の減少につなげる必
要がある。

子ども未来課

202

保護者の病気等により家庭で保育を
受けることが一時的に困難となった乳
児又は幼児について、認定こども園、
幼稚園その他の場所において、一時
的に預かりを実施します。

幼稚園利用 168,977人（延
べ）
その他利用　　69,430人（延
べ）
※その他利用
　認定こども園、私立保育
所、中央子育て支援セン
ター、待機児童園（H29目標
値見直し）

幼稚園利用
18,319

その他利用
276,418の一部

幼稚園利用　181,620人

その他利用　39,351人
（内訳）
認定こども園・私立保育所
等：
19,895人
中央子育て支援センター：
12,816人
待機児童園：6,640人

Ａ

（幼稚園・認定こども園・私
立保育所等・待機児童園）
実施するすべての園におい
て、事業運営を支援し、一時
預かりのニーズに対応すること
ができた。

(中央子育て支援センター)
利用者数は減少したが、多
様化する利用者ニーズに対
応する保育を提供できてい
る。

（幼稚園・認定こども園・私
立保育所等・待機児童園）
保育教諭等の人材不足

(中央子育て支援センター)
当日キャンセルへの対策

子ども未来課
幼保支援課
こども園課

203 5-1

子どもの一時的な預かりや移動支援
などを必要とする子育て家庭を援助
するため、援助を受けたい会員（おね
がい会員）と援助を行いたい会員（ま
かせて・どっちも会員）との連絡・調整
や、援助者への講習等を行い、会員
の相互援助を支援します。

会員数　1,400人
まかせて・どっちも会員講習会
4回
会員交流会　4回

20,263

まかせて会員数　1,071人
まかせて・どっちも会員講習会
４回
会員交流会　３回

B

計画どおり講習会を開催し、
地域の子育て支援の担い手
(まかせて会員)を育成している
が、会員の確保については、
平成31年度目標値を下回っ
ている。

まかせて・どっちも会員の確
保。

子ども未来課
ファミリー・サポート・
センター事業★

一時預かり事業★
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No
再掲
か所

事　業　概　要 令和元年度末目標値
平成30年度

決算額（千円）
平成30年度

取組内容・成果
進捗
状況

評価 課題等 担当課

施策目標４「子育てと仕事の両立を支援する環境づくり」
基本施策１「多様な保育ニーズに対応するための支援」

事　業　名

204

病気中又は病気の回復期にある子ど
もの保育や緊急的な預かりなどを必
要とする子育て家庭を援助するため、
援助を受けたい会員（おねがい会員）
と援助を行いたい会員（まかせて・どっ
ちも会員）との連絡・調整等を行うこと
で、会員の相互援助を支援します。

まかせて会員数　242人 9,600 まかせて会員　196人 Ａ
目標値に対し約81%のまかせ
て会員数の確保ができた。

まかせて会員の確保。 子ども未来課

205

子どもが病気中若しくは病気の回復
期であり、集団保育が困難な期間
に、その子どもの一時預かりを行い、
保護者の子育てと就労の両立を支援
します。

３か所（各区１か所） 29,666
市内３か所（各区１か所）で
実施した。

Ａ
市内３か所（各区１か所）にて
計画どおり受け入れを実施し
た。

利用ニーズを把握しつつ、今
後の運営の方向性について
検討し、適切な運営を行う。

こども園課

206

保育士等の人材確保のため、保育
士・保育所支援センターを設置して
求職者と求人者のマッチングを行うほ
か、潜在保育士等の再就職を支援し
ます。

年間マッチング件数16件
就職説明会年１回
潜在保育士再就職支援研
修年２回

5,616

年間マッチング件数60件
就職説明会　合同２回、出
張３回
潜在保育士再就職支援研
修会　　２回

Ａ
全ての目標において、令和元
年度末の目標値を達成する
ことができた。

受け入れ児童のさらなる拡充
に向け施設整備等に伴い、
更なる保育士確保が必要と
なるため、保育士確保につな
げるための情報発信を行い広
く周知していく必要がある。

幼保支援課

再掲
(129)

2-1

保育教諭の確保のため、幼稚園教
諭免許・保育士資格のどちらかを有
する教育・保育従事者に対し、もう片
方の免許・資格を取得するための費
用を助成します。

幼保連携型認定こども園に
おける基準配置上の職員の
資格併有率100％

(幼保支援課分)
330

（こども園課分）
5,657

幼稚園教諭・保育士資格の
どちらかを有している場合、も
う片方の免許・資格を取得す
るための経費の一部を助成し
た。

（幼保支援課分）
補助金交付： 10人

（こども園課分）
補助金交付：
・免許取得26人
・免許更新125人

A

補助金の交付申請に対し、
事務処理を円滑に実施する
ことができ、保育教諭の確保
が図られた。

定期的に進捗管理を行うとと
もに、資格併有率100％を目
指す。

幼保支援課
こども園課

再掲
(191)

3-2

育児疲れ・育児不安等の解消、児
童の虐待防止及び子育て家庭への
支援を図るため、児童福祉施設等に
おいて短期入所を実施します。

市内3か所で実施
利用者見込　　延べ361人

752
市内3か所で実施
利用者　延べ86人

Ｃ 目標値を下回った。
各区子育て支援課との連携
の強化を図る。

子ども家庭課

再掲
(131)

2-1

子育て等による離職者の減少や、女
性が活躍できる環境整備を推進する
ため、事業所内保育施設を設置する
企業に対し助成金を支給します。

助成金支給１件 （H27で終了） （H27で終了）
（H27で終

了）
（H27で終了） （H27で終了） 商業労政課

病児・病後児保育
事業★

緊急サポートセン
ター事業★

事業所内保育施
設設置費助成事
業（H27終了）

幼稚園教諭免許・
保育士資格併有
促進事業★

子育て短期支援
事業★

保育士確保対策
事業★

関連事業
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No
再掲
か所

事　業　概　要 令和元年度末目標値
平成30年度

決算額（千円）
平成30年度

取組内容・成果
進捗
状況

評価 課題等 担当課

207

一人ひとりがやりがいや充実感を感じ
ながら働き、仕事上の責任や生産性
の向上に努めるとともに、家庭や地域
生活などにおいても多様な生き方が
選択できるような社会を実現するた
め、講演会やシンポジウムなどの啓発
事業を開催します。

毎年度、ワーク・ライフ・バラン
ス推進のための事業（講演会
等）を年１回以上開催する。

（H27で終了） （H27で終了）
（H27で終

了）
（H27で終了） （H27で終了）

男女参画・多
文化共生課
子ども未来課
商業労政課

208

地域社会や事業所、学校における男
女共同参画の推進に関する情報を
取り上げ、市民生活における男女共
同参画について啓発を進めるため、
情報誌「パザパ」を年２回発行しま
す。

年２回発行 386
避難所生活、市民意識調
査をテーマに年2回発行した。

Ａ
目標どおり年２回発行するこ
とができた。

より多くの市民に周知できる
啓発方法が課題。

男女参画・多
文化共生課

209

各区役所等にパネルを展示し、経営
戦略としてのワーク・ライフ・バランスの
普及啓発を図ります。
ワーク・ライフ・バランスの一環として
（公財）静岡市勤労者福祉サービス
センター（ジョイブ静岡）及び勤労者福
祉センターの紹介を行い、利用者の
増加を図ります。

継続して実施。
各区役所と、その他施設でパ
ネル展示を実施する。

940
平成30年度受賞企業の取
組を取材し、特集サイトへの
掲載により周知を行った。

Ａ
平成30年度受賞企業の取
組について、好事例として発
信を行った。

効果的な発信方法の検討 商業労政課

210

女性をはじめとした多様な人材の活
躍を応援し、ワーク・ライフ・バランスの
実現に向けた取組を積極的に推進し
ている市内事業所を表彰するととも
に、その取組内容を市ＨＰ等で広く紹
介します。

表彰事業所数5社以上 289 表彰企業　５社 Ａ
目標値である５社の表彰を
行った。

効果的な発信方法の検討 商業労政課

情報誌「パザパ」の発
行

ワーク・ライフ・バランス
啓発キャンペーン

多様な人材の活躍応
援事業所表彰事業

関連事業

施策目標４「子育てと仕事の両立を支援する環境づくり」
基本施策２「ワーク・ライフ・バランスの実現に向けた取組の推進」

重点事業

事　業　名

ワーク・ライフ・バランス
啓発事業（H27終了）
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No
再掲
か所

事　業　概　要 令和元年度末目標値
平成30年度

決算額（千円）
平成30年度

取組内容・成果
進捗
状況

評価 課題等 担当課

211

普段子どもと触れ合う機会が少ない
又は子育てに携わっていない父親が、
子どもと一緒に参加し、親子で遊び、
ふれあうとともに、子育てに関する情報
提供や子育て相談も実施し、母親の
子育ての軽減や父親同士の交流、男
性の子育てを推進します。

9地区9事業 120 ４地区４事業 C
平成30年度の目標値に対
し、実績が下回っている。

父親の子育て支援事業への
参加促進。

子ども未来課

212
市女性会館において、男性の育児参
加に関する事業を実施します。

女性会館事業（指定管理事
業）において毎年度継続実
施。

―
（指定管理料に含む）

主催講座「男性のためのア
サーティブ・トレーニング」を実
施した。

A 目標どおり事業を実施した。 （特になし）
男女参画・多
文化共生課

213

仕事と家庭（子育て）の両立には父親
の協力が必要であるため、父親の子
育てへの関わり方・役割などを掲載し
た啓発冊子「父親のワーク・ライフ・バ
ランス」を各種イベントの際に配布しま
す。

最新版を作成し、毎年度、
関係機関や各種イベント時に
配布

100

静岡市版パパのためのリーフ
レットを作成し、認定こども
園・幼稚園等を通じて市民向
けに配布した。

A
子育てあるあるあるマンガ「お
父さん編」を２種類発行し、
配布を行った。

内容面をより充実させ、父親
が興味を持てる内容を発信す
る。

子ども未来課

女性会館事業「男性
の育児参加」に関する
事業の実施

「父親のワーク・ライフ・
バランス」（父親向けハ
ンドブック）の配布

施策目標４「子育てと仕事の両立を支援する環境づくり」　
基本施策３「男性の子育てへの参加推進」　

重点事業

関連事業

事　業　名

子育てパパトーク事業

65



66

No
再掲
か所

事　業　概　要 令和元年度末目標値
平成30年度

決算額（千円）
平成30年度

取組内容・成果
進捗
状況

評価 課題等 担当課

214

市内の子育て支援活動を行う子育て
サークル、NPO法人、企業などの団
体や個人等からなる連絡会を運営
し、相互理解、情報交換、活動の連
携を進めることで、地域における子育
て支援活動を促進します。

毎年度、連絡会を開催。
会員数７５団体

―
連絡会を３回開催した。
会員数72団体

A

年３回連絡会を開催し、団
体間の相互理解・情報交換
を行うことができた。
５団体が新規加入した。

団体間の相互理解、情報交
換から、団体間協力・連携へ
の進化。

子ども未来課

再掲
(185)

3-2

各地区の地区社会福祉協議会、主
任児童委員等が中心となり、主に未
就園児及びその保護者を対象に、親
子の交流の場の提供、情報交換、
子育て相談及び各種催し物等を実
施します。

54地区81事業 2,180

①地区社会福祉協議会との
連絡調整
②補助金交付事務
子育てトーク52地区71事業

A

地区社協との連携会議等に
出席するなどし、52地区71事
業に対し、適正に補助金交
付事務を実施できた。

当該事業の未実施地区へ
普及を図るための調整が必
要。

子ども未来課

215

NPO法人との協働により、「子育てサ
ポーター養成講座」を開催し、地域で
活動する子育てボランティアの養成を
行うとともに、講座修了者に対して、
研修会等を実施します。

毎年度、「子育てサポーター
養成講座」（全１０回）及び
「子育てサポーター研修会」を
開催。

587

平成30年９月から平成31年
２月の間に子育てサポーター
養成講座（10回）及び「子育
てサポーター研修会」を開
催。
修了生の多くが団体会員とし
て活動に参加、または子育て
支援団体を立ち上げて、市
内で活動する見込み。

A

計画どおり全10回の講座を
開催した。幅広い子育て分
野の講座を展開し、地域の
子育て支援の担い手を育成
した。

各講師の日程調整及び会
場確保に時間を要している。

子ども未来課

再掲
(203)

4-1

子どもの一時的な預かりや移動支援
などを必要とする子育て家庭を援助
するため、援助を受けたい会員（おね
がい会員）と援助を行いたい会員（ま
かせて・どっちも会員）との連絡・調整
や、援助者への講習等を行い、会員
の相互援助を支援します。

会員数　1,400人
まかせて・どっちも会員講習会
4回
会員交流会　4回

20,263

まかせて会員数　1,071人
まかせて・どっちも会員講習会
４回
会員交流会　３回

B

計画どおり講習会を開催し、
地域の子育て支援の担い手
(まかせて会員)を育成してい
るが、会員の確保について
は、平成31年度目標値を下
回っている。

まかせて・どっちも会員の確
保。

子ども未来課

216

子どもの健全育成を図る母親など地
域住民の積極的参加による地域組
織活動の促進を図るため、各母親ク
ラブに対して運営費の一部を助成し
ます。

各クラブの活動の充実を図る 765
市内5団体へ補助金を交付
し、各クラブ活動の充実を
図った。

A

H29年度より2団体減少した
が、母親クラブに補助金を交
付し、活動の支援を行った。
各クラブとも積極的に活動に
取り組んでいる。

クラブ数の維持、新規会員の
確保や運営方法の検討。

子ども未来課

217

静岡新聞・静岡放送が主催（静岡
市後援）するイベントで、地域団体や
企業等も参加して、子育てに関する
情報発信、ネットワークづくりなどを目
的とし、ステージでの催しや各ブースに
て様々な取組や情報提供を行いま
す。

静岡市ブースにおいて、子育
てに関する情報提供、親子
遊び等を提供する。

25

平成30年10月６日（土）、７
日（日）の２日間に渡り、子ど
も未来サポーターによる相談
コーナーや情報発信のコー
ナーを設置。
子育て支援情報の提供や子
育てに関する相談の受付等
を実施した。

A

子ども未来サポーターによる
出張子育て支援センターを出
展し、子育て支援情報の提
供や相談の受付等を実施す
るとともに、子育て家庭の交
流スペースを提供することがで
きた。

参加内容についての検討。 子ども未来課

関連事業

施策目標５「地域全体で子どもと子育て家庭を支える環境づくり」
基本施策１「地域における子育て支援活動の促進」　

重点事業

事　業　名

静岡市子育て支援
団体連絡会の運営

子育てトーク事業

子育てサポーターの育
成

ファミリー・サポート・セ
ンター事業★

母親クラブの育成

「こどもみらいプロジェク
ト」イベントへの参加

66



67

No
再掲
か所

事　業　概　要 令和元年度末目標値
平成30年度
決算額（千円）

平成30年度
取組内容・成果

進捗
状況

評価 課題等 担当課

施策目標５「地域全体で子どもと子育て家庭を支える環境づくり」
基本施策１「地域における子育て支援活動の促進」　

事　業　名

218

18歳未満の子どものいる「子育て世
帯」と妊娠中の方に「しずおか子育て
優待カード」を配付し、子ども同伴で
優待カードを提示すると、協賛店舗の
「応援サービス」が受けられます。

市内協賛店舗数　1,000件 ―
市内協賛店舗数　919件

A
協賛店舗の申請増加に伴
い、協賛店舗数が約100件
増加した。

加盟店の増加に向け、周知・
啓発方法を検討。

子ども未来課

219

児童福祉の理念の周知を図るととも
に、市民の児童に対する理解と認識
を深め、児童愛護の責任を自覚する
よう強調することを目的として、毎年5
月5日から1週間を「児童福祉週間」
と定められており、啓発活動を実施し
ます。

街頭キャンペーン、広報紙掲
載、看板設置等、周知・啓
発活動を実施する。

152
庁舎への懸垂幕の設置によ
り、周知・啓発活動を行った。

A

葵・駿河・清水の３庁舎へ懸
垂幕を設置し啓発活動を
行った。
また、静岡県こども未来課と
共同で街頭キャンペーンを
行った。

啓発方法のさらなる多様化の
検討。

子ども未来課

220

子育て家庭の不安や悩みを解消する
場を提供し、子育てしやすい環境をつ
くるため、地域で活動する子育てサー
クルの運営費の一部を助成します。

20事業 120
４団体、４事業に対し、補助
金を交付した。

C
H29年度より1団体減少し、
申請団体数が伸び悩んでい
る。

事業の周知及び募集方法の
検討。

子ども未来課

しずおか子育て優待
カード事業

児童福祉週間啓発
事業

子育てサークルの育
成
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No
再掲
か所

事　業　概　要 令和元年度末目標値
平成30年度
決算額（千円）

平成30年度
取組内容・成果

進捗
状況

評価 課題等 担当課

再掲
(19)

1-2
1-5
2-3
4-1
5-3

子ども未来課
教育総務課

再掲
(20)

1-2
1-5
2-3
4-1
5-3

放課後児童ク
ラブの運営★

保護者が就労等により昼間家庭にい
ない児童の健全な育成を目的に、小
学校や児童館等に専用室を設けて、
家庭に代わる遊びや生活の場を提供
します。また、準備ができたところから、
順次、午後7時までの延長に取り組
みます。

175室の運営
※受入可能人数　6,064人

719,008
市内78か所（157室）での児
童クラブ運営を実施した。

A

令和元年5月1日時点での入
会決定者数は5,396名であ
り、待機児童数は86名であっ
た（前年に比べ、入会決定者
322名増、待機児童87名
減）。

受託者との連携強化による
効果的な事業運営の推進。

子ども未来課

再掲
(21)

1-2
2-3
4-1
5-3

放課後児童ク
ラブの整備★

平成31年度のニーズ量に対応できる
よう平成27年度から5年間で順次拡
充していきます。

整備後クラブ室数　175室 332,772
市内16か所（22室、665名
分）の児童クラブ整備を実施
した。

A

令和元年5月1日時点での入
会決定者数は5,396名であ
り、待機児童数は86名であっ
た（前年に比べ、入会決定者
322名増、待機児童87名
減）。

適切な手法・内容による整備
事業の推進。

子ども未来課

再掲
(22)

1-2
1-5
2-3
4-1
5-3

放課後子ども
教室推進事業
★

市立小学校の全児童を対象とし、全
小学校に順次整備を進めます。放課
後に小学校の施設を利用して、各種
体験活動や地域の人・異学年の児
童との交流、学習支援などの活動
を、地域の方と共に行います。様々な
活動や学びを通して、子ども達の自
主性や社会性、創造性をはぐくみま
す。

市立小学校全86校で放課
後子ども教室を開設し、事業
を実施する。

44,676

①新規校11校を加えた44校
で放課後子ども教室を実施
した。
②運営スタッフのスキル向上
のための研修会を年２回実
施した。

B

放課後子ども教室実施校
数、スタッフ研修回数とも目
標値を達成することが出来
た。参加児童の満足度も目
標値を概ね達成しており、安
心・安全で充実した子どもの
居場所として機能していると
考えられる。

安全管理や事故対応に不安
がないようにする必要があるた
め、スタッフ研修会を区ごとに
開催し、安全管理や児童へ
の接し方等の技能を高め、事
故を未然に防止する。

教育総務課

再掲
(23)

1-2
2-3
4-1
5-3

放課後児童ク
ラブと放課後子
ども教室の一
体的実施★

全ての児童が参加できるように、同一
の小学校敷地内等で放課後児童ク
ラブと放課後子ども教室を一体的に
（一体型又は連携型により）実施しま
す。

69校での実施 ―

放課後子ども教室新規開設
校11校全校で、総合的な放
課後児童対策として、放課
後児童クラブとの一体型実施
を開始した。

B

目標どおり事業を実施した。
新規開設時のノウハウを活用
し、児童クラブや学校との連
携方策等を進めたことにより、
今後、新規に開設を希望す
る学校は増えており、一定の
成果を上げている。

児童クラブ一体型では、児童
クラブ支援員との連絡協力体
制に差が見られるため、「放
課後児童対策事業運営委
員会」で、連携協力体制や
「共通プログラム」の充実に向
けた協議を継続し、事業の円
滑な運営につなげる。また、
今後の事業拡大に向け、両
事業所管課での連絡調整や
現場への伝達を密に行う。

子ども未来課
教育総務課

施策目標５「地域全体で子どもと子育て家庭を支える環境づくり」
基本施策２「地域における子どもの健全育成活動の促進」　

事　業　名

重点事業

放課後子ども対策
★

共働き家庭等の「小１の壁」の解消を図るとともに、次代を担う人材を育成するため、全ての児童が放課後等を安全・安心に過ごすことができ、多様な体験・活動を行うことができるよう、第５章の計画に沿っ
て放課後児童クラブ及び放課後子ども教室の拡充や、一体的実施に取り組みます。
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No
再掲
か所

事　業　概　要 令和元年度末目標値
平成30年度
決算額（千円）

平成30年度
取組内容・成果

進捗
状況

評価 課題等 担当課

施策目標５「地域全体で子どもと子育て家庭を支える環境づくり」
基本施策２「地域における子どもの健全育成活動の促進」　

事　業　名

再掲
(24)

1-2
1-5
2-3
3-3
4-1
5-3

放課後児童ク
ラブの利用者
負担の軽減★

低所得世帯、ひとり親家庭、多子世
帯などの放課後児童クラブの利用を
必要とする家庭が、経済的理由によ
り利用できないことのないよう、世帯の
所得の状況や、同時に入会している
兄弟姉妹の数に応じて、保護者負担
金を軽減します。

利用料が高いから利用してい
ない人の割合の減少（4.1%
H25ニーズ調査）（継続実施）

36,251
1,052人に対して負担軽減を
行った。

A
対象者の経済的負担軽減に
寄与した。

事務の効率化を図る必要が
ある。

子ども未来課

再掲
(25)

1-2
2-3
4-1
5-3

民間放課後児
童クラブへの運
営費等補助★

市民の多様なニーズに応えるととも
に、保護者負担を軽減するため、民
間事業者による児童クラブの運営に
対し、その費用の一部を補助します。

民間児童クラブ補助クラブ数
10クラブ
※利用者数　200人

38,771
民間事業者６団体に対して、
運営費補助を行った。

A
民間児童クラブ運営の参入
を促進した。

民間活力を利用し、より待機
児童数の減少につなげる必
要がある。

子ども未来課

221
子ども未来課
生涯学習推
進課

222
青少年・乳児
ふれあい促進
事業

地域の子育て支援拠点施設である
地域子育て支援センターや保健福祉
センター、学校等の協力を得て、小学
生高学年や中学生、高校生が、乳
児とその保護者との交流や触れ合い
を通して、命の尊さや子育てのすばら
しさなどを体験します。

全児童館で継続実施（予定
数12館）
児童館の無い地区の小中学
校３校で実施

―
（指定管理料に含む）

児童館11館で実施 Ａ 目標どおり事業を実施した。
参加者数増加に向けた情報
発信及び関係団体等との連
携強化を図る。

子ども未来課

223
世代間交流事
業

地域の高齢者や自治会、市民団体
と子どもが遊びやレクリエーション、イベ
ントなどを通じて交流する世代間交
流事業、施設まつり等を実施します。

無人館・山間地を除く32館
全ての生涯学習施設で施設
まつりや世代間交流事業等
を実施

―
（指定管理料の一部）

無人館・山間地を除く32館
全ての生涯学習施設で施設
まつりや世代間交流事業等
を実施。

Ａ
施設まつり等を実施し、地域
における世代間交流を推進し
た。

施設まつり、世代交流事業
等の継続実施。

生涯学習推
進課

224

ガイドボランティアとして、園内のスポッ
トガイド及びふれあいコーナーでの補
助を行います。
・活動時間：土曜、日曜、祝日（通
年）
・活動条件：18歳以下は保護者の許
可、小学生以下は保護者の同伴が
必要

ボランティアの1人あたりの年
間活動回数10回
（登録ボランティア数は約150
人）

―
（事業毎の予算措置なし）

ボランティアの1人あたりの年
間活動回数18.6回
（登録ボランティア数約109
人）

Ａ

年間活動回数は目標回数を
上回っている。登録ボランティ
アは下回っているが、これは活
動実態のない会員を精査し
たもので、単に登録者数だけ
であれば目標数を上回ってい
る。

（特になし）
日本平動物
園

225

まちづくり推進事業の一環として、清
水区の19団体（蒲原・由比地区を除
く）が主体となり、自治会内の高齢者
をはじめ児童・生徒・一般へ呼びか
け、どんど焼き、グラウンドゴルフ大会、
輪投げ大会、地区祭り等の事業を実
施することにより、高齢者の社会参加
を促すとともに世代間交流を行いま
す。

地域活動への参加を促進
し、三世代交流の機会の場と
して、他事業とのさらなる連
携・検討を図る。

1,314 １８団体に交付 Ａ 目標どおり事業を実施した。

引き続き、事業実施を行い、
世代間の交流や各種行事を
通し、高齢者の社会参加の
促進、さらには健康の保持と
福祉の増進を支援していく。

高齢者福祉
課

世代間交流の推
進

子どもが地域の乳児や高齢者等と世代を越えて交流できる機会を提供し、地域ぐるみで子どもたちの健全育成に取り組みます。

高齢者社会参加
促進事業

関連事業

ガイドボランティア
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No
再掲
か所

事　業　概　要 令和元年度末目標値
平成30年度
決算額（千円）

平成30年度
取組内容・成果

進捗
状況

評価 課題等 担当課

施策目標５「地域全体で子どもと子育て家庭を支える環境づくり」
基本施策２「地域における子どもの健全育成活動の促進」　

事　業　名

226

児童の健全育成や地域児童のコミュ
ニティ活動の増進を目的として、市が
自治会等に無償貸与し、維持管理
について補助金を交付します。

運営助成　５館 250 運営助成　５館 Ａ 目標どおり事業を実施した。
地域の利用状況等に応じ、
簡易児童館のあり方について
継続して協議・調整していく。

子ども未来課

227

地域や学校、家庭が連携した地域ぐ
るみの青少年健全育成活動を推進
し、地域住民の意識と関心を高めつ
つ、青少年の健全育成を図るため、
各地域の健全育成団体へ補助金を
交付します。

健全育成大会開催地区数
　静岡地域：全27地区
　清水地域：全21地区

12,886

静岡・清水全地区での健全
育成大会開催
・静岡地区全２７地区開催
・清水地区全２１地区開催

Ａ

全ての地域で健全育成大会
等を開催し、地域ぐるみの青
少年健全育成活動の意識が
高まった。

健全育成大会における参加
者アンケート結果を反映さ
せ、より満足度の高い内容に
する。

青少年育成
課

簡易児童館の運
営助成

青少年健全育成
団体の活動への支
援
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No
再掲
か所

事　業　概　要 令和元年度末目標値
平成30年度
決算額（千円）

平成30年度
取組内容・成果

進捗
状況

評価 課題等 担当課

再掲
(19)

1-2
1-5
2-3
4-1
5-2

子ども未来課
教育総務課

再掲
(20)

1-2
1-5
2-3
4-1
5-2

放課後児童ク
ラブの運営★

保護者が就労等により昼間家庭にい
ない児童の健全な育成を目的に、小
学校や児童館等に専用室を設けて、
家庭に代わる遊びや生活の場を提供
します。また、準備ができたところから、
順次、午後7時までの延長に取り組
みます。

175室の運営
※受入可能人数　6,064人

719,008
市内78か所（157室）での児
童クラブ運営を実施した。

A

令和元年5月1日時点での入
会決定者数は5,396名であ
り、待機児童数は86名であっ
た（前年に比べ、入会決定者
322名増、待機児童87名
減）。

受託者との連携強化による
効果的な事業運営の推進。

子ども未来課

再掲
(21)

1-2
2-3
4-1
5-2

放課後児童ク
ラブの整備★

平成31年度のニーズ量に対応できる
よう平成27年度から5年間で順次拡
充していきます。

整備後クラブ室数　175室 332,772
市内16か所（22室、665名
分）の児童クラブ整備を実施
した。

A

令和元年5月1日時点での入
会決定者数は5,396名であ
り、待機児童数は86名であっ
た（前年に比べ、入会決定者
322名増、待機児童87名
減）。

適切な手法・内容による整備
事業の推進。

子ども未来課

再掲
(22)

1-2
1-5
2-3
4-1
5-2

放課後子ども
教室推進事業
★

市立小学校の全児童を対象とし、全
小学校に順次整備を進めます。放課
後に小学校の施設を利用して、各種
体験活動や地域の人・異学年の児
童との交流、学習支援などの活動
を、地域の方と共に行います。様々な
活動や学びを通して、子ども達の自
主性や社会性、創造性をはぐくみま
す。

市立小学校全86校で放課
後子ども教室を開設し、事業
を実施する。

44,676

①新規校11校を加えた44校
で放課後子ども教室を実施
した。
②運営スタッフのスキル向上
のための研修会を年２回実
施した。

B

放課後子ども教室実施校
数、スタッフ研修回数とも目
標値を達成することが出来
た。参加児童の満足度も目
標値を概ね達成しており、安
心・安全で充実した子どもの
居場所として機能していると
考えられる。

安全管理や事故対応に不安
がないようにする必要があるた
め、スタッフ研修会を区ごとに
開催し、安全管理や児童へ
の接し方等の技能を高め、事
故を未然に防止する。

教育総務課

再掲
(23)

1-2
2-3
4-1
5-2

放課後児童ク
ラブと放課後子
ども教室の一
体的実施★

全ての児童が参加できるように、同一
の小学校敷地内等で放課後児童ク
ラブと放課後子ども教室を一体的に
（一体型又は連携型により）実施しま
す。

69校での実施 ―

放課後子ども教室新規開設
校11校全校で、総合的な放
課後児童対策として、放課
後児童クラブとの一体型実施
を開始した。

B

目標どおり事業を実施した。
新規開設時のノウハウを活用
し、児童クラブや学校との連
携方策等を進めたことにより、
今後、新規に開設を希望す
る学校は増えており、一定の
成果を上げている。

児童クラブ一体型では、児童
クラブ支援員との連絡協力体
制に差が見られるため、「放
課後児童対策事業運営委
員会」で、連携協力体制や
「共通プログラム」の充実に向
けた協議を継続し、事業の円
滑な運営につなげる。また、
今後の事業拡大に向け、両
事業所管課での連絡調整や
現場への伝達を密に行う。

子ども未来課
教育総務課

施策目標５「地域全体で子どもと子育て家庭を支える環境づくり」
基本施策３「子どもと子育て家庭の安全・安心な生活環境の確保」

事　業　名

重点事業

放課後子ども対策
★

共働き家庭等の「小１の壁」の解消を図るとともに、次代を担う人材を育成するため、全ての児童が放課後等を安全・安心に過ごすことができ、多様な体験・活動を行うことができるよう、第５章の計画に沿っ
て放課後児童クラブ及び放課後子ども教室の拡充や一体的実施に取り組みます
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No
再掲
か所

事　業　概　要 令和元年度末目標値
平成30年度
決算額（千円）

平成30年度
取組内容・成果

進捗
状況

評価 課題等 担当課

施策目標５「地域全体で子どもと子育て家庭を支える環境づくり」
基本施策３「子どもと子育て家庭の安全・安心な生活環境の確保」

事　業　名

再掲
(24)

1-2
1-5
2-3
3-3
4-1
5-2

放課後児童ク
ラブの利用者
負担の軽減★

低所得世帯、ひとり親家庭、多子世
帯などの放課後児童クラブの利用を
必要とする家庭が、経済的理由によ
り利用できないことのないよう、世帯の
所得の状況や、同時に入会している
兄弟姉妹の数に応じて、保護者負担
金を軽減します。

利用料が高いから利用してい
ない人の割合の減少（4.1%
H25ニーズ調査）（継続実施）

36,251
1,052人に対して負担軽減を
行った。

A
対象者の経済的負担軽減に
寄与した。

事務の効率化を図る必要が
ある。

子ども未来課

再掲
(25)

1-2
2-3
4-1
5-2

民間放課後児
童クラブへの運
営費等補助★

市民の多様なニーズに応えるととも
に、保護者負担を軽減するため、民
間事業者による児童クラブの運営に
対し、その費用の一部を補助します。

民間児童クラブ補助クラブ数
10クラブ
※利用者数　200人

38,771
民間事業者６団体に対して、
運営費補助を行った。

A
民間児童クラブ運営の参入
を促進した。

民間活力を利用し、より待機
児童数の減少につなげる必
要がある。

子ども未来課

228

児童生徒を交通事故から守るため、
また、子どもたちの健やかな育成を目
的に、登校時、交差点等で交通指
導員が立哨指導を実施します。

市内全学区・地区への交通
指導員配置による立哨指
導。

2,512（補助金）
2,281（被服貸与）

①補助金交付事務
②静岡市交通指導員会事
業に対する支援（被服更新
計画に基づく制服等の貸与）

Ａ

補助金の交付、制服貸与と
も滞りなく実施し、指導員会
の活動支援をすることができ
た。

制服の貸与について、指導員
により制服の劣化状況が異
なるため、一律の更新が難し
いこと。

生活安心安
全課

229

小学6年生への進級時、交通安全
リーダーとしての意識啓発を図るととも
に、小学６年生一人ひとりの自立を目
指し、交通安全リーダーワッペンと手
帳を配布します。

市立小学校６年生全員に配
付

225
市内の新小学６年生全員に
リーダーワッペン、手帳を配付
した。

Ａ
全ての新小学６年生に配付
し、交通安全の意識を高める
ことができた。

（特になし）
生活安心安
全課

230

自転車に関する交通事故を防止する
ため、警察等と連携し、自転車マナー
向上キャンペーンや交通安全指導員
による自転車交通安全教室等を実
施します。

自転車マナー向上「指導強
化の日」に合わせた街頭指
導・広報活動を各区において
年２回実施。交通事故多発
区域における街頭指導・広
報活動の実施。自転車交通
安全教室の実施。自転車を
活かしたまちみがきの推進。

5,000
1,741の一部
373の一部

・自転車マナー向上キャン
ペーンを実施
・自転車ルール周知チラシを
の配付
・トライアングルゾーン強化指
導（１回）
・市内全中学校、高校へ自
転車安全利用啓発チラシを
配布
・静岡市自転車交通安全指
導員の設置・周知
・市立こども園の幼児向け自
転車安全講習会の実施

Ａ

これまで継続的に実施してき
た事業に加え、新たに静岡市
自転車交通安全指導員の
設置及び幼児向け自転車安
全講習会を実施し、自転車
の安全利用のさらなる促進を
図ることができた。

新規事業の今後の実施方法
について、継続的に実施して
いけるよう検討する必要があ
る。

生活安心安
全課

静岡市交通指導
員会
登校時の立哨指
導

関連事業

交通安全リーダー
ワッペン・手帳の配
布

自転車マナー向上
に向けての指導・
啓発
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No
再掲
か所

事　業　概　要 令和元年度末目標値
平成30年度
決算額（千円）

平成30年度
取組内容・成果

進捗
状況

評価 課題等 担当課

施策目標５「地域全体で子どもと子育て家庭を支える環境づくり」
基本施策３「子どもと子育て家庭の安全・安心な生活環境の確保」

事　業　名

231

地域ぐるみの自主的防犯活動を促
進するため、地域の複数の自治会・
町内会組織を中心に結成された地
区安全会議が、防犯パトロール、防
犯教室、講演会等の地域防犯活動
を実施するための立ち上げ費用及び
活動費用の一部を助成します。

地区安全会議51団体 1,300

①補助金交付事務
（設立補助団体1、購入補助
14団体）
②地区安全会議の設立支
援
（設立団体1）
③地区安全会議の活動支
援
（研修会や啓発資料の提
供）

Ａ

購入補助の交付件数は計
画を下回っているが、令和元
年度末目標値の達成に向
け、設立補助を１件実施し
た。

地区安全会議の設立が鈍化
しているため、地域の状況を
踏まえながら、未設立地区に
おける設立を促進させる必要
がある。

生活安心安
全課

232

インターネットや携帯電話の急速な普
及により、青少年が事件やトラブルに
巻き込まれることを予防するため、青
少年健全育成会等が実施する安全
利用に関する研修に対する支援（講
師紹介、講師謝金助成）を行いま
す。

25団体（静岡地域15団体、
清水地区10団体）

211
１１団体（静岡地域４団体、
清水地域７団体）

C
研修を通じて、インターネット
や携帯電話の安全利用につ
いての意識が高まった。

研修の未実施地区に対し
て、研修を開催していただくよ
うに、会議等で周知に努め
る。

青少年育成
課

233

青少年の非行防止、健全育成に関
する市民意識の高揚を図るため、街
頭キャンペーン、啓発用リーフレットの
作成などを実施します。

街頭キャンペーン２回（７月・１
１月）
啓発リーフレット配布（中学生
全生徒、小学４～６年生全
生徒、中学新入生用）

450

７月と１１月にＪＲ静岡駅等で
キャンペーンを実施。
啓発用リーフレットを市内の
対象児童生徒全員に配布。

Ａ

キャンペーンを通じ、青少年の
非行防止、健全育成に関す
る市民意識の高揚が図られ
た。

啓発効果が高い時間帯を利
用して引き続き、キャンペーン
を実施したい。

青少年育成
課

234

誰もが快適に利用できる公園の形成
を図るため、ベビーシート等を設けた
車いす対応トイレを設置するとともに、
園路等の段差解消を図ります。

公園施設（園路・広場・駐車
場・便所）のバリアフリー化率
57%

9,299 整備実施　1箇所 Ａ
予定していた箇所の整備を
実施した。

（特になし） 公園整備課

235

特定優良賃貸住宅において、子育て
に適した良好な住環境を提供するた
め、新規入居世帯で所得基準を満
たし、小学校6年生以下の子どもを扶
養している世帯に対し、家賃減額補
助を実施します。

入居件数　20件程度
（H29目標値見直し）

5,612
継続実施
目標戸数　26戸　入居戸数
18戸

Ａ

管理期間終了による管理戸
数の減少に伴い、入居者も
減少したため、年度目標戸
数及び事業目標値を下回っ
た。

管理期間終了による管理戸
数の減少。

住宅政策課

236

公営住宅において、子育てに適した
良好な住環境を提供するため、40歳
以下の若年世帯で小学校6年生以
下の子どもを扶養する世帯に対し、
期限付き入居制度を実施します。

入居件数　170件程度 ―
継続実施
目標戸数　40戸　入居戸数
12戸

Ａ

入居者が減少し、年度目標
戸数を下回っているが、平成
27年度末に事業目標値であ
る170戸を達成しており、平成
30年度末で累計250戸となっ
た。

制度の周知を徹底する。 住宅政策課

都市公園バリアフ
リー化事業

特定優良賃貸住
宅子育て支援制
度

地域防犯活動支
援事業

インターネット等安
全・安心利用研修
事業

非行防止等啓発
事業

子育て支援期限
付き入居制度

73



74

No
再掲
か所

事　業　概　要 令和元年度末目標値
平成30年度
決算額（千円）

平成30年度
取組内容・成果

進捗
状況

評価 課題等 担当課

施策目標５「地域全体で子どもと子育て家庭を支える環境づくり」
基本施策３「子どもと子育て家庭の安全・安心な生活環境の確保」

事　業　名

237

市内に定住したいと考えている子育て
世帯に対し、子育て期間中の住宅
ローン利子の一部を補給することで、
住宅を購入しやすい環境を整えます。

補給の実施・完了 1,642
継続実施
目標件数　50件　交付件数
48件

Ａ 目標どおり事業を実施した。 （特になし） 住宅政策課

238

公営住宅の建て替え等で生じた跡地
について、子育て世帯に優先的に提
供することにより、個人住宅を購入し
やすい環境を整えます。

分譲区画数
延べ45区画程度

―
継続実施
目標区画2区画　供給区画3
区画

B
年度目標区画を達成し、延
べ32区画を供給した。

分譲する物件のＰＲや活用
方法の検討、土地利用の方
向性の再検討が必要。

住宅政策課

239

子育て世帯に対する居住支援の情
報を集約し、情報提供を行うことによ
り、住宅の購入及び賃借をしやすい
環境を整え、子育て世帯の市内定住
の促進を図ります。

HPの随時更新、窓口案内 ― ＨＰの随時更新、窓口案内 Ａ
情報提供を継続的に実施し
た。

情報提供手段の多角化 住宅政策課

240

市内通学路における危険箇所を調
査・点検した上で、児童・生徒が安
心して通学できるように、道路へ交通
安全対策を実施します。

静岡市通学路交通安全対
策プログラムに基づき、市内
通学路の道路管理者による
対策を実施

53,417

通学路の交通安全要対策
箇所において、路側帯のカ
ラー化や路面標示による注意
喚起等の安全対策を実施し
た。

Ａ
関係機関と連携して対策を
実施しており、目標を概ね達
成している。

より効果的な対策を実施する
ため、ソフト対策と合わせた対
策の実施が必要。

道路保全課

241
児童、生徒が安全で安心して生活が
送れるよう、学校保健安全法に基づく
安全点検を実施します。

市内の全小・中・高校（127
校）で実施

―
全小・中・高校において、学
校施設及び設備の安全点検
を実施。

Ａ 目標どおり事業を実施した。
安全点検結果報告の確実
な提出

児童生徒支
援課

通学路の整備又
は通学路交通安
全対策事業

学校の安全対策

子育て世帯優先
宅地分譲事業

子育て世帯居住
支援情報提供事
業

子育て世帯住宅
購入資金利子補
給事業
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